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新しい風、はこびます  
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　日頃、富山第一銀行をご愛顧いただき厚くお礼申しあげます。 

　本年も皆さま方に、当行の経営方針、業績、業務内容などについて詳しくご説明するとともに、地域との関わり、

地域貢献活動の状況など幅広く取り上げ、皆さまにわかりやすくお伝えするために「ファーストバンク・ディスクロー

ジャー2005」を作成いたしました。 

　当行をより一層ご理解いただくためにご高覧いただければ幸いに存じます。 

 

　日本経済は、設備投資の拡大や輸出の増勢などを背景に企業業績が大きく改善し、多くの上場企業は過去

最高の純利益を更新するなど明るい材料も出ておりますが、景気はなお一進一退で推移しており、踊り場からの

脱却を確認するまでには至っていません。こうしたなか、日銀は金融の量的緩和解除に繋がる政策の変更にはな

お慎重な姿勢を崩しておりません。 

　金融情勢を見ますと、ペイオフ全面解禁により、お客さまによる金融機関の選別が一段と厳しくなるなかで、生き

残りを掛けた激しい競争が続いております。 

　当行は、これまで中小企業の再生、支援等を目的とした「リレーションシップバンキングの機能強化」に積極的に

取り組んでまいりましたが、本年4月からの「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」に

つきましても、地域の皆さまとの「共栄」を目指して強力に取り組んでまいります。 

 

　おかげさまで当行は昨年10月に「創立60周年」を迎えることができました。 

　これもひとえにお取引先、株主の皆さまの温かいご支援の賜物であり、厚くお礼申しあげます。 

　当行は「いつもあなたのおそばに」を念頭に、本年3月には皆さまの支援を目的にファーストバンク・ビジネスクラブ

を設立、4月には資産運用プラザを開設、また、5月には北國銀行、福井銀行との業務提携について合意、一方4月

からはお客さまの個人情報の保護態勢を新しく構築するなど、業務運営の態勢整備を着実に進めてまいりました。 

　お客さまのニーズは今後益々多様化、高度化するものと予想されますが、当行は新たなニーズにも的確に対応

できる態勢の一層の充実に努め、地域金融機関として、これからも地域の皆さまとともに歩みつづけてまいる所存

でございます。 

　今後とも、一層のご支援、ご愛顧を賜わりますようお願い申しあげます。 

ご あ い さ つ  

取締役頭取 

平成17年7月 



経営の基本方針  

経営理念 

経営ビジョン 

富山第一銀行は地域の皆さまのための銀行を目指します。 

FIRST BANK

2．サウンド（健全）に 
高い自己資本比率の 

維持により、限りなく、 

健全性を高めていきます。 

 

3．フェア（公平）に 
すべてにわたり公平・公正を 

モットーに、限りなくフェアで 

安心感あふれる 

経営を実現します。 

1．クリア（透明）に 
企業実態をより 

ディスクローズし、限りなく、 

透明度を高めていきます。 

 限りなく 

2．顧客ニーズに即応できる 

体制を作り、地域で一番頼られる 

銀行となります。 

3．行員一人ひとりが 

より高い勤労意欲と向上心を持ち、 

他行に勝る顧客サービスの 

展開により、お客さまにとって魅力ある 

ファーストバンクとなります。 

1．営業基盤の強化を図り、 

地域により強い存在感のある 

銀行となります。 

　当行は「限りなくクリア（透明）、サウンド（健全）、フェ

ア（公平）」を経営理念として、お客さま、株主の皆さま

から支持され、市場から評価される銀行を目指して「健

全経営・効率経営」に積極的に取り組んでまいりました。 

　この方針は、今後も堅持し、従来にも増して地域経済

の発展に寄与し、地域金融機関としての位置づけをさ

らに強固なものとするため、一層の体力強化を図り、経

営理念に基づいた業務活動を推進してまいります。 

　また、こうした経済的価値に加え、社会的価値の一層

の向上を図る観点から、コンプライアンス態勢を一層徹

底し、引き続きお客さま、株主の皆さまから信頼され、

評価される銀行を目指してまいります。 
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リレーションシップバンキングの機能強化に向けて積極的に取り組んでいます。 

地域の中小企業の皆さま向け新商品。 
　創業や新分野への進出を目指す皆さまを応援する融資

制度である「ファーストスタート」を、平成15年10月から

富山県内の本支店で取り扱いしております。 

　また、当行本支店の営業エリア内で事業を3年以上継続

されている中小企業の皆さまを応援する「ファーストサポー

ト」や「ファーストサポートⅡ」（富山県、石川県にて取扱い）、

また固定金利で、新規先およびお取引先の資金ニーズに

お応えする融資制度である「ファーストファンド」も同時に

取り扱いをしております。 

　さらに、医療・介護事業者を対象とした「ファーストファン

ド・プライム」のほか、変動金利で一般企業を対象とした「ファー

ストファンド・プラス」も追加し、品ぞろえを強化しております。 

　融資審査態勢の強化を図るため業種別審査体制をとっ

ております。 

　また、中小企業の再生に向けた取り組みのため、審査部内

に「企業支援チーム」を設置し、営業店と連携し企業支援体制

の整備・強化を図り、取引先支援に積極的に取り組んでおります。 

　平成16年1月に中小企業金融公庫と「業務提携に関す

る覚書」を、同年2月に日本政策投資銀行と「業務協力協定」

を締結し、情報の共有等連携を強化しています。 

　中小企業の健全化を図る取り組みを推進しております。

なお、16年度中は120先に対する経営指導・支援を行い、

このうち24先の経営改善が図られました。 

地域貢献活動  

■取扱実績（15年10月8日～17年3月31日） 

件　数 金　額 

49件 269百万円 

件　数 金　額 

652件 4,543百万円 

件　数 金　額 

32件 417百万円 

件　数 金　額 

399件 14,090百万円 

件　数 金　額 

65件 1,975百万円 

件　数 金　額 

132件 2,083百万円 

件　数 金　額 

1,329件 23,377百万円 

ファーストスタート ファーストサポート ファーストサポートⅡ ファーストファンド ファーストファンド・プライム ファーストファンド・プラス 合　　計 

経
営
の
基
本
方
針
・
地
域
貢
献
活
動 

7,872 

1,608 

190 

188 

112 

78 

10,048

0 

98 

6 

14 
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0 

120

────　 

20 

1 

3 

0 

0 

24

0 

77 

5 

11 

2 

0 

95

正常先 

うちその他要注意先 

うち要管理先 

破綻懸念先 

実質破綻先 

破綻先 

合計 

要
注
意
先 

期初債務者数 うち経営改善支援 
取り組み先数　α 

αのうち期末に債務者区分 
が上昇した先数　β 

αのうち期末に債務者区分 
が変化しなかった先数　γ 

（単位：先数） （平成16年4月～平成17年3月） 

中小企業の再生に向けた取り組みを強化しています。 

中小企業の健全化に向けた取り組みを強化しています。 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005
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　地域のお客さまとの間で親密な関係を長く維持することを通じて、お客さまに関する情報を蓄積し、これを有効

に活用することにより、地域の中小企業の皆さまへ円滑な資金供給や付加価値の高いサービスを提供することを

いいます。 

　なお、リレーションシップバンキングの機能強化計画の進捗状況の詳細は当行ホームページに掲載しております。 

　http://www.first-bank.co.jp/

■リレーションシップバンキングとは 



中小企業等への貢献 
　中小企業等に対する貸出金のうち、地元富山県内の中小

企業等への貸出金シェアは、着実にアップし、平成17年3月

末では、86.54％となりました。今後も地域金融機関とし

て地域経済の発展とともに歩んでまいります。 

　地域経済の発展とともに歩む金融機関を目指し、地元

富山県内への貸出金シェアの向上に努めており、シェアは

着実にアップしております。 

個人への貢献 
　地域の個人のお客さまにたいし、夢の実現とゆとりある

生活をお手伝いするため住宅ローンを積極的に推進した

結果、平成17年3月末残高は件数12,617件、金額

1,542億円となりました。 

地域への信用供与 

情報開示と説明態勢 

地域への貢献 

■貸出金に占める 
　富山県内シェアの推移 

平成16年3月末 平成17年3月末 

富山県内 
83.66％ 

その他 
16.34％ 

富山県内 
85.49％ 

その他 
14.51％ 

平成15年3月末 

富山県内 
83.74％ 

その他 
16.26％ 

■中小企業等貸出金に対する 
　富山県内シェアの推移 

平成15年3月末 平成17年3月末 

富山県内 
85.12％ 

富山県内 
86.54％ 

富山県内 
85.77％ 

平成16年3月末 

平成15年 
3月末 

平成16年 
3月末 

（億円） 

0

1,200

1,500

1,300

1,400

1,600

平成17年 
3月末 

その他 
14.23％ 

その他 
13.46％ 

その他 
14.88％ 

1,542
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　融資取引（貸付契約およびこれに伴う担保・保証契約）

や金融商品等重要事項に関するお客さまへの説明態勢の

強化に本支店一体となって取り組んでおります。また各種

のご質問、ご相談に対しましては、営業企画部内の「お客

さま相談室」のメンバーが、適時適切な対応の強化に努

めております。 

　当行をより一層理解していただくため、ディスクロージャー

誌、ミニディスクロージャー誌、ニュースリリース、ホーム

ページ等各種ツールを用いて情報の開示を積極的に行っ

ております。 

　なお、四半期業績の概要も開示し、財務情報として最

終利益までの収益状況や、最終利益に基づく自己資本比率、

またリスク管理債権等を開示致しております。 

お客さまへの説明態勢の強化に努めています。 

各種の情報開示に積極的に取り組んでいます。 

1,388

1,499

住宅ローンの推移 



地
域
貢
献
活
動 

金融ネットワークの拡充 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

業務提携 

　当行は、株式会社北國銀行、株式会社福井銀行との三行

において地域密着型金融を推進し、地域のお客さまの利

便性向上を図ることを目的として、平成17年5月業務提

携を行うことについて基本合意いたしました。 

　今後、三行は、相互に連携・協力することで営業基盤の

強化を図りながら、北陸三県を中心に三行が店舗を有する

新潟県、岐阜県、滋賀県、大都市部を含めた三行の広域の

お客さまに対し、多様で良質な金融商品・サービスの提供

に努め、地域経済の活性化、地域社会の発展に貢献してま

いります。 

目的 

　経済活動の広域化が進展する中、県境あるいは国境を

越えた企業展開など、地域のお客さまのニーズも多様化、

高度化してきております。三行では、地域金融機関の社会

的責任と公共的使命に鑑み、これらのお客さまのニーズに

適切に対応し、地域密着型金融を推進し、地域のお客さま

の利便性向上を図っていくことが喫緊の課題であるとい

う共通認識の下、各行の店舗網、経営資源を活かしつつ幅

広い業務提携を行っていくものです。 

業務提携の内容 

1.ATMの相互無料開放 

　三行のATM（CDを含む）において、出金する際の他行 

 

利用手数料について無料化します。（平成17年10月から） 

2.ビジネスマッチング 

　各行の法人のお客さまのビジネスニーズを三行が共有、

アレンジし、北陸三県にまたがる広域的なビジネスマッ

チングの機会創出により、お客さまのビジネスチャンス

の発掘、創造に積極的に寄与していきます。 
●商品の仕入・販売、新規出店、企業進出、M＆Aに関する

ニーズ等の情報共有 

 
●お客さまのビジネスニーズの共有、マッチングの進捗状

況把握のための実務担当者によるマッチング会議の定

期的開催 
●お客さまのPRと商談会のセッティングをメインとした顧

客交流会の組成 

3.各行の営業力の強化、経営の効率化等に資するため、 三行による情報交換会を定期的に開催します。 

5

富山第一銀行本店 北國銀行本店 福井銀行本店 



地域サービスの充実 

利便性の向上 

　本支店のほかに店舗外ATMを公共施設、ショッピング

センターを中心に83ヵ所（平成17年7月11日現在）設

置しお客さまへの利便性向上に供しております。さらに、

平成17年10月より株式会社北國銀行、株式会社福井銀

行との業務提携による三行のATMネットワークの相互補

完により、利便性が飛躍的に向上いたします。 

① 財団法人　富山第一銀行奨学財団による支援 

② 公益信託富山ファーストバンク社会福祉基金の活動 

　昭和38年以来、将来を担うこどもたちの健全な成長

と一枚の図画を通して家族の絆を強めていただくこと

を目的に、（財）富山第一銀行奨学財団、（社）富山県教

育会、（株）北日本新聞社、北日本放送（株）の協賛を得て、

毎年開催し、今年で43回目となりました。毎回好評を

博しており、今年度の応募総数は171校、4,673点の

多数にのぼりました。 

助 成 先 数  

助 成 金 額  

11団体 

3,350千円 

14年度 

12 

3,290

15年度 

7 

3,570

16年度 

助
成
部
門 

奨 学 金  

計  

助成先数 

助成金額 

14年度 15年度 16年度 

34機関 

19,720千円 

3,476千円 

23,196千円 

32 

15,720 

4,076 

19,796

36 

15,720 

5,430 

21,150

地域振興への貢献 

地域団体への資金的・人的支援 

③ 小学生図画コンクールの開催 

① 店舗外ATM（現金自動預払機）設置の拡充 

　平日ご多忙のお客さまの利便性向上のため、グリーンビ

ル・ローンセンター支店（富山市内）、イオンFB支店（高岡

市内）及び魚津駅前支店（魚津市内）の3ヵ店で、土曜・日曜・

祝日も営業を行い、各種ローンのご相談と手続きをお受

けしております。 

② ローン相談所の設置 

営業時間 
平日 

土・日・祝日 

9時～19時 

10時～17時 

9時～20時 

10時～17時 

イオンFB支店 

9時～17時 

10時～16時 

魚津駅前支店 グリーンビル・ローンセンター支店 

 

　（財）富山第一銀行奨学財団では、学術研究活動支援を

目的として、各教育機関への助成活動を行っております。 

　平成16年度は富山県内の4大学、2短期大学等の36研

究機関に総額15,720千円の助成を行いました。また、昭

和34年の財団設立以来行っている学生への奨学金の給

貸与は、16年度の9名を加え総数302名となっております。 

当行では、地域貢献活動の一環として各種支援を行って おります。 

　普銀転換10周年事業として設立された公益信託富山

ファーストバンク社会福祉基金では、「地域社会に根ざし

た福祉を実現するための一助に」の趣旨の下に、平成12

年の設立以来、住民参加型の社会福祉事業やボランティ

ア活動等に助成しております。 

　第5回目となる平成16年度は、「親と教員の会こども

のその」、「NPO福祉ネットワークTOYAMA」など7団体

に総額357万円を助成しました。 
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地
域
貢
献
活
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多様化・高度化するお客様のニーズに対応 

付加価値の高いサービスの提供 

① ファーストバンク・ビジネスクラブの設立 

③ 富山県内の中小企業動向調査の実施 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

　平成17年3月、クラブ会員の企業経営全般に関する情報

および会員相互の交流機会の提供を通して会員企業の経

営の発展に資することを目的として、「ファーストバンク・ビ

ジネスクラブ」を設立致しました。 

　インターネットによる企業経営に関する情報提供・情報交

換、企業経営にかかる媒体物の配布、交流会実施によるビジ

ネスマッチング・各種セミナーの開催、経営相談・コンサル

ティング等の積極的な活動を行っています。 

②資産運用プラザオープン 
　資産運用プラザは、お客さまの投資利便性の向上と多様

化する資産運用ニーズにお応えするプラザです。 

　オープンスペースでは大型モニターにて海外指標、国内

指標、外国為替指標を表示しております。 

　また、総資産の約20％を富山県企業の株式を組み入れ

る当行専用の地域応援型のファンドである「富山応援ファ

ンド」を販売しており、各界から注目されております。 

　企業経営者の皆さまの経営管理にお役立ていただく

資料として、昭和51年から四半期ごとに富山県内の中

小企業を対象にアンケート調査を実施し、業種別企業動

向を発表しております。同調査は、回答企業数（平成17

年3月417社）も大規模となっており、好評をいただい

ております。 

●各営業店の後援会をベースとした組織構成を採用。正会員1,031
名と特別会員52後援会（構成メンバー4,000名）から成ります（平
成17年3月末現在）。 
●ネットコンテンツ内の「ビジネスナビゲーター」は、「売ります」「買
います」「お誘い」というネット上のビジネスマッチングの場を提供。
会員は自由に書込み・ＰＲができ、企業マインドの情報交換ツールと
して利用できます。 
●ビジネスマッチングは、（株）三井住友銀行グループのSMBCコンサ
ルティング（株）が主催する全国版と、当行独自で開催する地方版の
2種類を計画。「産官学」の連携をも視野に入れて推進し、知的財産
の創造・活用・戦略の場として提供していきます。 

■当クラブの特長 

7

ビジネスマッチング 経営情報 

交流会・セミナー 経営相談 

盛大なファーストバンク・ 
ビジネスクラブ発会式 

証券ボードが映えるプラザ正面 



経営指標の推移  

主要な経営指標等の推移 

■連結ベース 

（注）1.当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
2.平成13年度以前の1株当たり当期純利益は、期中平均株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除く）により算出しております。 
3.平成14年度から、「1株当たり純資産額」及び「1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企
業会計基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 
4.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式がないので記載しておりません。 
5.連結自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき作成しております。なお、当行は国内基準を採用しております。 

（注）1.消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
2.第91期（平成14年3月）以前の1株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。 
3.第91期（平成14年3月）から自己株式について資本に対する控除項目とされたことから、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益については、それぞれ発行済株式数から
自己株式数を控除しております。 
4.第92期（平成15年3月）から、「1株当たり純資産額」及び「1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する会
計基準」（企業会計基準2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の運用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 

5.潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式がないので記載しておりません。 
6.自己資本比率は銀行法第14条の2の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、当行は国内基準を採用しております。 
7.第93期の1株当たり配当額には創立60周年記念配当金1円が含まれております。 

■単体ベース 

連 結 経 常 収 益  

連 結 経 常 利 益  

連 結 当 期 純 利 益  

連 結 純 資 産 額  

連 結 総 資 産 額  

1 株 当 た り 純 資 産 額  

1 株 当 た り 当 期 純 利 益  

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 

連結自己資本比率（国内基準） 

連 結 自 己 資 本 利 益 率  

連 結 株 価 収 益 率  

営業活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物の期末残高 

従業員数〔外、平均臨時従業員数〕 

28,075 

2,870 

1,221 

53,650 

941,673 

884.40 

20.14 

－ 

9.78 

2.27 

35.50 

23,203 

△19,841 

△　  376 

12,528 

951人〔143人〕 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

円 

円 

円 

％ 

% 

倍 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

26,984 

1,312 

1,112 

52,643 

963,447 

868.12 

18.34 

－ 

10.10 

2.10 

38.98 

58,379 

△30,878 

△　  381 

39,648 

905〔122〕 

26,634 

2,553 

1,021 

55,096 

956,326 

906.94 

16.47 

－ 

10.32 

1.85 

43.41 

2,540 

△18,923 

△　  321 

22,946 

850〔119〕 

26,264 

3,101 

1,365 

57,296 

967,553 

943.66 

22.14 

－ 

10.41 

2.43 

32.29 

353 

△ 232 

△ 394 

22,678 

808〔131〕 

26,286 

4,218 

1,575 

61,189 

1,004,671 

1,008.77 

25.62 

－ 

10.89 

2.65 

27.90 

71,987 

△ 53,553 

△ 462 

40,656 

759〔174〕 

経 常 収 益  

経 常 利 益  

当 期 純 利 益  

資 本 金  

発 行 済 株 式 総 数  

純 資 産 額  

総 資 産 額  

預 金 残 高  

貸 出 金 残 高  

有 価 証 券 残 高  

1 株 当 た り 純 資 産 額  

1株当たり配当額（内１株当たり中間配当額） 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益  

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 

単体自己資本比率（国内基準） 

自 己 資 本 利 益 率  

株 価 収 益 率  

配 当 性 向  

従業員数〔外、平均臨時従業員数〕 

22,054　　 

1,866　　 

1,128　　 

8,000　　 

60,809　　 

52,623　　 

953,402　　 

865,365　　 

680,074　　 

201,386　　 

865.48　　 

6.00（3.00） 

18.55　　 

－　　 

9.71　　 

2.25　　 

38.54　　 

32.33　　 

875〔66〕   

22,103　　 

2,578　　 

1,032　　 

8,000　　 

60,809　　 

54,990　　 

946,358　　 

867,235　　 

667,643　　 

211,115　　 

905.17　　 

6.00（3.00） 

16.64　　 

－　　 

10.02　　 

2.03　　 

42.96　　 

35.31　　 

825〔71〕   

21,550　　 

2,784　　 

1,348　　 

8,000　　 

60,809　　 

57,165　　 

958,741　　 

878,560　　 

671,505　　 

217,918　　 

941.47　　 

7.00（3.00） 

21.85　　 

－　　 

10.06　　 

2.62　　 

32.72　　 

31.52　　 

801〔77〕   

21,761　　 

3,787　　 

1,554　　 

8,000　　 

60,809　　 

61,029　　 

995,952　　 

875,087　　 

658,741　　 

275,750　　 

1,006.10　　 

6.50（3.00） 

25.27　　 

－　　 

10.47　　 

2.97　　 

28.29　　 

25.72　　 

752〔88〕   

23,419　　 

2,494　　 

1,205　　 

8,000　　 

60,809　　 

53,602　　 

927,576　　 

841,900　　 

697,413　　 

175,630　　 

881.48　　 

6.00円（3.00円） 

19.82　　 

－　　 

9.38　　 

2.45　　 

36.07　　 

30.25　　 

915人〔71人〕   

第90期 

平成13年3月 

第94期 

平成17年3月 

第91期 

平成14年3月 

第92期 

平成15年3月 

第93期 

平成16年3月 決　算　年　月 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

千株 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

円 

 

円 

円 

％ 

％ 

倍 

％ 

  

平成12年度 

平成13年3月 

平成16年度 

平成17年3月 

平成13年度 

平成14年3月 

平成14年度 

平成15年3月 

平成15年度 

平成16年3月 決　算　年　月 
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預金残高について 

経
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指
標
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推
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新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

預金残高・個人預金残高 

平成15年 
3月期 

平成16年 
3月期 

（億円） 

0

6,000

7,000

9,000

8,000

8,672

平成17年 
3月期 

当期純利益 経常利益 

貸出金残高 個人向貸出金残高 

　貸出金につきましては、個人向け住宅資金、地

方公共団体ならびに地元中堅・中小企業を中心と

した資金需要に積極的にお応えしてまいりました

が、資金需要の低迷から当期中に128億円減少し、

当期末残高は6,587億円となりました。なお、個

人向け貸出金は住宅資金などの資金需要に積極

的にお応えしました結果、当期中に37億円増加し、

当期末残高は1,634億円となりました。 

　損益状況につきましては、金利低下による貸出金利息の減少を有価証券

運用でカバーしたことから資金運用収益が増加したこと等により、経常利益

は前年度に比べ10億3百万円増加し37億87百万円、当期純利益は同じく

2億6百万円増加し15億54百万円となりました。 

業務純益、コア業務純益 

当期純利益・経常利益 

お客さまの信頼を得て預金残高は安定 

　超低金利が続く環境の中で、より一層地域に密着した営業活動を展開

し、拡充に努めましたが、個人国債等一部金融商品にシフトしたこと等に

より当期中に35億円減少し、当期末残高は8,750億円となりました。同

様に個人預金は48億円減少し、当期末残高は6,507億円となりました。 

貸出金残高について 

個人向け貸出金は増加 

損益状況について 

厳しい経済環境のなか当期純利益15億54百万円 

　銀行は、一般事業会社と異なる収支構造を持っているためその本業での

業績を示す指標として業務純益があります。当行は、業務純益において4期

連続増加し、前期及び当期は2期連続過去最高となりました。 

　また、より本業での業績を示すコア業務純益においても6期連続増加して

おります。 

 
　・業務純益＝業務粗利益（資金運用収支＋役務取引等収支＋その他業務収支） 

－経費（除く臨時処理分）－一般貸倒引当金繰入額 
 
　・コア業務純益＝業務純益－国債等債券関係損益＋一般貸倒引当金繰入額 

業務純益は過去最高を記録 

平成15年 
3月期 

平成16年 
3月期 

（億円） 

0

7,000

6,000

平成17年 
3月期 

6,587
6,676

平成15年 
3月期 

平成16年 
3月期 

（億円） 

0

1,600

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

平成17年 
3月期 

1,634
1,597

平成15年 
3月期 

平成16年 
3月期 

（百万円） 

0

3,000

1,000

1,500

2,000

2,500

3,500

2,578
2,784

3,787

平成17年 
3月期 

1,032

1,554

業務純益 コア業務純益 

預金残高 個人預金残高 

平成15年 
3月期 

平成16年 
3月期 

（百万円） 

0

10,000

6,000

7,000

8,000

9,000

8,059

7,310

平成17年 
3月期 

6,973

8,585

1,486

7,074

9

1,348

7,554

6,499 6,555 6,507

8,785 8,750

6,715



経営の健全化  

平成15年 
3月期 

平成16年 
3月期 

0

4

8

10

9

10.06

平成17年 
3月期 

自己資本比率は過去最高の10.47％ 

配当政策について 

安定した健全性を保ち、多大なご信頼をいただいています。 

10.47%

自己資本比率（単体） 自己資本比率（連結） 

国
内
基
準 

●TierⅠ（基本的項目）……本来の自己資本のことで、資本金・資本剰余金・ 
　　　　　　　　　　　　利益剰余金などの合計 
●TierⅡ（補完的項目）……土地の含み益、一般貸倒引当金等 
●リスクアセット……………リスクの度合いに応じて調整した総資産 

自己資本比率＝     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ×100
リスクアセット  

TierⅠ（基本的項目）  ＋  TierⅡ（補完的項目） 

 自己資本比率 
（うちTierⅠ比率 ） 

 自己資本比率 
（うちTierⅠ比率 ） 

　自己資本比率は、銀行経営の健全性を示す重要な指標の

一つで、金融行政当局はこの自己資本比率に基づいて是正

措置を講じていくことになります。 

　当行の平成17年3月期の自己資本比率は、着実な利益

の積み上げにより、過去最高の10.47%となり、金融機

能早期健全化法に定める健全な水準である基準（国内）の

4％を大幅にクリアしております。さらに、子会社5社を含

めた連結自己資本比率は10.89%と、一層安定した数値

となっております。 

　当行は創業以来、毎期堅実に収益を積み上げ内部留保の

拡大により自己資本比率の向上に努めてまいりました。こ

の結果、本来の自己資本 （基本的項目）だけで算出した 

TierⅠ比率も、9.62%と高い水準となっております。 

　今後とも引き続き良質な資産の積み上げを図るとともに、

収益の増強による内部留保の拡大により、自己資本比率の

一層の向上に努め、経営の健全性を高めてまいります。 

　当行は、銀行業という公共性に鑑み、安定配当維持の方

針のもと中間配当金は1株当たり3円といたしました。期末

配当金につきましては、株主の皆さま方の日頃のご支援に

報いるため、50銭増配し、普通配当金を1株当たり3円50

銭とし、年間配当金は6円50銭といたしました。内部留保

につきましては、ますます厳しくなる金融環境に適切に対処

するため、店舗設備の充実やシステム投資を中心に効果的

な投資に努めることが、当行の体力を強化することとなり、

これが、株主の皆さまへの安定的な配当の維持に繋がるも

のと考えております。 

　厳しい収益環境の中ではありますが、安定した配当を実

施できるよう収益力を高め、株主の皆さま方のご期待に添

うよう努力してまいります。 

（9.10） 

（9.62） 

10.02

（9.05） 

平成15年 
3月期 

平成16年 
3月期 

0

4

8
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9

10.41

平成17年 
3月期 

10.89%

（9.45） 

（10.03） 

10.32

（9.36） 
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ペイオフについて 

今後の対処すべき課題 

経
営
の
健
全
化 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

　経営情報の積極的な開示と、創業以来安定した業績を

維持している当行の経営姿勢が、多くのお客さまから信

頼をいただいております。 

　今後も健全経営に徹することはもちろん、あわせてお

客さまに経営の実態を積極的に開示していく所存であり

ます。 

預金保険対象商品と保護の範囲は？ 

　金融界におきましては、4月からのペイオフ全面解禁により、

お客さまによる金融機関の選別が一段と厳しくなるなかで、

生き残りを賭けた激しい競争が続いております。 

　平成15年3月に公表された「リレーションシップバンキン

グの機能強化に関するアクションプログラム」は本年3月をも

って一旦終了しましたが、これを継承する形で金融庁は、本年

3月29日に昨年末に公表した金融行政の指針である『金融

改革プログラム』に基づいた「工程表」と平成17年度・18年

度の2年間を「重点強化期間」とする地域金融機関の「地域

密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」

を公表しました。このプログラムは、多様な金融商品やサー

ビスを国民が身近に利用できる「金融サービス立国」を「民」

の力で目指していくというものであり、事業再生・中小企業金

融の円滑化、経営力の強化、地域の利用者の利便性向上とい

った地域密着型金融の一層の推進が求められております。 

　当行は、これまでも業種別審査態勢の導入や外部機関との

連携により中小企業の事業再生や創業支援等を行ってまいり

ましたが、より一層機能強化に向けて取り組んでまいります。

また、本年3月に発足した「ファーストバンク・ビジネスクラブ」

を活用した事業支援につきましても積極的に取り組んでまい

ります。経営力の強化につきましても、これまで、最重要課題

として取り組んでまいりましたが、さらに収益管理態勢の整

備と収益力の向上に努めるとともに、リスク管理態勢の充実、

ガバナンスの強化およびコンプライアンス態勢の強化を図り

一層の経営力の強化に努めてまいります。なかでも、4月1日

からの「個人情報保護法」の全面施行に伴う個人情報保護態

勢の確立がコンプライアンスにおける喫緊の主要課題である

と認識しております。なお、今般、投資信託取引に関連するお

客さまの情報等が記載された書類が紛失するという事態が

発生いたしました。今回の事態を受けて、お客さまの情報を

含む書類の保管・管理につきましては保管体制の見直しを行

い、チェック態勢の再徹底を図り再発防止に努めてまいります。

また、お客さまの情報の重要性を再度認識のうえ、行内教育

と個人情報保護管理態勢の強化に努めてまいります。 

　地域の利用者の利便向上につきましても、多様化・高度化

するお客様のニーズに対応すべく本年4月に「ファーストバ

ンク資産運用プラザ」を開設し、お客さまの幅広いご要望に

お応えできる態勢を整えましたが、機能を一層充実し利便向

上に努めてまいります。 

　また、地域の皆さまに対しまして、これらの取組状況をディ

スクロージャー誌、マスコミ、ホームページ等を活用して積極

的に開示できる態勢を整備してまいります。 

　当行では、向こう3年間を展望した第10次長期経営計画の

策定に取り組んでおりますが、これらの諸課題を織り込むとと

もに、その着実な実行に当行グループは一丸となって取り組

んでまいります。 

預金保険で預金が保護される範囲は？ 

○平成17年4月以降は、決済用預金（上記注）が全額保護されること

になります。当座預金や利息のつかない普通預金等が該当します。 

○定期預金等、その他の預金については、預金者一人当たり、一金

融機関ごとに元本1,000万円までとその利息等が保護されます。 

○一つの金融機関に同じ預金者が複数の定期預金等を持っている場

合は、それらの残高を合計（「名寄せ」といいます）して、元本

1,000万円までとその利息等が保護対象になります。なお、法人の

場合、本社・支店・営業所はまとめて一預金者として名寄せされます。 

○定期預金等に係る『元本1,000万円を超える部分とその利息等』

については、破綻金融機関の財産の状況に応じて支払われます

ので、一部カットされることがあります。 

預
金 

決
済
用 

  

預
金
等 

一
般 

 

当座預金 
利息のつかない普通預金等 

利息のつく普通預金・定期預金・定期積金・貯蓄預金・元本補てん
のある金銭信託（ビッグなど）等 

外貨預金・元本補てんのない金銭信託 
（ヒットなど）・金融債（保護預り専用商品以外のもの）等 

1,000万円を超える部分は、破綻金融機関の財産の状況に応じて
支払われます（一部カットされることがあります） 

破綻金融機関の財産の状況に応じて支払われます 
（一部カットされることがあります） 

預金等の分類 平成17年4月から 

保護対象外 

合算して元本1,000万円までとその利息等を保護 

※預金保険法では、万一の破綻の際に迅速に預金等の払戻しが受けられるよう、

金融機関は平時から「名寄せ」等のために必要なデータ等を準備しておくこ

とが義務付けられています。このため、預金者の皆さまに必要なデータ（法人

の設立年月日、個人の生年月日等）のご確認をさせていただくことがあります。 
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（注）「無利息、要求払い、決済サービスを提供できること」という3条件を満たすものです。 
 

（注） 
全額保護 



　リスク管理債権は、銀行法に基づくものであり、貸出金の

みが対象であります。担保の有無等回収の可能性に関係な

く表示しておりますので、すべての金額が回収不能となる

わけではありません。 

　金融再生法開示債権は貸出金、支払承諾見返、外国為替、 未収利息、仮払金を対象としています。 

　当行では、資産の健全性をより促進するために毎期厳格な

自己査定を行い、適切な償却・引当を行うことに加え、お取引

先に対する経営支援を強化し、債権内容の良化に努めています。 

　一定額以上の大口債務者について個社別に経営改善計画等に

基づく今後の業績予想等により、将来のキャッシュフローを見積も

り、引当金を計上するキャッシュフロー見積法を採用しております。 
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平成16年3月期 平成17年3月期 

破綻先債権額 延滞債権額 

（百万円） 

0

40,000

10,000

20,000

30,000

1,424

21,568

3ヵ月以上延滞債権額 

2,492 189

貸出条件緩和債権額 

10,496

合計 

34,746

資産内容の状況 

資産内容の一層の健全化に努めています。 

　当行の社会的使命は地域社会の発展に貢献することであ

り、お客さまの資金需要に対して積極的にお応えしておりま

す。とりわけ地域産業の担い手である中堅・中小企業や自営

業者、個人の皆さまへの融資に積極的に取り組んでまいりま

したが、資金需要の低迷から貸出金は前年比減少となりまし

た。今後も運転資金や設備資金の需要はもとより、個人向け

貸出につきましてもお客さまのニーズに的確にお応えでき

るよう住宅ローンなど各種個人ローンを取りそろえ、特定業

種にかたよることなく安定的資金供給に心掛けてまいります。 

貸出運営方針 

お客さまのニーズに的確に対応 

金融再生法に基づく開示債権 

リスク管理債権の状況 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 
破産、会社更生、再生手続き等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対
する債権及びこれらに準ずる債権です。 

危険債権 
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化
し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取ができない可能性の高い
債権です。 

要管理債権 
3ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権です。 

正常債権 
債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして上記に掲げる債
権以外のものに区分される債権です。 

破綻先債権額 
　未収利息不計上貸出金のうち、会社更生法、破産法、民事再生法、商法など、
法律上の手続きの開始申立てのあった債務者、または手形交換所において取
引停止処分を受けた債務者に対する貸出金。 

延滞債権額 
　未収利息不計上貸出金で破綻先債権及び債務者の経営再建または支援を図
ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金。 

3ヵ月以上延滞債権額 
　元本または利息の支払いが約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもの。 

貸出条件緩和債権額 
　債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、支払
猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った
貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないもの。 

用
語
解
説

 
72

25,409

17,048

用 語 解 説  

製 造 業  

卸 売 ・ 小 売 業  

建 設 業  

各 種 サ ービス 業  

金 融 保 険 業  

不 動 産 業  

地 方 公 共 団 体  

そ の 他  

合 計  

108,099 

81,489 

60,773 

86,678 

20,131 

31,652 

67,908 

214,654 

671,387 

103,946 

81,227 

55,729 

85,006 

16,453 

27,123 

79,663 

209,492 

658,647

△4,153 

△262 

△5,044 

△1,672 

△3,678 

△4,527 

11,755 

△5,162 

△12,740

貸 出 金 残 高  

17年3月末 前年度末比 

（単位：百万円） 

16年3月末 

■貸出金業種別内訳（特別国際金融取引勘定除く） 

6,863

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 
危険債権 
要管理債権 
小　　計                 　　（A） 
正常債権 
債権額合計              　　（B） 

小計の債権額に 
占める割合　　　  （A）／（B） 

15,654 
10,686 
35,917 
646,805 
682,722

保全額                      （C） 
貸倒引当金 
担保・保証等 

25,233 
7,949 
17,283 

93.21％ 

32,650 
9,476 
23,173 

90.90％ 保全率           　　（C）／（A） 

9,841 
6,935 
27,069 
641,754 
668,824

（単位：百万円） 

 

平成16年3月 
 

平成17年3月 
 

5.26％ 
 

4.04％ 

9,576 
 
 

10,291 
 
 



　金融の自由化や国際化の急速な進展、規制緩和等による

業務の拡大にともない、金融機関が直面しているリスクは

一段と多様化、複雑化しております。これ等のリスクに備え

て銀行に対して一定の自己資本比率の維持が求められて

おります。今後、リスクを適正にコントロールし収益を継続

的に積み上げていくことにより自己資本比率を向上させて

いくことが重要な経営課題となっております。当行では銀

行全体のリスクの状況や予想されるリスクの顕現化防止等、

重要事項を協議しリスク量を適切にコントロールするため、

取締役会直属の常設機関として「リスク管理委員会」を設

置し、総合的なリスク管理を実施しております。また、リスク

管理委員会の下部組織であるリスク管理部会を定期的に開

催し、リスクの所在と対応策について全行的視点で検証・立

案するための提言を行っております。 

　当行は経営機関制度につきましては、経営に関する基本

方針や重要な業務執行に関する意思決定および監督機関

として取締役会、取締役会で決定した業務執行等の迅速・

円滑な実行について審議する常務会、業務執行機関として

の代表取締役、監査機関として監査役会という商法上規定

されている株式会社の機関制度を基本としております。なお、

平成16年7月より取締役会との委託契約に基づき業務を

執行する執行役員制度を導入致しました。 

　内部統制の有効性については、内部監査部門である検査

部が検証し、必要に応じて改善の勧告を行っております。 

　また、当行は監査役制度を採用しており、経営全般に関す

る内部統制は監査役（会）の監査により行っています。 

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針等に従い、取

締役会その他重要な会議に出席し取締役の業務執行状況

ならびに取締役の競業取引等を監督するとともに、適切な

提言・助言を行っており、加えて常勤監査役が常務会に出席し、

内部牽制を図っております。 

　さらに、取締役等から営業の報告を聴取したり、重要な決

裁書類等を検証するとともに、必要に応じて本支店および

子会社の業務や財産状況を調査し、関連会社を含む内部統

制に努めております。 

　また、会計監査人から報告および説明を受け、計算書類

ならびに附属明細書につき検討を加えております。 
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リスク管理体制 

リスク管理  

リ
ス
ク
管
理 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

総合的なリスクに対応する当行のリスク管理体制 

　当行は、経営の健全性の確保に向けて「限りなく透明、限

りなく健全、限りなく公正～クリア・サウンド・フェアー」を経

営理念とし、コーポレート・ガバナンスを経営の最重要課題

であると認識し、その充実に努めております。 

コーポレート・ガバナンスの状況 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

■信用リスクの管理 
　信用リスクとは、お取引先の経営悪化や倒産などにより貸出金や利息などが回収
できなくなるリスクのことで、銀行にとって経営に与える影響がもっとも大きいリス
クであります。 
　当行では営業推進部門と審査部門を分離し、相互牽制が適切に働く体制を築いて
おります。すべての事業先について信用格付けを付与し、個別の貸出先の信用リス
クを厳格に管理するとともに必要な貸倒引当金を計上して財務内容の健全性の維
持向上に努めております。また、特定企業への貸出の集中を防ぎ地域の中小企業や
個人を重視した貸出方針により、リスクコントロールを行っております。 

■市場関連リスク・流動性リスクの管理 
　市場関連リスクとは金利や債券、為替市場の変動により、保有する資産の価値が
変動し損失を被るリスクのことであります。 
　流動性リスクとは信用不安や短期金融市場の混乱により資金調達に支障が生じ
たり、通常よりも著しく高い金利での調達を余儀なくされることにより、損失を被る
リスクのことであります。 
　当行では、経済動向や金利動向を把握し、資産と負債のバランスを適正に管理し
ながら安定的な収益確保に努めております。さらに、不測の事態においても速やか
に対処できるよう、緊急時の対応策なども定めております。 

■事務リスク・システムリスクの管理 
　事務リスクとは、各種銀行業務の遂行に伴って、正確な事務処理が行われなかっ
たり、過誤・事故等により損失を被るリスクのことです。 
　システムリスクとは、コンピュータシステムの障害または誤作動やシステムの不備、
さらにコンピュータが不正に使用されることにより損失を被るリスクのことです。 
当行では、個別の問題点を検証し、本部と営業店が一体となってリスクの発生防止
に努める体制のほか、不測の事態にも備えてリスクの極小化に努めております。 

検 査 部  

① 会社の機関の内容 

② 内部統制システムの整備の状況 

（改善指導） （報告） 
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法令遵守  

コンプライアンスへの取り組み 

基本方針 

コンプライアンス体制 

　コンプライアンスの統括部署は取締役会直属のコンプラ

イアンス委員会とし、委員長を常務取締役としております。

コンプライアンス態勢を徹底するための組織は、取締役会

を頂点に各部店、一人ひとりの職員に至るまで直線で結ば

れた体制を構築しております。 

　具体的には、コンプライアンス・プログラムは重要性が高

いものから、月別に取り組むテーマを取締役会が決定し、委

員会の指導のもと、全行あげて統一的に取り組んでおります。

取締役会は月別、半期ごとのコンプライアンス・プログラム、

チェックリスト等の実施状況について委員会から報告を受

けて指示をし、その機能を強化する体制としております。委

員会は重要なテーマについてタイムリーにニュースを発行

し、職場への啓発やアドバイスを継続して実施しております。 

　また、内部の自浄機能、相互牽制機能を強化する観点から、

社内通報制度を導入し、企業倫理ダイレクトラインを設置し

ております。 

　一方、銀行業務に係わる法令等の改正に迅速かつ適切に

対応するため、行内のチェックに加え、弁護士による外部か

らのリーガルチェックにより、コンプライアンスに則った適

切な業務運営に努めております。 

　銀行への信頼・信用の根本はコンプライアンスであると

の強固な信念に基づき、より一層の態勢の充実・強化に努

めていく方針であります。 

　当行では役職員一人ひとりが銀行の社会的責任と公共的

使命の重みを常に認識し、コンプライアンスを最優先に取り

組む基本方針のもとで業務運営を行っております。 

■コンプライアンスのコントロール体制 

取 締 役 会  

コンプライアンス委員会 
チーフ・コンプライアンス・オフィサー 

本 部 ・ 営 業 店  
コンプライアンス・オフィサー 

職 員  

リスク管理委員会 

弁護士・公認会計士 
税 理 士・警 察 等  

検 査 部  

営 業 企 画 部  
お 客さま相 談 室  

監 査 役 会  
監 査 役  

報告・相談 
報告・相談 

報告・相談 

報
告
・
相
談 

報
告
・
相
談 

 

報
告
・
相
談 

『
企
業
倫
理
ダ
イ
レ
ク
ト
ラ
イ
ン
』 

報　告
 

指　
示 

指
　
　
示 

付
議
報
告 

指
　
　
示 

指
　
　
示 

指　　示 

報告・意見 

外 部 相 談  

〈コンプライアンス統括部署〉 



　当行は、当行のお客様の個人情報ならびに当行の業務

上の取引に関連して取得する個人情報について、下記の

考え方・方針に基づき適正かつ厳格に取扱うことを宣言い

たします。 
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個人情報の保護について 

法
令
遵
守 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

個人情報保護宣言（プライバシーポリシー） 

　当行は、個人情報の取扱いに関し、「個人情報の保護に関する法律」、
「個人情報の保護に関する法律施行令」、「個人情報の保護に関する基
本方針（平成16年4月閣議決定）」、「金融分野における個人情報保護
に関するガイドライン（平成16年12月金融庁告示）」、「金融分野にお

ける個人情報保護に関するガイドラインの安全管理措置等についての
実務指針（平成17年1月金融庁告示）」および全国銀行協会制定の自
主ルール等を遵守いたします。 

■個人情報保護に関する法令等の遵守について 

（1）当行は、偽りその他不正な手段により個人情報を取得することはい
たしません。また、機微（センシティブ）情報（政治的見解、信教、労働組
合への加盟、人種および民族、門地および本籍地、保健医療および性生
活、ならびに犯罪歴に関する情報）については、金融分野の事業の適正
な業務運営を確保する必要性から、ご本人の同意に基づき業務遂行上
必要な範囲で同情報を取得、利用または第三者への提供を行う場合、
法令等に基づく場合等を除き、その取得、利用または第三者への提供は
いたしません。 
 
（2）当行は、個人情報の取得、利用にあたっては、その利用目的を特定
し、当行のホームページ等で公表することといたします（お客様との円
滑な取引や、お客様へのより良いサービスの提供のために個人情報を
取得、利用するというのが基本的な考え方です）。また、利用目的を変
更した場合は、変更した利用目的について、当行のホームページ等で公
表することといたします。なお、与信事業に際して個人情報を取得する
場合には、その利用目的についてご本人の同意を得ることといたします。 
 
（3）当行は、ご本人の同意を得ている場合、法令に基づく場合等を除き、利
用目的の達成に必要な範囲を越えて個人情報を取り扱うことはいたしません。 

（4）当行は、当行とご本人との間で契約を締結することに伴って、直接
書面に記載されたご本人の個人情報を取得する場合には、上記(2)の公
表にかかわらず、その利用目的をご本人に明示することといたします。 
 
（5）当行はご本人の同意を得ている場合、法令に基づく場合等を除き、
取得した個人データ（注）を第三者に提供することはいたしません。 
（注）個人データとは、個人情報のうち、個人情報データベース等（個人
情報を含む情報の集合物で、特定の個人情報を電子計算機で検索でき
るように体系的に構成したもの等）を構成するものです。 
 
（6）当行では、利用目的の達成に必要な範囲内で個人データの取扱い
を外部に委託することがありますが、当該委託にあたっては、委託する
個人データの適正な取扱いが確保されるための契約を締結し、定期的
にその取扱い状況を点検いたします。また、当行では、当行のグループ
会社等との間で個人データを共同利用することがありますが、当該共
同利用にあたっては、法令等に基づき、共同利用者の範囲等の必要事項
を定め、当行のホームページへの掲載等により、当該必要事項をご本人
が容易に知り得る状態に置くことといたします。 

■個人情報の取得、利用または第三者への提供について 

（1）当行は、取得した個人データを適切に管理するため、法令等に基づ
き、個人データを取り扱う部店ごとに管理者を設置する等、組織的・人的・
技術的な安全管理措置を講じることとします。このうち、個人データの
漏洩等に対しては、不正アクセス対策、コンピュータウィルス対策等の

適切な情報セキュリティ対策を講じることにより、その発生を防止する
ことといたします。  
（2）当行は、取得した個人データを正確かつ最新の内容にするよう常
に適切な措置を講じるよう努力いたします。 

■個人データの管理方法および漏洩等の防止等について 

（1）当行は、法令等に基づき、ご本人から保有個人データ（注）の開示、
利用目的の通知、訂正等、利用停止等および第三者提供の停止（以下「開
示、訂正等」といいます）のご請求を受付いたします。当該ご請求をご
希望の場合は、当行本支店にお申出いただければ、ご本人であることを
確認させていただいたうえで、当行所定の書面をお渡しいたしますので、
必要事項をご記入・押印のうえ、当行本支店にご提出ください。結果に
ついては、当行からご本人に対して書面によりご連絡いたします。なお、
当該ご請求のうち、開示のご請求および利用目的の通知のご請求の際は、

当行所定の手数料をご負担いただきます。 
（注）保有個人データとは、当行が開示、訂正等を行う権限を有する個
人データです。 
 
（2）当行が行うダイレクトメールや電話によるご案内等のダイレクトマー
ケティングについて、ご本人がご希望されない場合は当行本支店までお
申出ください。ご本人であることを確認させていただいたうえで、直ちに
取扱いを中止させていただきます。 

■保有個人データの開示、訂正等のご請求等について 

■個人情報の取扱いおよび安全管理措置に関するご質問、苦情について 

　当行は、適切な法令等遵守体制を構築し、個人情報が上記の考え方・
方針に基づき適正に取り扱われるよう従業者への教育・監督を徹底し、

取扱いの状況を点検するとともに、継続的に上記の考え方・方針を見直
し、個人情報保護への取組みを改善していくこととします。 

■個人情報保護への取組みの維持・改善について 

　当行の個人情報の取扱いおよび安全管理措置に関するご質問、苦情
については、お取引しておられる支店窓口のほか、下記の相談窓口で受
付いたします。ご質問に対しては、速やかにご回答することとし、苦情に
対しては、迅速に事実関係等を調査したうえで、誠意をもって対処する
ことといたします。 

■個人情報の取扱いおよび安全管理措置に関する相談窓口 
〒930-8630　富山県富山市総曲輪2丁目2番8号 
株式会社富山第一銀行　営業企画部お客様相談室 
TEL:076-424-1218（受付時間：平日9時から5時） 
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融資業務  

事業者向けご融資 

　当行は地域金融機関として地域社会の発展を願い、事業

資金のご融資に積極的にお応えしております。事業発展の

ために必要な資金を安定的に供給することに努めるととも

に、各種の制度融資や代理貸付も取り扱っております。 

個人向けローン 

　個人向けローンは、お客さまの夢の実現とゆとりある生

活をお手伝いする商品です。さまざまなライフプランにお

応えできますよう、多数の商品をご用意しております。 

内 容 な ど 

運転資金、設備資金、賞与資金や決算資金など、企業を経営していくために必要な資金をご利用いただくご融資

です。また、県や市町村などの制度融資も取り扱っておりますのでお気軽にご相談ください。 

大口の資金調達には「シンジケートローン」も取り扱いしております。 

中小企業金融公庫などの金融機関の委託に基づく融資制度です。融資審査や金利、期間などは委託金融機

関の定めによります。 

お使いみち自由な外貨建のご融資です。為替予約を締結していただければ為替変動の影響は受けません。 

ビ ジ カ  
（カードローン） 

TKC 
戦略経営者ローン 

事業資金ご融資 

無担保は500万円以下、有担保は1,000万円以下となります。 

ご利用期間は6年以内で2年ごとに更新手続きが必要となります。信用保

証協会の保証が必要です。 

運転資金としてご利用いただけます。 

対象は富山・石川・新潟・岐阜県下の当行本支店の営業エリアで業務を営み、TKC会員事務所と顧問契約

を結んで1年以上経過している事業法人 

　融資金額　ワイド 10百万円以内、レギュラー 30百万円以内（但し、いずれも平均月商の範囲内） 

　融資期間　12ヵ月以内 

運転資金など事業経営に必要

な資金としてご利用いただけ

ます。 

代 理 貸 付  
 

インパクトローン 

種　　類 

事
業
者
向
け
ロ
ー
ン 

 

お 使 い み ち ご利用金額  ご利用期間  

住宅新築、増改築、建売住宅、中古住宅、宅地のご購入または住宅
資金のお借り換えにご利用いただけます。 

住宅の増改築や住宅設備、またはインテリアの他、墓などのご購入
にもご利用いただけます。 

住宅資金のお借り換え、お住み替え、お建て替えにご利用いただけます。 

住宅ローンのお借り換えにご利用いただけます。 住宅資金借り換え 
ロ ー ン 

リフォームローン 

住 宅 ロ ー ン  
替え換えコース 

おてがる住宅ローン 

住 宅 ロ ー ン 1億円以内 

3,500万円以内 

1,000万円以内 

7,000万円以内 

700万円以内 

3,000万円以内 

700万円以内 

35年以内 

30年以内 

20年以内 

35年以内 

15年以内 

1年以内 

15年以内 

住宅ローンや住宅金融公庫の資金交付までの立替資金にご利用
いただけます。 

ワン・ポイントローン 

フ ァ ー ス ト  
ア ット ホ ー ム  

ローン名  

住

ま

い

の

ロ

ー

ン 
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主
な
商
品
・
サ
ー
ビ
ス 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

ローン商品のご利用にあたっての留意事項 
（1） ローン商品のご利用にあたりましては、各ローンのご利用条件を満たしていただく必要があります。 
（2） ご契約上の規定、ご返済方法（返済日、返済額など）、ご利用限度額、現在のご利用額等についてご留意ください。 
（3） 各ローンの特徴、金利の種類および変動ルールなどについてもご確認のうえご利用ください。 
（4） 快適な生活をお送りいただくためにも、計画的なご利用をお勧めいたします。 
詳しくは、窓口でご相談ください。 

財産活用ローン 

オ ート ロ ー ン 

教 育 ロ ー ン 

社 員 ロ ー ン 

国債担保ローン 

ファーストカード 

カ ー デ ィ ナ ル 

ハ ウ ス カ ード 

多 目 的 ロ ー ン  
（ライフサポート） 

フレッシュマン  
カ ー ド 

お子さまの入学金や授業料など、教育関連資金にご利用いただけます。 

趣味や家財のご購入など、消費資金としてご利用いただけます。 

当行と契約いただいている企業の社員の方にご利用いただけます。 

当行で販売した公共債を担保としてご利用いただけます。 

カード１枚で、限度額の範囲内で、いつでもご利用できるローンです。
何回でも自由にご利用いただけます。 

当行の住宅ローンをご利用いただいている方にご活用いただけます。 

フリージーローン 幅広い層に対応し、多様な目的でご利用いただけます。 

1年ごとの更新で 
65歳まで更新可 

自宅の資産価値を活かしてゆとりある生活に必要な資金にご利用
いただけます。 

自動車・オートバイの購入、車検・修理など自動車関連資金にご利
用いただけます。 

新卒の新入社員の方にご利用いただけます。 

5,000万円以内 

300万円以内 

300万円以内 

200万円以内 

300万円以内 

額面の80％以内 

 

300万円まで 
5コース 

 

30万円 

100万円 

30年以内 

7年以内 

10年以内 

5年以内 

7年以内 

担保の償還 
期限以内 

 

 

 

 

5年以内 

目

的

ロ

ー

ン 

カ

ー

ド

ロ

ー

ン 
  

ロ
ー
ン 

フ
リ
ー 

憧れのマイホーム…… 
ファーストバンクがお手伝いします。 

増改築はもちろん、 
お庭の造園費用も 
ファーストバンクの 
リフォームローンにおまかせ・・・ 

ファーストアットホーム リフォームローン 

最高300万円まで 
諸費用を含めてご利用できます。 

入学金や授業料から 
毎月の仕送り費用まで 
幅広くご利用いただけます。 
在学中は据え置き、 
ご卒業後の返済もできます。 

オートローン 教育ローン 
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預金・その他の業務  

預金業務 

　当行では、お客さまのライフサイクルと貯蓄目的に合わ

せた多様な預金商品を取りそろえ、大切な財産を安全有利

にお預かりするとともに、多様化するお客さまのニーズにお

応えした新しい商品、サービスの開発に取り組んでおります。 

特　　色 期　　間 お預け入れ額 

便利な総合口座と有利な貯蓄預金が一冊になった通帳です。〈ファースト3ウェイカード〉も併せてご利用
ください。 

お預け入れ残高が増えるにつれ、金利が有利になります。スイングサービスをご利用になりますと、普通
預金の余裕資金を自動的に貯蓄預金で有利に運用できます。 

いざというときには、総合口座の「自動融資」が便利です。自動融資額はお預け入れの定期預金の90％
以内で、最高200万円までご利用いただけます。セットされた定期預金は自動継続扱いのため満期日ご
との書き換えの手続きは不要です。 

1年経過後は1ヵ月前に満期日が指定できます。毎年複
利となっております。 

貯 蓄 預 金  
（スイングサービス） 

ファースト年金定期 

ファースト給振・ 
年 金 定 期  

変動金利定期預金 

富山ファーストセフティ 

大 口 定 期 預 金  

し あ わ せ 

う る お い 

元 気 で すくすく 

ス ー パ ー 積 金  

当 座 預 金  

通 知 預 金  

納 税 準 備 預 金  

定 期 預 金  

総 合 口 座  

普 通 預 金  

普 通 預 金  

貯 蓄 預 金  

ファースト・トリオ（通帳） 

出し入れ自由 

最長3年 
（据置期間1年） 

1ヵ月以上5年以内 

1円以上 

1円以上 

1円以上 
（総合口座は1万円以上） 

1円以上 

1円以上 

1円以上 

1円以上 

金利は残高に応じて7段階で、しかも、毎月複利となっ
ております。 

日常の出し入れをはじめ、給与・年金等の自動受取、公
共料金等の自動支払などにご利用いただけます。 
無利息の場合は、決済用預金として預金保険制度によ
り全額保護されます。 

期日指定定期預金 

スーパー定期預金 

出し入れ自由 

預 金 名  

積
立
型
定
期
預
金 

定

期

預

金

 

当行で年金と給振（7万円以上）の両方を継続してお受取り
の方にスーパー定期1年ものの金利に0.3％上乗せします。 

預入期間中、半年ごとに市場金利動向に合わせて変動します。 

変動金利定期預金1000の店頭表示金利に0.2％を上
乗せします。6ヵ月ごとの変動金利です。 

金利は金融市場の動向で変動します。 

ご希望の日を満期日に指定することにより、1年に一度
毎年、満期日の同じ預金が1つにまとめられます。 

お子さまやお孫さんのための積立定期。給与振込や年金
のお受取りで、おまとめ定期の金利を0.1％上乗せします。 

総合口座にセットできて自動融資がご利用できます。 

3年 

3年 

1ヵ月以上5年以内 

1年以上5年以内 

定めなし 

出し入れ自由 

7日以上 

出金は納税時 

定めなし 

1年・2年・3年 

1人1口1,000万円 

1,000万円以上 

1,000円以上 
1,000円単位 

3万円以上 

初回1,000円以上 
2回目以降1万円以上 
随時入金可能 

1,000円以上 
総合口座1万円以上 

自由に期間を選ぶことができます。 

当行で継続して公的年金をお受取りいただいている方
で貯蓄預金もある方に、スーパー定期1年ものの金利
に0.2％上乗せを行います。 

1年 

1年 
（取扱期間18年1月まで） 

1万円以上 
合計100万円以内 

100万円以上 
合計1,000万円以内 

毎月1万円以上 
隔月2万円以上 
随時入金可能 

取引の決済などに小切手や手形をご利用いただくため
の預金です。（預金保険制度により全額保護されます。） 

税金納付専用の預金です。お利息に税金がかかりません。 

まとまったお金を短期間預けるのに有利です。 

毎月一定の金額を積み立てる預金です。 定期 
積金 

スリー 
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その他の業務 

主
な
商
品
・
サ
ー
ビ
ス 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

　多様化・高度化するお客さまの資金運用ニーズにお応え

するため、当行では、各種の投資信託商品や金地金の販売

を行っております。このほか、長期火災保険、社債受託業務、

天候デリバティブなどを取り扱い、お取引の皆さまの金融に

関する幅広いニーズにお応えしております。 

可愛いお子さまや、 
お孫さんのためのお得な 
積立定期です。 

プランに合わせて期間を自由に
選べ、300万円からは、お利息
がさらに有利に！ 

業 務 の 内 容 

金融・資本市場の自由化・国際化及びわが国の記録的な低金利が進行するなかで、お客さまの資金運用の
対象として投資信託を含め金融商品への関心が高まってきています。当行では、お客さまのライフプラン
にあった資産運用の選択肢の一つとして、多様化・高度化するお客さまのニーズにお応えするため14種
類の投資信託商品を取りそろえております。なかでも、17年4月より取り扱いを開始した「富山応援ファン
ド」は当行専用ファンドです。当行の本支店の窓口で1万円から購入することができます。 

住宅ローン関連の長期火災保険、個人年金保険をお取り扱いしております。 

季節商品を扱う企業の要求にお応えできるよう、気象の予想外の変動による売上の減少や経費の増加を
ヘッジするための金融派生商品の仲介を行っております。（保険ではございません。） 

お取引先の資金調達のために担保附社債信託法による社債、信用保証協会との共同保証による特定社
債及び銀行保証付無担保私募債の受託・引受業務を行っております。 

私募債発行のメリット 
　●長期安定資金を固定金利で確保できます。 
　●資本市場からの資金調達の第一歩となります。 
　●適債基準をクリアし、発行することにより新聞報道されるなど企業のイメージアップにつながります。 

社 債 受 託 業 務  

（私募債） 

投 資 信 託  

保 険 の 窓 口 販 売  

投資手段の多様化にお応えできるよう、金地金の取扱いを行っております。金地金を直接お渡しする「現
物引き渡し」と金地金を銀行で保管する「保護預かり」の方法があります。 

金 地 金 の 取 扱  

天 候 デ リ バ テ ィブ 

業務の種類 

普通預金、貯蓄預金、定期預金 
がトリオになった便利で有利な 
通帳です。 
 

ファースト・トリオ（通帳） スーパー定期預金 元気ですくすく 

特　　色 期　　間 お預け入れ額 預 金 名  

一 般 財 形 預 金  

財 形 年 金 預 金  

財 形 住 宅 預 金  

譲渡性預金（NCD） 

外 貨 預 金  

財
形
預
金 

3年以上 

5年以上積立 

2営業日以上2年以内 

5年以上積立、 
60歳以降支払 

普通：出し入れ自由 
定期：1ヵ月以上1年以内 

普通：100米ドル・ユーロ以上 
定期：2,000米ドル・ユーロ以上 

1,000円以上 

2,000万円以上 

お勤め先の給与から天引きされる有利な預金です。お
使いみちは自由。 

合わせて元金
550万円まで、
お利息に税金が
かかりません。 

米ドル建及びユーロ建の普通預金と定期預金を取り扱っています。
お支払い、お受取りの円貨は為替相場の変動により変わります。 

マイホーム資金づくりを目的とした預金です。 

大口資金の短期運用に適した譲渡可能な預金です。 

3ヵ月ごとの年金形式でお受取りができます。 

※上乗せ金利は平成17年3月31日現在のものです。 
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　ペイオフが全面解禁され、多様化するお客さまの資金

運用ニーズに積極的にお応えするため、各種証券の窓口

販売をいたしております。お気軽に本支店の窓口にご相

談ください。 

証券業務  

個人向け国債 
　個人の方のみを対象とした1万円からご購入いただける

お求めやすい国債です。半年ごとに適用利率（クーポン）が

変わる変動金利制を採用し満期日の元本の償還や、半年ご

との利子のお支払いは、国が責任をもって行いますので安

心です。また、発行から1年経過すれば中途換金もできます。 

　金融商品販売法に則り、当行は金融商品の勧誘にあたって 以下のような方針としております。 

「金融商品の勧誘に関する方針」 

内　容・特　色 期　　間 取扱金額 

10年間の確定利付債券です。 

公募地方債は特別マル優も利用できます。 

政府保証債：10万円単位 

地　方　債：1万円単位 

中期利付国債 

政 府 保 証 債  

地 方 債  

長期利付国債  

既　発　公　共　債 

国　　内　　C　　P

期間が比較的短く、資金の必要時期に合わせた運用が可能です。 

特別マル優も利用できます。 

商品の種類 

新

発

公

共

債

 

国

　

債 

10年 

2年・5年 

個 人 向 け  

利 付 国 債  

個人の方のみが保有できる10年間の最低クーポン保

証付変動金利型利付国債で、長期の資産運用に適して

います。特別マル優も利用できます。 

10年 

10年 

5万円単位 

1万円単位 

上場企業等の優良企業が国内で発行したコマーシャルペーパーを売買いたします。 

既に発行されている国債、地方債及び政府保証債を売買いたします。売買条件は、その時々の相場実勢

にしたがい、個別に決定します。利付国債及び公募地方債は特別マル優も利用できます。 

10年間の確定利付債券で、長期の資産運用に適しています。 

特別マル優も利用できます。 

個人の方のための国債です。 10年満期です。 

中途換金も可能です。 

1万円で購入できます。 実勢金利が反映されます。 

1.当行は、お客さまの知識、経験、財産状況を踏まえ、適切な商品の勧誘を行います。そのため、お客さまにふさわしくないと思われる商品につい
ては、お客さまが希望される場合であってもお断りすることがあります。 

2.当行は、お客さま自身の判断でお取引いただけるよう、商品内容やリスク内容などの重要事項について、書面の交付その他適切な方法により、
十分なご理解をいただくよう努めます。 

3.当行は、お客さまの信頼確保を第一義とし、断定的判断の提供や事実と異なる情報の提供など、お客さまの誤解を招くような勧誘は行いません。 

4.当行は、正当な理由なく、深夜や早朝など不適当な時間帯に、電話・訪問による勧誘は行いません。 

5.当行は、お客さまに対する勧誘の適正確保のため、社内チェック体制を整備するとともに、常に職員の研修体制の充実に努めております。 
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主
な
商
品
・
サ
ー
ビ
ス 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

　地域経済の国際化に伴い、お客さまの国際取引ニーズ

はますます高まっております。 

　当行では、地域の皆さまのニーズにお応えするため、

総合金融取引の一環として輸出・輸入の貿易取引、外貨の

両替、海外送金、外貨預金、外貨貸付など国際業務サービ

スの充実に努めております。 

国際業務  

ファーストバンクの外貨定期預金 
　資産運用も多様化、国際化しております。お手元の資金

を有効に運用したいとお考えのお客さまに、外貨定期預金

はいかがでしょうか。外貨定期預金は円高で預け入れて円

安で満期を迎えることにより、お利息と為替差益が期待で

きる金融商品です。その一方で為替差損の発生により預金

の元本割れのリスクもあります。尚、為替リスクを避けるた

めに為替予約をすることにより、満期時に受け取る円貨額

を確定することができます。 

内 容 と 特 色 

輸出手形の買取・取立、小切手の買取・取立など輸出取引全般を取り扱いいたします。 

輸入信用状の発行、輸入代金の決済など輸入取引全般を取り扱いいたします。 

スタンドバイ信用状の発行のほか、入札保証、契約履行保証など、各種保証の取り扱いをいたします。 

米ドルによる外貨建のご融資をいたします。なお、その他の通貨につきましては、ご相談ください。 

世界各地へ電信で送金いたします。 

世界各地から送金をお受けし、ご指定口座に入金いたします。 

国内での米ドル建送金についても承っております。 

外貨建銀行小切手を発行いたします。お客さまから直接海外のお受取人に送付いただけます。 

輸出・輸入決済、外貨貸付、外貨預金などについて、先物為替予約の取り扱いをいたします。 

海外投融資などについても、ご相談ください。 

米ドル・ユーロ紙幣の売渡と買取の取り扱いをいたします。その他主要通貨については外貨宅配サービス
の取り扱いをいたしております。 

主要通貨の旅行小切手の売渡と買取の取り扱いをいたします。旅行小切手販売では、日本円、米ドル、
英ポンド、加ドル、豪ドル、ユーロの6種類を取り扱いいたします。 

米ドル・ユーロによる普通預金、定期預金の取り扱いをいたします。利率は預入れの期間や種類によって
異なります。なお、その他の通貨の預金につきましては、ご相談ください。 

外 貨 貸 付  

先 物 為 替 予 約  

そ の 他  

外 貨 預 金  

輸 出 取 引  

輸 入 取 引  

貿 易 関 係 保 証  

海 外 へ の 送 金  

海外からの送金  

国内の外貨送金  

送 金 小 切 手  

旅 行 小 切 手  

外 国 通 貨  

取扱業務 

貿

易

 

海
外
送
金
等

 

両

替

 

「外国為替取扱店」・「外貨両替取扱店」は、店舗のご案内（58ページ）をご参照ください。 

■商品概要 詳しくは最寄りの店頭窓口でお気軽にご相談ください。 

米ドル・ユーロ 

1ヵ月以上1年以内 
自動継続もご利用できます。 

市場金利を適用いたします。 

為替の変動によるリスクがあり、預金の元本は保証
されません。為替リスクを回避する方法として為替
予約があります。（為替予約はお預入れの翌日から
満期日の前営業日まで受付） 

中途解約は原則としてできません。 
マル優の適用はできません。 
預金保険制度の対象外商品です。 

お取り扱い通貨 

お預入れ期間  

適 用 利 率  

為 替 リ ス ク  

そ の 他  
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総合サービス 

自動通知・照会サービス 

（ANSERサービス） 

FB（ファームバンキング）サービス 

自動集中・配分サービス 

資金移動サービス 

自動受取・自動支払 

自動振替サービス 

地方税納入サービス 

一括支払システム 

キャッシュサービス 

社員預金サービス 

貸金庫 

署名鑑印刷サービス 

夜間預金金庫 

保護預り 

代金回収サービス 

残高判定型自動振込サービス 

定額自動送金サービス 

お客さまの売掛金や各種代金を預金口座振替の方法により、集金先の指定する銀行（当行

との提携銀行）の預金口座から集金いたします。 

企業が指定した振替日に本社口座と支社口座等の間の資金の集中、配分および支社口座の

残高調整を自動的に行います。 

お客さまの口座からあらかじめ指定された日に、一定額、全額あるいは一定残高を残した金

額を指定口座へ自動的にお振り込みいたします。 

お客さまのコンピュータとファーストバンクのコンピュータを回線で結び、振込・入出金取引

の照会、資金移動（振込・振替）、給与振込・総合振込及び口座振替データの伝送などのサー

ビスを行います。 

お客さまの多様機能型電話機（ホームユース端末機）やパソコン・FAX等を使用し、振込や

残高・入出金の照会を手軽にご利用いただけます。 

多様機能型電話機（ホームユース端末機）・パソコンを使って、口座間の振替・振込が手軽

にご利用いただけます。 

給与、年金及び配当金などのお受け取り並びに電気、ガス、水道、電話及びNHKなどの各

種公共料金をはじめ、税金、授業料、各種保険料などのお支払いのほか、積立型定期預金な

どへ自動的にお振替いたします。 

社員の方々の給与から天引きされた地方税（都道府県民税、市町村民税）の納付明細をい

ただくだけで結構です。お客さまに代わって納付書を作成し指定日に納付した後、領収書を

お渡しいたします。 

支払手形発行事務合理化のため、支払手形の発行に代えて支払明細データにより支払企

業の支払管理を行い、合わせて納入企業の振込期日前の資金ニーズに対して当座貸越に

よる融資を行います。 

カード１枚で現金のお引き出しができます。当行の本支店や店舗外自動サービスコーナー
のほか全国の第二地銀、都銀、地銀、信用金庫、信用組合、農協、労働金庫、信託銀行、郵便局
の自動サービスコーナーもご利用いただけます。 
当行で給与振込、年金を自動受取りのお客さまは、平日午後6時までの他行ATM利用手数
料を月5回までキャッシュバックいたします。 

普通預金、定期預金、自動ご融資、キャッシュカード、利子補給計算の機能を組み入れ、企業

の社内預金制度を当行が代替サポートいたします。 

預金証書、有価証券、貴金属など重要証書や貴重品の保管にご利用いただけます。 

銀行の営業時間外の売上金などを安全確実にお預りし、翌営業日にお客さまの預金口座に

ご入金いたします。 

国債などの元金から利息までのお受け取り手続き一切をお引き受けするシステムで、利息

の期日忘れの心配や元利金のお受け取りの煩わしさがなくなります。 

お客さまの署名鑑を当行が手形・小切手作成時にお振出人欄に印刷いたします。 



■内国為替手数料 

主
な
商
品
・
サ
ー
ビ
ス 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005主な手数料一覧  
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同一店内宛 本支店宛 
電　　信 

210円 

420円 

不　要 

105円 

210円 

105円 

105円 

210円 

 

315円 

525円 

105円 

315円 

105円 

315円 

105円 

210円 

105円 

315円 

　１通につき420円 

文　　書 

630円 

840円 

210円 

315円 

525円 

315円 

420円 

630円 

630円 

840円 

315円 

420円 

630円 

315円 

420円 

630円 

262円 

315円 

472円 

315円 

420円 

630円 

窓 口 利 用  

F　　　  B

F B 以 外  

キャッシュカード利用 

現 金 利 用 

同　一　交　換　所 

上 記 以 外 

振
　
　
　
　
込 

代
金
取
立 

他 行 宛 

1万円未満 

1万円以上3万円未満 

3万円以上 

1万円未満 

1万円以上3万円未満 

3万円以上 

1万円未満 

1万円以上3万円未満 

3万円以上 

1万円未満 

1万円以上3万円未満 

3万円以上 

1万円未満 

1万円以上3万円未満 

3万円以上 

シ
ス
テ
ム
利
用 

Ａ
Ｔ
Ｍ
利
用 

１通につき210円 

至急宛　１通につき840円 

普通宛　１通につき630円 

（注）手数料には消費税（5％）が含まれております。 平成17年6月30日現在 

そ
の
他 

不渡手形返却料 

取立手形・小切手組戻料 

取立手形・小切手店頭呈示料 

送金・振込組戻手数料 

定額自動送金基本手数料 

１通 

１通 

１通 

１通 

1ヵ年 

840円 

840円 

840円 

630円 

630円 

■当座預金関連手数料 
 

小切手 

約束手形 

為替手形 

署名鑑印刷登録料 

単　位 

１冊（50枚） 

１冊（50枚） 

１冊（25枚） 

１口座 

通常料金 

630円 

840円 

420円 

5,250円 

署名鑑登録先料金 

735円 

945円 

525円 

■ATM利用手数料 

区　　分 

土・日・祝 

平日 
8:45～18:00 

18:00～21:00 

9:00～17:00

入　　金 
当 行 自 動 機 の 利 用 

出　　金 

不　要 

不　要 

不　要 

不　要 

105円 

105円 

■貸出関係 
 

不動産担保調査料（新規設定） 

不動産担保調査料（追加設定・変更・一部抹消） 

証貸一部繰上返済 

融資関連約定書用紙代（基本取引約定書等） 

 

１件 

１件 

１回 

1通 

 

31,500円 

15,750円 

31,500円 

210円 

　　　　　　　 

支払承諾保証書発行手数料 

カードローン初回利用料 

住宅ローン返済条件変更※ 

 

１通 

 

１件 

 

2,100円 

1,050円 

10,500円 

※固定金利特約型住宅ローンの繰上げ返済は、返済額により料金が異なります。 

■その他の手数料 

データ伝送サービス 

アンサー照会サービス 

アンサー資金移動サービス 

残高証明書 

保護預り（開封・封緘預り） 

都度発行 

継続発行 

 

ファーストスリーウェイカード再発行 

通帳・証書・カード再発行 

自己宛小切手 

融資可能証明書 

取引明細書 

 

 

 

1枚 

１枚（冊） 

１通 

１通 

１通 

１通 

1通 

年 間 

 

1,575円 

1,050円 

525円 

10,500円 

315円 

525円 

420円 

525円 

　　　　　　 

窓販保護預り 

パソコンサービス利用料 

 

年 間 

 

月 額 

  

月 額 

月 額 

月 額 

月 額 

 

1,260円 

3,150円 

1,050円 

1,050円 

1,050円 

1,050円 

1,575円 

525円 

1,050円 

テレホンサービス利用料 

ファクシミリサービス利用料 

自動集金基本利用料 

FD持込手数料 

種　類 

種　　類 種　　類 料　金 単　位 単　位 

種　　類 種　　類 料　金 単　位 単　位 

料　金 

料　金 



'44年10月 

 

 

12月 

'45年 8月 

'51年 5月 

10月 

 

'63年11月 

 

'64年10月 

 

'72年12月 

'74年 1月 

'75年10月 

'76年 3月 

7月 

'79年11月 

 

 

'81年 3月 

 

'83年 4月 

'85年11月 

'86年 6月 

10月 

11月 

 

 

 

 

中越無尽㈱、無尽公司共益㈱、 

明正無尽㈱の三社合併により 

『富山合同無尽㈱』を設立 

日本海無尽㈱の営業権を譲り受ける 

空襲により本店社屋焼失 

本店社屋竣工 

相互銀行法の施行により 

『㈱富山相互銀行』と商号変更 

日本銀行歳入代理店の 

指定を受ける 

「われらのねがい」 

「われらの指針」制定 

日本銀行と信用取引契約締結 

外国通貨の両替商業務開始 

総合オンラインスタート 

外国為替業務の開始 

為替オンラインの開始 

岐阜相互銀行（現岐阜銀行） 

高岡支店を譲り受ける 

（支店譲渡は全国初めてのケース） 

金岡純二、社長に就任 

（普銀転換後頭取に呼称変更） 

公共債窓口販売業務の開始 

総合事務センタービル竣工 

公共債のディーリング業務開始 

海外コルレス業務の開始 

第二次総合オンラインスタート 

 

当行のあゆみ 
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'88年 4月 

 

6月 

 

'89年 2月 

 

 

 

'90年 5月 

 

'91年 7月 

 

'94年 5月 

7月 

'95年11月 

 

'98年12月 

'99年 2月 

'00年 9月 

 

9月 

10月 

'01年 4月 

7月 

 

'02年10月 

'03年 3月 

'04年10月 

 

 

 

本部機構の一部を日本生命 

富山総曲輪ビル（本店向かい）へ移転 

ホームセンター・税務相談 

コーナー設置（本店内） 

「金融機関の合併及び転換に 

関する法律」により普通銀行へ 

転換し、『㈱富山第一銀行』と 

商号変更 

都市銀行、地方銀行とのオンライン 

業務提携の開始 

日本円短期金利先物オプション取引に 

係る受託業務の認可取得 

ニューセンター支店新設開店 

信託代理店業務開始 

株式の分割（無償交付） 

新資本金80億円 

投資信託の窓口販売業務開始 

普通銀行転換10周年 

公益信託富山ファーストバンク社会 

福祉基金の設立 

ファーストバンク・グリーンビル竣工 

郵貯とのATM提携 

損害保険の窓口販売業務開始 

天候デリバティブ媒介業務の開始 

公社債投信の取扱い開始 

生命保険の窓口販売業務開始 

石川銀行2店舗の営業譲受 

創立60周年 

沿革 



25

創立6 0周年  

おかげさまで創立60周年を迎えました。 

○創立60周年を記念して子供の情操教育に役立てても

らうことを目的に、県内の各小学校219校へ合計

5,325冊の図書の寄贈を行いました。 

 

○富山県内6市町村の社会福祉協議会へ巡回用軽自動車

を各1台計6台、9市町村の社会福祉協議会へ障害者体

験用疑似用具を18組、日本赤十字社富山県支部へ災害

救援車1台、5公立病院へ車椅子各5台計25台の寄贈

を行いました。 

 

○荒川緑地（富山市）及び太閤山ランド（小杉町）にシラカ

シやハナミズキ等の記念植樹を行っております。 

　当行は、平成16年10月1日に創立60周年を迎えました。 

これを記念して各種貢献活動を実施しています。今後も

営業基盤を一層強化し、地域とのリレーションシップをより

強固なものとしてまいります。 

教育・社会福祉関係団体等への寄贈 

　行員個人あるいはグループで行っているボランティア

活動を銀行全体に拡大し行員のボランティアマインドを高

めています。全支店が地域とタイアップしたボランティア

活動を実践しております。 

ボランティア活動 

 

　昭和38年以来、将来を担うこどもたちの健全な成長と

一枚の図画を通して家族の絆を強めていただくことを目

的に、毎年「小学生図画コンクール」を開催しておりますが、

今回図画コンクールに応募する小学生にスポットをあて、

子供が描く一枚の図画を通して、親子で過ごす時間の大

切さや家族の絵を描くことの意味合いを番組を通して考

えるため記念特別番組を制作し、平成16年11月7日放

映いたしました。 

小学生図画コンクールと記念特別番組の制作 

 

当
行
の
あ
ゆ
み
・
創
立
60
周
年
記
念
事
業
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連結子会社の状況 

富山ファースト・ビジネス（株） 

富山ファースト・リース（株） 

富山ファースト・ディーシー（株） 

富山ファースト機販（株） 

（株）富山ファイナンス 

10 

30 

20 

10 

10

昭和63.2.13 

昭和59.12.1 

昭和62.3.18 

平成元.11.28 

昭和29.10.5

100.00 

5.00 

5.00 

5.00 

3.75

–       

43.33 

66.00 

65.00 

26.25

富山市奥田本町6番35号 

（富山ファイナンスビル内） 

富山市掛尾町626番地 

（ファーストバンク・グリーンビル5F） 

富山市掛尾町626番地 

（ファーストバンク・グリーンビル6F） 

富山市掛尾町626番地 

（ファーストバンク・グリーンビル5F） 

富山市掛尾町626番地 

（ファーストバンク・グリーンビル4F） 

現金などの精査・整理 

労働者派遣事業等 

リース業務等 

クレジットカード 

信用保証業務等 

リース業務等 

信用保証業務等 

会社名 本社所在地 業務内容 資本金 

百万円 ％ ％ 

設立または 
出資年月日 当行出資率 

子会社による 
間接所有割合 

富山ファースト・ビジネス（株） 
　●富山第一銀行の現金集配精査やATMの運営管理の他、富山第一銀行及びグループ会社を中心に、人材派遣を行っております。 
富山ファースト・リース（株） 
　●リースに対する認識が高まっている中、お客さまの多様な設備投資ニーズに寄与すべく、積極的にリース提案を行っております。 
富山ファースト・ディーシー（株） 
　●ショッピング、キャッシング等のクレジット業務や、DCギフトカードの販売などを通じて、お客さまの生活に密着したサービスを提供しています。 
富山ファースト機販（株） 
　●再リースを中心に、お客さまの多様な設備投資ニーズに寄与すべく、積極的にリース提案を行っております。 
（株）富山ファイナンス 
　●有価証券投資中心に業務を展開しております。 

会計監査 

単体 
　当行は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関す

る法律」第2条の規定に基づき平成16年3月期及び平成

17年3月期の計算書類について、新日本監査法人より監

査証明を受けております。 

　また、証券取引法第193条の2の規定に基づき平成16

年3月期及び平成17年3月期の財務諸表について新日本

監査法人より監査証明を受けております。 

連結 
　当行は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関す

る法律」第19条の2の規定に基づき平成17年3月期の

連結計算書類について、新日本監査法人より監査証明を

受けております。 

　また、証券取引法第193条の2の規定に基づき平成16

年3月期及び平成17年3月期の連結財務諸表について新

日本監査法人より監査証明を受けております。 

国
道
41
号
線
 

大
沢
野
方
面
 

婦中方面 山室方面 

●富山消防署 

掛尾町 
交差点 

○ 

●富山中央 
　卸売市場 

●富山市民病院 

ファーストバンク 
グリーンビル 

子会社等の入居する 
ファーストバンクグリーンビル 

富
山
駅
方
面
 

連結子会社・会計監査  
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連結情報  

企業集団の事業内容 

　当行グループは当行、子会社５社で構成され、銀行業務を中心に、リース業務等の金融サービスを提供しております。当行グループの事業に係わる位置づけ
は次のとおりであります。 

〔銀行業〕 
　当行の本店ほか支店69か店においては、預金業務、貸出業務、内国為替業務、外国為替業務、商品有価証券売買業務等を行い、お客様へのサービスの向上
に積極的に取組んでおり、当行グループにおける中心的業務と位置づけております。 
　また、連結子会社富山ファースト・ビジネス株式会社も銀行事務代行業務等の銀行業を展開しております。 

〔リース業〕 
　連結子会社富山ファースト・リース株式会社、富山ファースト機販株式会社においては、リース業務を展開しております。 

〔その他事業〕 
　連結子会社富山ファースト・ディーシー株式会社、株式会社富山ファイナンスにおいては、クレジット業務、信用保証業務の事業を展開しております。 
　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○概　　　　　　要 
　平成16年度の日本経済は、バブル崩壊後の長期停滞から脱し、自律的な回復基調に乗る助走段階として、企業部門の改善が雇用などの家計部門にも波及し、
設備投資と個人消費を柱とする内需主導の景気回復の好循環が生まれ、上半期の全国企業倒産件数は、10年ぶりの低水準となりました。 
　しかし、年度半ばからは景気の現状を示す一致指数と数ヵ月先の見通しを示す先行指数が、原油、鉄鉱石、石炭等の素材の価格高騰等もあり、ともに景気判
断の分かれ目となる50％を割り込み、景気の先行きに対する不透明感が強まってまいりました。また、米国における数度にわたる利上げの影響等から、輸出
は12月から三か月連続で前月比マイナスとなるなど、不安定材料を内包した状況となりました。 
　金融情勢を見ますと、地域金融機関に対し、金融審議会報告書に基づく「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」を公表
し、本年3月末を期限にリレーションシップバンキングの機能強化の確実な実行を求め、さらに、4月からの2年間の新しいアクションプログラムを発表し、具
体的な目標を盛り込んだ推進計画の作成・公表を求めております。さらに、4月からのペイオフの全面解禁に備え、リスク管理の強化を主眼としたオフサイトモ
ニタリングの精緻化への対応や、バーゼルⅡ（新BIS規制）への対応が求められております。 
　また、日銀は都心の一部の地価上昇もあり、量的緩和の副作用懸念から、緩和解除のタイミングを模索している状況となっています。 

○業　　　　　　績 
　このような金融経済環境の下で、当行グループは、全社をあげて経営全般にわたる一層の効率化、健全化に向けた取り組みと総力を結集した結果、次の通り
の成果を収めることができました。 
　譲渡性預金を含めた預金等につきましては、低金利が続くなか、お客様へのサービス向上を旨として営業基盤の拡充に努めましたが、個人国債等一部金融商
品にシフトしたこと等により当期中に43億円減少し、当期末残高は8,778億円となりました。 
　貸出金につきましては、個人向け住宅資金、地方公共団体ならびに地元中堅・中小企業を中心とした資金需要に積極的にお応えしてまいりましたが、資金需
要の低迷から当期中に126億円減少し、当期末残高は6,483億円となりました。 
　有価証券につきましては、有効運用に努めました結果、当期中に568億円増加し当期末残高は2,833億円となりました。 
　損益状況につきましては、連結経常収益は、金利低下による貸出金利息の減少を有価証券運用でカバーしたことから資金運用収益が増加したこと等により、
前期比22百万円増加の262億86百万円となりました。一方、連結経常費用は、資金調達費用の減少に加え不良債権処理額の減少等により前期比10億95百
万円減少して220億67百万円となりました。この結果、連結経常利益は前期比11億17百万円増加の42億18百万円となりました。また、特別損失において、
固定資産減損会計の早期適用により減損損失4億79百万円を計上いたしました。 
　以上の結果、連結当期純利益は前期比2億10百万円増加の15億75百万円となりました。 

○事業の種類別セグメントの状況 
銀　行　業 
　経常収益は資産の効率運用に努めました結果、218億55百万円（前期比2億49百万円増加）となりました。 
　経常費用は資金調達費用の減少や不良債権処理額の減少等により180億66百万円（前期比7億47百万円減少）となり、経常利益は37億88百万円（前期比
9億95百万円増加）となりました。 
リ ー ス 業 
　経常収益は依然として民間設備投資意欲の低迷から、43億34百万円（前期比1億80百万円減少）となりました。 
　経常費用は諸経費の節減に努め、42億12百万円（前期比1億70百万円減少）となり、経常利益は1億22百万円（前期比10百万円減少）となりました。 
その他事業 
　経常収益は6億95百万円（前期比37百万円減少）、経常費用は3億84百万円（前期比1億68百万円減少）、経常利益は3億10百万円（前期比1億30百万
円増加）となりました。 
　なお、それぞれの計数にはセグメント間の内部取引を含んでおります。 

○キャッシュ・フロー 
　営業活動によるキャッシュ・フローは、当期の利益の他、コールローン等の減少、コールマネー等の増加を主因として719億87百万円となりました（前期
は3億53百万円）。 
　投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得を主因として、△535億53百万円となりました（前期は△2億32百万円）。 
　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により△4億62百万円となりました（前期は△3億94百万円）。この結果、現金及び現金同等物の
期末残高は、前期末に比較し、179億78百万円増加し、406億56百万円となりました。 

（☆は連結子会社） 

富
山
第
一
銀
行
 

銀 行 業  株式会社富山第一銀行 
☆富山ファースト・ビジネス株式会社 

リ ー ス 業  ☆富山ファースト・リース株式会社 
☆富山ファースト機販株式会社 

その他事業 ☆富山ファースト・ディーシー株式会社 
☆株式会社富山ファイナンス 

企業集団の状況 
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連
結
情
報 

（単位：百万円） 

（資産の部） 

現金預け金 

コールローン及び買入手形 

買入金銭債権 

商品有価証券 

有価証券 

貸出金 

外国為替 

その他資産 

動産不動産 

繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

資産の部合計 

科　目 

年度別 前連結会計年度末 
（平成１６年３月３１日） 

金　　　額 

当連結会計年度末 
（平成１７年３月３１日） 

 

42,633 

558 

467 

250 

283,338 

648,372 

1,940 

14,219 

10,748 

3,105 

9,174 

△10,137 

1,004,671

 

24,214 

25,380 

528 

265 

226,540 

660,924 

754 

14,228 

11,439 

5,378 

10,018 

△12,119 

967,553

金　　　額 

（単位：百万円） 

（負債の部） 

預　　金 

譲渡性預金 

コールマネー及び売渡手形 

債券貸借取引受入担保金 

借用金 

外国為替 

その他負債 

退職給付引当金 

再評価に係る繰延税金負債 

支払承諾 

負債の部合計 

（少数株主持分） 

少数株主持分 

（資本の部） 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

自己株式 

資本の部合計 

負債、少数株主持分及び資本の部合計 

科　目 

年度別 前連結会計年度末 
（平成１６年３月３１日） 

当連結会計年度末 
（平成１７年３月３１日） 

金　　　額 

 

874,695 

3,170 

21,073 

15,951 

4,646 

5 

6,223 

3,782 

1,537 

9,174 

940,261 

 

3,221 

 

8,000 

5,432 

38,156 

2,268 

7,455 

△　123 

61,189 

1,004,671

 

878,103 

4,070 

－ 

－ 

4,995 

24 

4,731 

3,770 

1,649 

10,018 

907,364 

 

2,892 

 

8,000 

5,432 

36,861 

2,433 

4,656 

△　87 

57,296 

967,553

金　　　額 

■連結損益計算書 ■連結貸借対照表 （単位：百万円） 

経常収益 

　資金運用収益 

　　貸出金利息 

　　有価証券利息配当金 

　　コールローン利息及び買入手形利息 

　　預け金利息 

　　その他の受入利息 

　役務取引等収益 

　その他業務収益 

　その他経常収益 

経常費用 

　資金調達費用 

　　預金利息 

　　譲渡性預金利息 

　　コールマネー利息及び売渡手形利息 

　　債券貸借取引支払利息 

　　借用金利息 

　　その他の支払利息 

　役務取引等費用 

　その他業務費用 

　営業経費 

　その他経常費用 

　　貸倒引当金繰入額 

　　その他の経常費用 

経常利益 

特別利益 

　動産不動産処分益 

　償却債権取立益 

特別損失 

　動産不動産処分損 

　減損損失 

　その他の特別損失 

税金等調整前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

少数株主利益 

当期純利益 

科　目 

年度別 前連結会計年度 
自　平成１５年４月１日 
至　平成１６年３月３１日 

当連結会計年度 
自　平成１６年４月１日 
至　平成１７年３月３１日 

金　　　額 

26,286 

18,732 

13,200 

5,477 

10 

0 

43 

2,023 

5,046 

482 

22,067 

831 

644 

7 

14 

0 

116 

47 

1,058 

4,348 

11,782 

4,047 

3,774 

272 

4,218 

520 

2 

517 

512 

32 

479 

－ 

4,226 

2,104 

241 

305 

1,575

26,264 

18,665 

13,698 

4,921 

8 

0 

37 

1,849 

5,152 

597 

23,162 

942 

794 

3 

0 

－ 

104 

41 

986 

5,165 

11,615 

4,453 

4,120 

332 

3,101 

69 

1 

68 

40 

26 

－ 

14 

3,130 

1,105 

512 

146 

1,365

金　　　額 

〔連結財務諸表〕 
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連結情報  

（単位：百万円） 

（資本剰余金の部） 

資本剰余金期首残高 

資本剰余金増加高 

　自己株式処分差益 

資本剰余金期末残高 

（利益剰余金の部） 

利益剰余金期首残高 

利益剰余金増加高 

　当期純利益 

　土地再評価差額金取崩額 

利益剰余金減少高 

　配当金 

　役員賞与 

利益剰余金期末残高 

 

5,432 

0 

0 

5,432 

 

36,861 

1,740 

1,575 

165 

446 

424 

21 

38,156

 

5,431 

0 

0 

5,432 

 

35,855 

1,391 

1,365 

25 

385 

364 

20 

36,861

科　目 

年度別 

■連結剰余金計算書 
前連結会計年度 
自　平成１５年４月１日 
至　平成１６年３月３１日 

当連結会計年度 
自　平成１６年４月１日 
至　平成１７年３月３１日 

金　　　額 金　　　額 Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 

　　税金等調整前当期純利益 

　　減価償却費 

　　減損損失 

　　貸倒引当金の増加額（減少△） 

　　退職給付引当金の増加額（減少△） 

　　資金運用収益 

　　資金調達費用 

　　有価証券関係損益（△） 

　　為替差損益（△） 

　　動産不動産処分損益（△） 

　　不動産評価損 

　　貸出金の純増（△）減 

　　預金の純増減（△） 

　　譲渡性預金の純増減（△） 

　　借用金の純増減（△） 

　　商品有価証券の純増（△）減 

　　コールローン等の純増（△）減 

　　コールマネー等の純増減（△） 

　　預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 

　　債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 

　　外国為替（資産）の純増（△）減 

　　外国為替（負債）の純増減（△） 

　　資金運用による収入 

　　資金調達による支出 

　　その他 

　　　　小　　　計 

　　法人税等の支払額 

　営業活動によるキャッシュ・フロー 

 

3,130 

2,813 

－ 

5,935 

36 

△18,665 

942 

667 

1 

25 

14 

2,339 

11,307 

1,700 

1,339 

49 

6,744 

99 

25 

－ 

198 

16 

18,995 

1,239 

757 

2,256 

1,903 

353

 

 

 

 

△ 

 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

 

△ 

当連結会計年度 
自　平成１６年４月１日 
至　平成１７年３月３１日 

前連結会計年度 
自　平成１５年４月１日 
至　平成１６年３月３１日 科　目 

年度別 

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 

　　有価証券の取得による支出 

　　有価証券の売却による収入 

　　有価証券の償還による収入 

　　動産不動産の取得による支出 

　　動産不動産の売却による収入 

　投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 

　　配当金支払額 

　　少数株主への配当金支払額 

　　自己株式取得・売却による収支 

　財務活動によるキャッシュ・フロー 

　 

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 

 

98,418 

61,360 

40,006 

3,691 

511 

232 

 

 

364 

2 

28 

394 

 

4 

268 

22,946 

22,678

 

4,226 

2,835 

479 

1,981 

12 

18,732 

831 

26 

4 

30 

－ 

12,662 

3,563 

900 

349 

14 

24,911 

21,047 

440 

15,951 

1,137 

19 

18,638 

1,237 

327 

72,920 

932 

71,987

 

 

 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

 

△ 

 

△  

 

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

 

127,494 

55,981 

21,343 

3,487 

103 

53,553 

 

 

424 

2 

36 

462 

 

8 

17,978 

22,678 

40,656

■連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円） 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 
(１) 連結子会社　5社 
　連結子会社名は、「連結子会社の状況（Ｐ26）」に記載しているため省
略しております。 
(２) 非連結子会社 
　該当なし。 

２．持分法の適用に関する事項 
　該当なし。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
(１)連結子会社の決算日は次のとおりであります。 
　　　12月末日　1社 
　　　　3月末日　4社 
(２)連結される子会社は、それぞれの決算日の財務諸表により連結しておりま
す。 
　連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、必要な
調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 
(１)商品有価証券の評価基準及び評価方法 
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）によ
り行っております。 
(２)有価証券の評価基準及び評価方法 
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては、連結
決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、
時価のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により
行っております。 
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理
しております。 
(３)デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 
(４)減価償却の方法 
　当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後
に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用してお
ります。 
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
　　建物　21年～24年 
　　動産　 4年～20年 
　連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主と
して定率法により償却しております。なお、リース資産は、リース期間を償
却年数とし、リース期間満了時の見積処分価額を残存価額とする定額法によ
り償却しております。 
(５)貸倒引当金の計上基準 
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり
計上しております。 
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破
綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実
質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて
いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻
の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以
下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債
務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 
　破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上
の大口債務者については、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッ
シュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳
簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法。）に
より引き当てております。 
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出し
た貸倒実績率等に基づき計上しております。特定海外債権については、対象

国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定と
して計上しております。 
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定
を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、
その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債
権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した
残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は
9,505百万円であります。 
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘
案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。 
(６)退職給付引当金の計上基準 
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しており
ます。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 
　　数理計算上の差異　 
　　発生の翌連結会計年度に一括費用処理 
(７)外貨建資産・負債の換算基準 
　当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算
額を付しております。 
(８) リース取引の処理方法 
　当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じ
た会計処理によっております。 
(９)重要なヘッジ会計の方法 
（イ）金利リスク・ヘッジ 
　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、
ヘッジ手段として各取引毎に個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッ
ジ」を実施して繰延ヘッジによっております。当行のリスク管理方法に則り、
ヘッジ指定を行いヘッジ手段とヘッジ対象を一体管理するとともに、ヘッジ
手段によってヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証する
ことでヘッジの有効性を評価しております。 
（ロ）為替変動リスク・ヘッジ 
　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会
計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び
監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。）
に規定する繰延ヘッジによっております。 
　ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リ
スクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッ
ジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の
外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性
を評価しております。 
(１０)消費税等の会計処理 
　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。ただし、動産不動産に係わる控除対象外消費税等は当連結会
計年度の費用に計上しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用して
おります。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 
　連結調整勘定の償却については、発生会計年度において全額償却しており
ます。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
　連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて
作成しております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上
の「現金預け金」のうち現金および日本銀行への預け金であります。 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
　固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会平成14年8月9日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号平成15年10

月31日）が平成16年4月1日以後開始する連結会計年度から適用すること
を認めることとされたことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適
用指針を適用しております。これにより税金等調整前当期純利益は479百
万円減少しております。 

表示方法の変更 
（連結貸借対照表・連結損益計算書関係） 
　従来、投資事業有限責任組合並びに民法上の組合及び匿名組合のうち投資
事業有限責任組合に類するものの出資持分は、「その他資産」に含めて表示
しておりましたが、「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年6月9
日法律第97号）により当該出資持分が証券取引法上の有価証券と定義され

たことに伴い、当連結会計年度から「有価証券」に含めて表示しております。
また当該組合の営業により獲得した損益の持分相当額については、従来「そ
の他経常費用（又は収益）」中の「その他の経常費用（又は収益）」に含めて
表示しておりましたが、当連結会計年度から「その他業務費用（又は収益）」
に含めて表示しております。 

追加情報 
　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年3月法律第9号）が平成
15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以後開始する連結会計年度よ
り法人事業税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金額」
に変更されることになりました。これに伴い、「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基
準委員会実務対応報告第12号）に基づき、「付加価値額」及び「資本等の金
額」に基づき算定された法人事業税について、当連結会計年度から連結損益
計算書中の「営業経費」に含めて表示しております。 
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（連結貸借対照表関係）　当連結会計年度末（平成17年3月31日） 
１．貸出金のうち、破綻先債権額は1,425百万円、延滞債権額は17,147
百万円であります。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続し
ていることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みが
ないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分
を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行
令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる
事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した
貸出金以外の貸出金であります。 
２．貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は86百万円であります。 
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌
日から3ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものであります。 
３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は7,347百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権
及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
４．破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債
権額の合計額は26,006百万円であります。 
なお、上記1から4に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり
ます。 
５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）
に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引
受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担
保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面は、
30,586百万円であります。 
６．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 有価証券 45,325百万円 
担保資産に対応する債務 預金 865百万円 
 コールマネー及び売渡手形 20,000百万円 
 債券貸借取引受入担保金 15,951百万円 
 借用金 1,200百万円 
上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券21,448百万円
を差し入れております。 
また、動産不動産のうち保証金権利金は575百万円であります。 

７．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から
の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反
がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま
す。これらの契約に係る融資未実行残高は、66,522百万円であります。
このうち契約残存期間が1年以内のものが64,538百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシ
ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行及び
連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす
ることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必
要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に
予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に
応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
８．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に
基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該
評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部
に計上しております。 
　　再評価を行った年月日　　平成11年3月31日 
　　同法律第3条第3項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）
第2条第4号に定める算定方法に基づき、地価税法に規定する地価税の課
税価格の計算の基礎となる土地の価額（路線価）を基準として時価を算出
しております。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末
における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額と
の差額　　2,843百万円 
９．動産不動産の減価償却累計額　8,438百万円 
10．連結会社が保有する当行の株式の数 

　　　普通株式　　173千株 
（連結損益計算書関係）（平成16年4月1日～平成17年3月31日） 
１．「その他の経常費用」には、貸出金償却34百万円を含んでおります。 
２．当連結会計年度において以下の資産について減損損失を計上しておりま
す。 
 

当行は、営業用店舗については最小区分である営業店単位（ただし、同一
建物内で複合店舗が営業している場合は、一体とみなす）で、又、遊休資産
については、おのおの個別に1単位としてグルーピングを行っております。
本部、研修所、寮社宅（個別店に限定出来るものは個別店に含める）、厚生
施設等については共用資産としております。 
平成11年3月31日に土地の再評価に関する法律に基づき、事業用土地の
再評価を行っておりますが、上記の営業用店舗については再評価後の地価の
下落により含み損を有するに至っております。この営業用店舗は割引前キャ
ッシュ・フローの総額が再評価後の帳簿価額に満たないことから、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該減少額（113百万円）を減損損失として
特別損失に計上しております。 
また、遊休資産の認定を行った上記9物件について帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額（366百万円）を減損損失として特別損失に計
上しております。 
当連結会計年度における減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売
却価額であります。正味売却価額は原則として不動産鑑定評価額に基づき、
重要性が乏しい不動産については適切に市場価格を反映していると考えられ
る指標に基づいて算定しております。 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
　平成17年3月31日現在　　　　　（単位：百万円） 
　　現金預け金勘定 42,633 
　　日本銀行以外の他の銀行の預け金 △　1,976 
　　現金及び現金同等物 40,656 
（リース取引関係） 
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引（貸主側） 

（１）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残高 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）未経過リース料年度末残高相当額　　　　　　（単位：百万円） 
　　　　　　　１　年　内　　　2,058 
　　　　　　　１　年　超　　　5,068 
　　　　　　　合　　　計　　　7,126 

（３）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額（単位：百万円） 
　　　　　　　受取リース料 2,451 
　　　　　　　減価償却費 2,200 
　　　　　　　受取利息相当額 245 

(４)利息相当額の算定方法 
　利息相当額の各連結会計年度への配分方法については、利息法によってお
ります。 
（税効果会計関係） 
(１)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（単位：百万円） 
　繰延税金資産 
　　貸倒引当金損金算入限度超過額 
　　退職給付引当金損金算入限度超過額 
　　減価償却損金算入限度超過額 
　　未実現利益消去額 
　　未払事業税否認額 
　　税法上の繰延資産償却限度超過額 
　　その他 
　繰延税金資産小計 
　　評価性引当額 
　繰延税金資産合計 
　繰延税金負債 
　　その他有価証券評価差額金 
　繰延税金負債合計 
　繰延税金資産の純額 
 

(２) 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 
負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目
別の内訳 
　法定実効税率 
　　（調整） 
　交際費等永久に損金に算入されない項目 
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 
　住民税等均等割 
　評価性引当額の増減 
　その他 
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 

注記事項 

6,591 
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（退職給付関係） 
(１) 採用している退職給付制度の概要 
　当行は、確定給付型の制度として、退職一時金制度と適格退職年金制度を設けており、
従業員を対象としております。なお、適格退職年金制度は昭和44年7月より従来の退職
金制度の一部（50％）を移行し現在に至っております。一部の連結子会社は確定給付型
の制度として退職一時金制度を設けております。 

(２) 退職給付債務に関する事項 

（金銭の信託関係） 
　　該当ありません。 

　　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであ
ります。 

　　連結ベースの1株当たり純資産額 1,008.77円 
　　連結ベースの1株当たり当期純利益 25.62円 
（注）１．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当期純利益 1,575百万円
普通株主に帰属しない金額 21百万円
うち利益処分による役員賞与金 21百万円

普通株式に係る当期純利益 1,554百万円
普通株式の期中平均株式数 60,667千株

２．なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので
記載しておりません。

当連結会計年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日） 
　当行グループ取引先において法的手続が行われたことに伴い、当行グループの財政状
態及び経営成績に影響を与える事象が発生しました。 
　その内容につきましては次のとおりであります。 

１．当該事象の発生年月日　　発生年月日 平成17年5月27日 
２．当該事象の内容 債務者名 株式会社　国土基礎 
 発生事実 富山地方裁判所に自己破産手続き 
  開始の申立て 
 当該取引先に対する債権 貸出金 852百万円 
   割賦債権 122百万円 
   リース債権 7百万円 
   計 982百万円 
３．当該事象の損益に与える影響額 
　当該貸出金等債権982百万円のうち、回収不能見込額606百万円につきまして、平成
17年9月中間連結会計期間に引当処理を行います。 

評価差額 

　　　　その他有価証券 

（△）繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 

（△）少数株主持分相当額 

その他有価証券評価差額金 

（注）連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価に
より計上したものであります。

（注）一般の取引先と同様な条件で行っております。

株　　　　　　　　  式 

債　　　　　　　　  券 

　　　　国　　　　  債 

　　　　地　  方　  債 

　　　　社　　　　  債 

そ　　　の　　　他 

合　　　　　　　　  計 

当連結会計年度末（平成17年3月31日現在） 

取得原価 連結貸借 
対照表計上額 

評価差額 
うち益 うち損 

（単位：百万円） 

46 

0 

－ 

－ 

0 

369 

415

8,661 

3,529 

1,907 

621 

1,000 

973 

13,164

28,423 

106,507 

59,178 

22,111 

25,217 

48,560 

183,491

19,762 

102,978 

57,271 

21,490 

24,216 

47,587 

170,327

8,707 

3,529 

1,907 

621 

1,001 

1,343 

13,580

種　類 

期　別 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

（その他有価証券評価差額金） 

　　役員及び個人所有株主等 

（1株当たり情報） 

（重要な後発事象） 

（関連当事者との取引） 

当連結会計年度末（平成17年3月31日現在） 

（単位：百万円） 

13,164 

13,164 

5,318 

7,845 

389 

7,455

そ の 他 有 価 証 券  

種　類 

期　別 当連結会計年度（自 平成16年4月1日　至 平成17年3月31日） 
売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額 

55,874 487 381

（単位：百万円） ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（注）時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。

国　　　　　　　債 

地　　　方　　　債 

社　　　　　　　債 

そ　　　の　　　他 

合　　　　　　　計 

連結貸借 
対照表計上額 

時　　価 差　　額 

896 

838 

978 

416 

3,130

24,606 

26,047 

25,254 

15,612 

91,521

種　類 

23,710 

25,209 

24,276 

15,195 

88,391

（単位：百万円） 

売 買 目 的 有 価 証 券  
 

種　類 

期　別 当連結会計年度末（平成17年3月31日現在） 
連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 

△　1250

 

当連結会計年度末（平成17年3月31日現在） 

うち益 うち損 

（単位：百万円） 

－ 

－ 

0 

54 

55

896 

838 

979 

471 

3,185

期　別 

（単位：百万円） 

満期保有目的の債券 
　うち非上場の社債 

その他有価証券 
　うち非上場株式（店頭売買株式を除く） 

当連結会計年度末（平成17年3月31日現在） 

10,008 

 
1,447

債　　　　　　　　  券 

　　　　国　　　　  債 

　　　　地　  方　  債 

　　　　社　　　　  債 

そ　　　の　　　他 

合　　　　　　　　  計 

当連結会計年度末（平成17年3月31日現在） 
１年以内 

（単位：百万円） 

10,946 

2,680 

3,301 

4,964 

12,830 

23,776

１ 年 超 
５年以内 

53,087 

6,327 

16,923 

29,836 

10,715 

63,803

５ 年 超 
１０年以内 

125,678 

73,881 

27,096 

24,700 

10,348 

136,026

１０年超 

－ 

－ 

－ 

－ 

3,984 

3,984

種　類 

期　別 

 
(３) 退職給付費用に関する事項 

当連結会計年度 
（平成17年3月31日） 

退職給付債務 （A） 
年金資産 （B） 
未積立退職給付債務 （C）＝（A）＋（B） 
会計基準変更時差異の未処理額 （D） 
未認識数理計算上の差異 （E） 
未認識過去勤務債務 （F） 
連結貸借対照表計上額純額 （G）＝（C）＋（D）＋（E）＋（F） 
前払年金費用 （H） 
退職給付引当金 （G）－（H） 

△　4,780 
994 

△　3,785 
－　 
2 

－　 
△　3,782 

－　 
△　3,782

△　5,094 
1,123 

△　3,970 
－　 
199 
－　 

△　3,770 
－　 

△　3,770

区　　　　　分 
前連結会計年度 
（平成16年3月31日） 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成17年3月31日） 

勤務費用 
利息費用 
期待運用収益 
数理計算上の差異の費用処理額 
退職給付費用 

235 
101 

△　　16 
199 
520

233 
125 

△　　17 
120 
461

区　　　　　分 
前連結会計年度 
（平成16年3月31日） 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成17年3月31日） 

（1）割引率 
（2）期待運用収益率 
（3）退職給付見込額の期間配分方法 
（4）数理計算上の差異の処理年数 
 
（5）会計基準変更時差異の処理年数 

　　2.00％ 
　　1.50％ 
  期間定額基準 
1年（発生時の翌連結会 
計年度に一括費用処理） 
　　　 － 

　　2.00％ 
　　1.50％ 
  期間定額基準 
1年（発生時の翌連結会 
計年度に一括費用処理） 
　　　 － 

区　　　　　分 
前連結会計年度 
（平成16年3月31日） 

１．売買目的有価証券 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

５．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 

（有価証券関係） 
連結貸借対照表の有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

これらには、「有価証券」のほか、「商品有価証券」を含めて記載しております。 

（注）1．臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
2．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は一括して「勤務費用」に含めて
計上しております。

(４) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

属性 

役員 中尾哲雄 

当行監査役 
㈱インテック 
代表取締役 
社　　　長 

被所有 
直接 
0.0％ 

－ － － 

住所 会社等の 
名　　称 

資本金 
又は 
出資金 

関係内容 
役員の 
兼任等 

－ 

事業上 
の関係 

事業内容 
又は 

職　　業 

・電算機の 
　保守管理等 

・資金の貸付 

・私募債の取得 

取引の内容 

833

－ 

－ 

取引金額 
（百万円） 

－ 

5,975

1,000

期末残高 
（百万円） 

－ 

貸出金 

有価証券 

科　　目 
議決権等 
の 所 有 
（被所有） 
割　　合 
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連結情報  

1.事業の種類別セグメント情報 
　　前連結会計年度（自　平成15年4月1日　至　平成16年3月31日） 

1.　経　常　収　益 

　　a外部顧客に対する経常収益 

　　sセグメント間の内部経常収益 

　　　　　　　　計 

　　経　常　費　用 

　　経　常　利　益 

2.　資産、減価償却費及び資本的支出 

　　資　　　産 

　　減価償却費 

　　資本的支出 

1.　経　常　収　益 

　　外部顧客に対する経常収益 

　　セグメント間の内部経常収益 

　　　　　　　　計 

　　経　常　費　用 

　　経　常　利　益 

2.　資産、減価償却費及び資本的支出 

　　資　　　産 

　　減価償却費 

　　減損損失 

　　資本的支出 

　　当連結会計年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日） 

■セグメント情報 

■連結自己資本比率（国内基準） （単位：百万円） 

16年3月期 
8,000 

－ 
－ 

5,432 
36,597 
2,535 

－ 
－ 
－ 
87 
－ 
－ 
－ 

52,478 
－ 

1,837 
3,901 

－ 
－ 
－ 

5,738 
5,304 

－ 
57,782 
544,924 
9,855 

554,779 

8,000 
－ 
－ 

5,432 
37,922 
2,831 

－ 
－ 
－ 

123 
－ 
－ 
－ 

54,063 
－ 

1,712 
2,910 

－ 
－ 
－ 

4,622 
4,622 

－ 
58,686 
529,556 
9,052 

538,609

17年3月期 

2.所在地別セグメント情報 
　　　全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報
　　の記載を省略しております。 
3.国際業務経常収益 
　　　国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

(注)１．事業区分は連結会社の事業内容により内部管理上採用している区分によっております。なお、一般事業会社の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ、経
常収益及び経常利益を記載しております。

２．各事業の主な内容 (1)銀行業…銀行業 (2)リース業…リース業 (3)その他事業…クレジットカード、信用保証業務等

（単位：百万円） 

銀　行　業 リース業 その他事業 計 消去又は全社 連　　結 

基本的項目 

補完的項目 

控除項目 
自己資本額 

 
（A） 
 
 
 
 
 
 
 
（B） 
（C） 
（D） 
 
 
（E） 
 

項　　　　　　　　　　目 
資本金 
　うち非累積的永久優先株 
新株式払込金 
資本剰余金 
利益剰余金 
連結子会社の少数株主持分 
　うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 
その他有価証券の評価差損　　　　　　　　　　　（△） 
自己株式払込金 
自己株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（△） 
為替換算調整勘定 
営業権相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　（△） 
連結調整勘定相当額　　　　　　　　　　　　　　（△） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 
　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 
一般貸倒引当金 
負債性資本調達手段等 
　うち永久劣後債務 
　うち期限付劣後債務及び期限付優先株 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 
うち自己資本への算入額 
控除項目 
（A）＋（B）－（C） 
資産（オン・バランス）項目 
オフ・バランス取引項目 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 

（単位：百万円） 

銀　行　業 リース業 その他事業 計 消去又は全社 連　　結 

 

21,644 

211 

21,855 

18,066 

3,788 

 

995,960 

328 

479 

198

 

3,985 

348 

4,334 

4,212 

122 

 

11,452 

2,501 

－ 

3,284

 

655 

39 

695 

384 

310 

 

9,720 

5 

－ 

0

 

26,286 

599 

26,885 

22,664 

4,221 

 

1,017,133 

2,835 

479 

3,484 

 

 

－　 

（599） 

（599） 

（596） 

（2） 

 

（12,461） 

（－） 

（－） 

（－） 

 

26,286 

（－） 

26,286 

22,067 

4,218 

 

1,004,671 

2,835 

479 

3,484

 

21,405 

201 

21,606 

18,813 

2,793 

 

958,775 

316 

641

 

4,159 

355 

4,514 

4,382 

132 

 

10,680 

2,490 

3,050

 

699 

33 

732 

552 

180 

 

10,948 

5 

0

 

26,264 

590 

26,854 

23,748 

3,106 

 

980,404 

2,813 

3,691

　  

－　 

（590） 

（590） 

（585） 

（4） 

 

（12,851） 

（－） 

（－） 

 

26,264 

（－） 

26,264 

23,162 

3,101 

 

967,553 

2,813 

3,691

連結自己資本比率（国内基準）＝　　　　　　　×100D 
E

リスク・アセット等 

 10.89％ 10.41％ 
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新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

連
結
情
報 

（1）国内業務部門 

■資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り（連結ベース） 

（2）国際業務部門 

（3）合　　計 

（注）1．国内業務部門とは当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門とは、当行及び連結子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特
別国際金融取引勘定等は国際業務部門に含めております。

2．平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、連結子会社については、半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。
3．（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。
4．連結会社間の内部取引等を含めて記載しております。

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

資金運用勘定 
　うち　貸出金 
　うち　有価証券 
　うち　コールローン及び買入手形 
資金調達勘定 
　うち　預金 
　うち　コールマネー及び売渡手形 

16年3月期 
利　　息 利 回 り 平均残高 

17年3月期 
利　　息 利 回 り 平均残高 

資金運用勘定 
　うち　貸出金 
　うち　商品有価証券 
　うち　有価証券 
　うち　コールローン及び買入手形 
　うち　預け金 
資金調達勘定 
　うち　預金 
　うち　譲渡性預金 
　うち　コールマネー及び売渡手形 
　うち　借用金 

16年3月期 

 
利　　息 利 回 り 平均残高 

（注）1．平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、連結子会社については、半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。
2．（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。
3．連結会社間の内部取引等を含めて記載しております。

（注）1．連結会社間の内部取引等は相殺消去して記載しております。
2．国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息は、相殺して記載しております。

（単位：百万円） 

17年3月期 

  
660,486 

271 
200,515 
13,737 
2,264 

903,246 
875,233 
5,282 
4,434 
16,352

 
13,304 

1 
3,661 

0 
0 

934 
617 
7 
0 

273

　(61,999) 
940,751

(67) 
17,046 1.81％ 

2.01 
0.66 
1.82 
0.00 
0.00 
0.10 
0.07 
0.13 
0.00 
1.67

 
666,082 

260 
169,102 
23,574 
2,307 

893,619 
869,872 
6,719 
19 

16,693

 
13,855 

1 
3,167 

0 
0 

1,100 
779 
3 
0 

276

　(63,606) 
936,584

(82) 
17,128 1.82％ 

2.08　 
0.64　 
1.87　 
0.00　 
0.00　 
0.12　 
0.09　 
0.05　 
0.00　 
1.66　 

利　　息 利 回 り 平均残高 

資金運用勘定 
　うち　貸出金 
　うち　商品有価証券 
　うち　有価証券 
　うち　コールローン及び買入手形 
　うち　預け金 
資金調達勘定 
　うち　預金 
　うち　譲渡性預金 
　うち　コールマネー及び売渡手形 
　うち　借用金 

16年3月期 
利　　息 利 回 り 平均残高 

17年3月期 
利　　息 利 回 り 平均残高 

64,854 
1,899 
61,232 
591 

 
2,647 
619

1,913 
52 

1,816 
10 
 

26 
14

2.95％ 
2.78 
2.96 
1.76 
0.18 
1.01 
2.39

(61,999) 
65,270

(67) 
121

65,499 
788 

63,273 
685 

 
2,076 

6

1,794 
15 

1,754 
7 
 

14 
0

2.73％ 
1.95　 
2.77　 
1.05　 
0.14　 
0.72　 
1.57　 

 
 

(63,606) 
65,693

(82) 
97

932,516 
652,331 

271 
261,108 
14,328 
1,868 

896,067 
877,485 
5,282 
5,053 
6,297

18,732 
13,200 

1 
5,475 
10 
0 

831 
644 
7 
14 
116

2.00％ 
2.02 
0.66 
2.09 
0.07 
0.00 
0.09 
0.07 
0.13 
0.29 
1.84

926,763 
656,185 

260 
231,736 
24,259 
1,918 

884,633 
871,560 
6,719 
25 

5,954

18,665 
13,698 

1 
4,919 

8 
0 

942 
794 
3 
0 

104

2.01％ 
2.08　 
0.64　 
2.12　 
0.03　 
0.00　 
0.10　 
0.09　 
0.05　 
0.38　 
1.75　 
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連結情報  

■国内・国際業務部門別収支（連結ベース） 

■役務取引の状況（連結ベース） 

■貸出金業種別内訳（連結ベース） 

■預金の種類別残高（連結ベース） 

■連結リスク管理債権 

■有価証券残高（連結ベース） 

資 金 運 用 収 益  
資 金 調 達 費 用  
資　金　運　用　収　支 
役 務 取 引 等 収 益  
役 務 取 引 等 費 用  
役 務 取 引 等 収 支  
そ の 他 業 務 収 益  
そ の 他 業 務 費 用  
そ の 他 業 務 収 支  

（注）1．国内業務部門とは当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門とは、当行及び連結子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別
国際金融取引勘定等は国際業務部門に含めております。

2．相殺消去額とは、連結会社間の内部取引等に係る消去額合計であります。
3．資金運用収益及び資金調達費用の上段の（ ）内計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息（内書き）であり、合計は控除しております。

 
934 

16,112 
2,034 
1,002 
1,031 
5,653 
4,367 
1,285

1,913 
 

1,791 
28 
94 

△  66 
267 
0 

267

159 
157 
2 
38 
38 
0 

873 
19 
853

18,732 
831 

17,901 
2,023 
1,058 
965 

5,046 
4,348 
698

（単位：百万円） 

16年3月期 17年3月期 

国際業務部門 相殺消去額（△） 合　　計 国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額（△） 合　　計 国内業務部門 
(67) 

17,046
(67) 
121

 
1,100 
16,028 
1,848 
957 
890 

5,772 
4,980 
792

1,794 
 

1,696 
32 
60 

△  28 
192 
190 
1

174 
172 
2 
31 
31 
0 

812 
6 

806

18,665 
942 

17,722 
1,849 
986 
862 

5,152 
5,165 
△  12

(82) 
17,128

(82) 
97

役務取引等収益 
　うち　預金・貸出業務 
　うち　為替業務 
　うち　証券関連業務 
　うち　代理業務 
　うち　保護預り・貸金庫業務 
　うち　保証業務 
役務取引等費用 
　うち　為替業務 

（注）1．国内業務部門とは当行及び連結子会社の円建取引、国際業務部門とは、当行及び連結子会社の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別
国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

2．相殺消去額とは、連結会社間の内部取引等に係る消去額合計であります。

2,034 
809 
856 
50 
209 
28 
79 

1,002 
138

28 
0 
27 
－ 
－ 
－ 
0 
94 
94

38 
9 
－ 
－ 
－ 
－ 
29 
38 
－ 

2,023 
799 
884 
50 
209 
28 
51 

1,058 
233

（単位：百万円） 

16年3月期 
国際業務部門 合　　　計 国内業務部門 

17年3月期 

 
1,848 
643 
865 
71 
183 
26 
56 
957 
140

32 
0 
31 
－ 
－ 
－ 
1 
60 
60

31 
9 
－ 
－ 
－ 
－ 
22 
31 
－ 

1,849 
633 
897 
71 
183 
26 
35 
986 
201

国際業務部門 相殺消去額（△） 相殺消去額（△） 合　　　計 国内業務部門 

（注）1．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金
3．相殺消去額とは、連結会社間の内部取引等に係る消去額合計であります。

（単位：百万円） 

　流動性預金 

　定期性預金 

　その他 

　合計 

譲渡性預金 

総合計 

16年3月31日 
国内業務部門 国際業務部門 合　　計 相殺消去額（△） 

預
　
　
金 

 

17年3月31日 
国内業務部門 国際業務部門 合　　計 相殺消去額（△） 

320,297 
543,885 
8,091 

872,274 
3,170 

875,444

392 
－ 
－ 

392 
－ 

392

319,905 
543,967 
10,821 
874,695 
3,170 

877,865

－ 
82 

2,730 
2,812 

－ 
2,812

302,984 
564,739 
8,352 

876,076 
4,070 

880,146

456 
－ 
－ 

456 
－ 

456

302,527 
564,838 
10,737 
878,103 
4,070 

882,173

－ 
99 

2,385 
2,484 

－ 
2,484

製造業 
農業 
林業 
漁業 
鉱業 
建設業 
電気・ガス・熱供給・水道業 
情報通信業 
運輸業 
卸売・小売業 
金融・保険業 
不動産業 
各種サービス業 
地方公共団体 
その他 
特別国際金融取引勘定分 
政府等 
合計 

（単位：百万円） 

国　債 
地方債 
社　債 
株　式 
その他 
合　計 

国際業務部門 

 

合　　　　計 国内業務部門 

 

　16年3月31日 
国際業務部門 

 

合　　　　計 国内業務部門 

 

　17年3月31日 

82,889 
47,320 
59,502 
29,870 
3,458 

223,040

－ 
－ 
－ 
－ 

60,297 
60,297

82,889 
47,320 
59,502 
29,870 
63,756 
283,338

30,313 
48,720 
64,007 
18,059 
1,703 

162,804

－ 
－ 
－ 
－ 

63,735 
63,735

30,313 
48,720 
64,007 
18,059 
65,439 
226,540

103,946 
1,327 
324 
3 

4,928 
55,729 
3,172 
7,492 
17,638 
81,227 
11,489 
27,393 
78,520 
79,663 
175,373 

137 
137 

648,372

16.04 
0.20 
0.05 
0.00 
0.76 
8.60 
0.49 
1.16 
2.72 
12.53 
1.77 
4.23 
12.11 
12.29 
27.05 
100.00％ 
100.00　 

 
 

（単位：百万円） 

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分)

16年3月31日 

 

貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比 
17年3月31日 

 
％ 

100.00
 

648,235

108,099 
1,608 
242 
2 

6,642 
60,773 
3,071 
13,289 
17,579 
81,778 
13,720 
31,652 
81,356 
67,908 
173,028 

171 
171 

660,924

16.36　 
0.24　 
0.04　 
0.00　 
1.00　 
9.20　 
0.46　 
2.01　 
2.66　 
12.38　 
2.08　 
4.79　 
12.31　 
10.28　 
26.19　 
100.00％ 
100.00　 

 
 

％ 
100.00

 
660,753

破綻先債権額 
延滞債権額 
3ヵ月以上延滞債権額 
貸出条件緩和債権額 
合計 

（単位：百万円） 

1,425 
17,147 

86 
7,347 
26,006

2,493 
21,622 
208 

11,069 
35,394

16年3月31日 17年3月31日 



37

株式  
新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

連
結
情
報
・
株
式 

（平成１７年３月３１日現在） 

所有株式数 
発行済株式総数に対する 
所 有 株 式 数 の 割 合  

1,987千株 

1,941　　 

1,871　　 

1,788　　 

1,541　　 

1,272　　 

1,237　　 

1,046　　 

960　　 

959　　 

14,606　　 

3.26％ 

3.19　 

3.07　 

2.94　 

2.53　 

2.09　 

2.03　 

1.72　 

1.57　 

1.57　 

24.01　 

■大株主 

氏名又は名称 住　　　　所 

株式会社　みずほコーポレート銀行 

株式会社　北陸銀行 

日本生命保険相互会社 

株式会社　福井銀行 

東京海上日動火災保険株式会社 

富山第一銀行職員持株会 

 

株式会社　北國銀行 

住友生命保険相互会社 

三井住友海上火災保険株式会社 

計 

東京都千代田区丸の内1丁目3番3号 

富山市堤町通り1丁目2番26号 

大阪市中央区今橋3丁目5番12号 

福井市順化1丁目1番1号 

東京都千代田区丸の内1丁目2番1号 

富山市総曲輪2丁目2番8号 

東京都中央区晴海1丁目8番11号トリトンスクエアオフィスタワーY 

金沢市下堤町1番地 

東京都中央区築地7丁目18番24号 

東京都中央区新川2丁目27番2号 

 

日本トラスティ・サービス信託銀行 
（三井アセット信託銀行再信託分・（株）三井住友銀行退職給付信託口） 

■株式所有者別状況 （平成１７年３月３１日現在） 

株　主　数 区　　　分 所有株式数 割　　　合 

－ 

27 

5 

913 

1 

－ 

3,922 

4,868

政府および地方公共団体 

金融機関 

証券会社 

その他の法人 

外国法人等　個人以外 

　　　　　　個人 

個人その他 

合計 

－ 

16,033 

147 

16,504 

50 

－ 

26,565 

59,299 

1,510,700株 

－ 

27.05 

0.25 

27.83 

0.08 

－ 

44.79 

100

％ 人 単元 

単元未満株式の状況 

株

式

の

状

況

 

（注）自己株式171,550株は「個人その他」に171単元、「単元未満株式の状況」に550株含まれております。

（単位：百万円） ■資本金の推移 

平成7年3月 平成7年11月 平成16年3月 平成17年3月 

7,550資　　本　　金 8,000 8,000 8,000　 
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財務諸表  

貸借対照表 

資産の部 負債及び資本の部 （単位：百万円） （単位：百万円） 

預金 

　当座預金 

　普通預金 

　貯蓄預金 

　通知預金 

　定期預金 

　定期積金 

　その他の預金 

譲渡性預金 

コールマネー 

債券貸借取引受入担保金 

売渡手形 

外国為替 

　売渡外国為替 

　未払外国為替 

その他負債 

　未決済為替借 

　未払法人税等 

　未払費用 

　前受収益 

　従業員預り金 

　給付補てん備金 

　金融派生商品 

　繰延ヘッジ利益 

　その他の負債 

退職給付引当金 

再評価に係る繰延税金負債 

支払承諾 

負債の部合計 

資本金 

資本剰余金 

　資本準備金 

利益剰余金 

　利益準備金 

　任意積立金 

　当期未処分利益 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

自己株式 

資本の部合計 

負債及び資本の部合計 

875,087 

40,816 

227,637 

46,072 

5,771 

534,310 

9,657 

10,821 

3,170 

16,073 

15,951 

5,000 

5 

1 

3 

5,145 

169 

1,776 

849 

574 

337 

2 

99 

0 

1,335 

3,776 

1,537 

9,174 

934,922 

8,000 

5,430 

5,430 

38,022 

1,902 

31,360 

4,759 

2,268 

7,431 

△　　　　122 

61,029 

995,952

878,560 

36,600 

212,710 

47,670 

6,001 

554,367 

10,470 

10,737 

4,070 

－ 

－ 

－ 

24 

24 

0 

3,487 

162 

577 

1,211 

593 

363 

3 

82 

－ 

493 

3,765 

1,649 

10,018 

901,575 

8,000 

5,430 

5,430 

36,748 

1,813 

31,360 

3,575 

2,433 

4,634 

△　　　　　80 

57,165 

958,741

科　目 

期　別 第93期末 
（平成１６年３月３１日） 

第94期末 
（平成１７年３月３１日） 

現金預け金 

　現金 

　預け金 

コールローン 

買入金銭債権 

商品有価証券 

　商品国債 

　商品地方債 

有価証券 

　国債 

　地方債 

　社債 

　株式 

　その他の証券 

貸出金 

　割引手形 

　手形貸付 

　証書貸付 

　当座貸越 

外国為替 

　外国他店預け 

　買入外国為替 

　取立外国為替 

その他資産 

　未決済為替貸 

　前払費用 

　未収収益 

　金融派生商品 

　繰延ヘッジ損失 

　その他の資産 

動産不動産 

　土地建物動産 

　保証金権利金 

繰延税金資産 

支払承諾見返 

貸倒引当金 

資産の部合計 

42,388 

14,283 

28,104 

558 

467 

250 

248 

2 

275,750 

82,889 

47,320 

55,786 

29,144 

60,609 

658,741 

30,391 

74,780 

478,284 

75,283 

1,940 

1,599 

194 

145 

2,691 

66 

23 

1,584 

77 

0 

939 

10,550 

9,993 

556 

2,866 

9,174 

△　　9,427 

995,952

23,798 

7,689 

16,108 

25,380 

528 

265 

265 

－ 

217,918 

30,313 

48,720 

59,313 

17,493 

62,078 

671,505 

31,964 

79,951 

481,511 

78,078 

754 

230 

312 

212 

3,521 

71 

17 

1,486 

33 

－ 

1,912 

11,235 

10,678 

556 

5,065 

10,018 

△　　11,250 

958,741

科　目 

期　別 第93期末 
（平成１６年３月３１日） 

第94期末 
（平成１７年３月３１日） 
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新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

財
務
諸
表 

損益計算書 

利益処分計算書 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

（単位：百万円） 

経常収益 

　資金運用収益 

　　貸出金利息 

　　有価証券利息配当金 

　　コールローン利息 

　　買入手形利息 

　　預け金利息 

　　その他の受入利息 

　役務取引等収益 

　　受入為替手数料 

　　その他の役務収益 

　その他業務収益 

　　外国為替売買益 

　　商品有価証券売買益 

　　国債等債券売却益 

　　国債等債券償還益 

　　金融派生商品収益 

　　その他の業務収益 

　その他経常収益 

　　株式等売却益 

　　その他の経常収益 

経常費用 

　資金調達費用 

　　預金利息 

　　譲渡性預金利息 

　　コールマネー利息 

　　債券貸借取引支払利息 

　　売渡手形利息 

　　金利スワップ支払利息 

　　その他の支払利息 

　役務取引等費用 

　　支払為替手数料 

　　その他の役務費用 

　その他業務費用 

　　商品有価証券売買損 

　　国債等債券売却損 

　　国債等債券償還損 

　　国債等債券償却 

　　その他の業務費用 

　営業経費 

　その他経常費用 

　　貸倒引当金繰入額 

　　貸出金償却 

　　株式等償却 

　　その他の経常費用 

21,761 

18,520 

13,241 

5,224 

10 

－ 

0 

43 

2,019 

884 

1,135 

746 

265 

8 

368 

22 

32 

49 

475 

54 

420 

17,974 

714 

644 

7 

14 

0 

0 

33 

14 

1,082 

233 

849 

384 

－ 

347 

9 

－ 

27 

11,731 

4,060 

3,828 

0 

－ 

231

21,550 

18,496 

13,804 

4,646 

8 

0 

0 

37 

1,845 

897 

947 

626 

192 

－ 

368 

4 

38 

21 

582 

317 

265 

18,765 

838 

794 

3 

0 

－ 

－ 

39 

1 

1,002 

201 

801 

1,095 

2 

892 

9 

190 

1 

11,579 

4,250 

3,964 

17 

12 

255

科　目 

期　別 第94期 
自　平成１６年４月１日 
至　平成１７年３月３１日 

第93期 
自　平成１５年４月１日 
至　平成１６年３月３１日 

経常利益 

特別利益 

　動産不動産処分益 

　償却債権取立益 

特別損失 

　動産不動産処分損 

　減損損失 

　その他の特別損失 

税引前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

当期純利益 

前期繰越利益 

土地再評価差額金取崩額 

中間配当額 

中間配当に伴う利益準備金積立額 

当期未処分利益 

当期未処分利益 

利益処分額 

　利益準備金 

　配当金 
 
 
 

　役員賞与金 

　　取締役賞与金 

　　監査役賞与金 

次期繰越利益 

4,759 

280 

46 

212 
 
 
 

21 

14 

6 

4,479

科　目 

期　別 第94期 
（株主総会承認日 平成１７年６月２９日） 

第93期 
（株主総会承認日 平成１６年６月２９日） 

3,787 

520 

2 

517 

512 

32 

479 

－ 

3,795 

2,049 

191 

1,554 

3,258 

165 

182 

36 

4,759

2,784 

69 

1 

68 

40 

26 

－ 

14 

2,814 

1,012 

453 

1,348 

2,420 

25 

182 

36 

3,575

3,575 

316 

52 

242 
 
 
 

21 

14 

6 

3,258

1株につき4円00銭 
うち創立60周年記念 
配当1円00銭 

（1株につき3円50銭） 
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財務諸表  

重要な会計方針（第94期） 
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は稼動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証
券のうち時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては、移動平均法によ
る原価法又は償却原価法により行っております。 
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 
　動産不動産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。 
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
　　　建　物　21年～24年 
　　　動　産　4年～20年 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

６．引当金の計上基準 
(１) 貸倒引当金 
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実
質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額を計上しております。 
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、
債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上して
おります。 
　破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フロ
ーを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を
貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。 
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。なお、特定海外債権については、対象
国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。 
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査
定結果に基づいて上記の引当を行っております。 
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を
取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は9,505百万円であります。 

(２) 退職給付引当金 
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。ま
た、数理計算上の差異の費用処理方法は、発生の翌事業年度に一括費用処理しております。 

７．リース取引の処理方法 
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

８．ヘッジ会計の方法 
（イ）金利リスク・ヘッジ 
　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、ヘッジ手段として各取引毎に個別対応のデリバティブ取引を行う「個別ヘッジ」を実施
して、繰延ヘッジによっております。当行のリスク管理方法に則り、ヘッジ指定を行いヘッジ手段とヘッジ対象を一体管理するとともに、ヘッジ手段によって
ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証することでヘッジの有効性を評価しております。 
（ロ）為替変動リスク・ヘッジ 
　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号。）に規定する繰延ヘッジによっております。 
　ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段
とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価してお
ります。 

９．消費税等の会計処理 
　消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。 
　ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は、当事業年度の費用に計上しております。 

会計方針の変更 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
　「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成14年8月9日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号平成15年10月31日）が平成16年4月1日以後開始する事業年度から適用することを認めること
とされたことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用しております。これにより税引前当期純利益は479百万円減少しております。 

表示方法の変更 
（貸借対照表・損益計算書） 
　従来、投資事業有限責任組合並びに民法上の組合及び匿名組合のうち投資事業有限責任組合に類するものの出資持分は、「その他の資産」に含めて表示して
おりましたが、「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年6月9日法律第97号）により当該出資持分が証券取引法上の有価証券と定義されたことに
伴い、当事業年度から「その他の証券」に含めて表示しております。また、当該組合の営業により獲得した損益の持分相当額については、従来、「その他経常
費用（又は収益）」中の「その他の経常費用（又は収益）」に含めて表示しておりましたが、当事業年度から「その他業務費用（又は収益）」中の「その他の
業務費用（又は収益）」に含めて表示しております。 

追加情報 
　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年3月法律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以後開始する事業年度より法人事業
税に係る課税標準の一部が「付加価値額」及び「資本等の金額」に変更されることになりました。これに伴い、「法人事業税における外形標準課税部分の損益
計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第12号）に基づき、「付加価値額」及び「資本等の金額」に基づき算定され
た法人事業税について、当事業年度から損益計算書中の「営業経費」に含めて表示しております。 

注記事項（第94期） 
（貸借対照表関係） 
１．子会社の株式総額10百万円 
なお、本項の子会社は銀行法第2条第8項に規定する子会社であります。 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は1,424百万円、延滞債権額は17,048百万円であります。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとし
て未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97
号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外

の貸出金であります。 
３．貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は72百万円であります。 
なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであ
ります。 
４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は6,863百万円であります。 
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務
　者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
５．破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は25,409百万円であります。 
　　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき金
融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面は、30,586百万円であります。 
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７．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 有価証券 44,543百万円 
担保資産に対応する債務 預金 865百万円 
 コールマネー 15,000百万円 
 債券貸借取引受入担保金 15,951百万円 
 売渡手形 5,000百万円 
上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券21,448百万円を差し入れております。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、64,673百万円であります。このうち契約残存期間が
1年以内のものが63,911百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与

えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、
契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 
９．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金
相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。 
再評価を行った年月日　平成11年3月31日 
同法律第3条第3項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号に定める算定方法に基づき、地価税法に規定する地価税の課税価
格の計算の基礎となる土地の価額（路線価）を基準として時価を算出しております。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額2,843百万円 

10．動産不動産の減価償却累計額 8,269百万円 
11．動産不動産の圧縮記帳額 239百万円 
　　（当事業年度圧縮記帳額 －百万円） 
12．会社が発行する株式の総数 
　　普通株式 180,000千株 
　　発行済株式総数　普通株式 60,809千株 
13．商法施行規則第124条第3号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額は、7,417百万円であります。 
14．会社が保有する自己株式の数　普通株式　171千株 
（損益計算書関係） 
1．当期において以下の資産について減損損失を計上しております。 
 
 
 
 
 
 

当行は、営業用店舗については最小区分である営業店単位（ただし、同一建物内で複合店舗が営業している場合は、一体とみなす）で、又、遊休資産につい
ては、おのおの個別に1単位としてグルーピングを行っております。本部、研修所、寮社宅（個別店に限定出来るものは個別店に含める）、厚生施設等につい
ては共用資産としております。 
平成11年3月31日に土地の再評価に関する法律に基づき、事業用土地の再評価を行っておりますが、上記の営業用店舗については再評価後の地価の下落に
より含み損を有するに至っております。この営業用店舗は割引前キャッシュ・フローの総額が再評価後の帳簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額（113百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。 
また、遊休資産の認定を行った上記9物件について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（366百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。 
当期における減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は原則として不動産鑑定評価額に基づき、重要性が乏しい不

動産については適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて算定しております。 
（リース取引関係） 
　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
　　・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
　　　　　　　　　　　　　　　動　産　　　　　その他　　　　　合　計 
　　取得価額相当額 1,698百万円 64百万円 1,763百万円 
　　減価償却累計額相当額 1,179百万円 9百万円 1,188百万円 
　　減損損失累計額相当額 －百万円 －百万円 －百万円 
　　期末残高相当額 519百万円 54百万円 574百万円 
　　(注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。 
　　・未経過リース料期末残高相当額 
　　　　　　　　　　　　　　　1年内　　　　　 1年超　　　　　 合　計 
　　　　　　　　　　　　　　196百万円　 　377百万円　   　574百万円 
　　(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み法によっております。 
・リース資産減損勘定の期末残高 －百万円 
・支払リース料 301百万円 
・リース資産減損勘定の取崩額 －百万円 
・減価償却費相当額 301百万円 
・減損損失 －百万円 
・減価償却費相当額の算定方法 

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
（有価証券関係） 
　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
　　該当ありません。 
（税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（単位：百万円） 
　　繰延税金資産 

貸倒引当金損金算入限度超過額 
退職給付引当金損金算入限度額超過額 
減価償却損金算入限度超過額 
未払事業税否認額 
税法上の繰延資産償却限度超過額 
その他 
繰延税金資産小計 
評価性引当額 
繰延税金資産合計 
繰延税金負債 
その他有価証券評価差額金 
繰延税金負債合計 
繰延税金資産の純額 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 
（調整） 
交際費等永久に損金に算入されない項目 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 
住民税等均等割 
評価性引当額の増減 
その他 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 

（１株当たり情報） 
　　１株当たり純資産額 
　　１株当たり当期純利益 
　　(注)１．１株当りの当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

当期純利益 
普通株主に帰属しない金額 
うち利益処分による役員賞与金 
普通株式に係る当期純利益 
普通株式の期中平均株式数 

２．なお、潜在株式調整後１株当り当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 
（重要な後発事象） 
当事業年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日） 
当行取引先において法的手続が行われたことに伴い、当行の財政状態及び経営成績に影響を与える事象が発生しました。 
その内容につきましては次のとおりであります。 

１．当該事象の発生年月日　　　発生年月日 平成17年5月27日 
２．当該事象の内容 債務者名 株式会社　国土基礎 
 発生事実 富山地方裁判所に自己破産手続き開始の申立て 
 当該取引先に対する債権 貸出金 852百万円 
３．当該事象の損益に与える影響額 

当該貸出金852百万円のうち、回収不能見込額517百万円につきまして、平成17年9月中間期に引当処理を行います。 

地域 

富山県内 
 

富山県外 
 

合　　計 

主な用途 
営業用店舗 
遊休資産 

営業用店舗 
遊休資産 

 
－ 
5物件 

1ヵ店 
4物件 

種類 
－ 
土地 

土地 
土地 

減損損失（百万円） 
－ 
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7,903 
 

5,037 
5,037 
2,866

40.40％ 
 

0.88 
△　1.86 

0.76 
18.00 
0.86 
59.04％ 

1,006.10円 
25.27円 

 
1,554百万円 
21百万円 
21百万円 

1,533百万円 
60,669千株 

 
 
 
 
 
 
 
△ 
 
 
△ 
△ 
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時価等情報  

有価証券の時価等情報 

金銭の信託の時価等関係 
　該当ありません。 

有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、前事業年度においては「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」
及び「その他の資産」中の投資事業組合への出資金を含めて記載しており、当事業年度においては「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか「商品有価証券」を含めて記
載しております。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（注）１．時価は、当該会計年度末日における市場価格等に基づいております。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの 

４．当期中に売却した満期保有目的債券 
　　　該当ありません。 

（単位：百万円） ５．当期中に売却したその他有価証券 

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額 （単位：百万円） 

（単位：百万円） ６．時価のない有価証券の主なものの内容及び貸借対照表計上額 

国　　　　　債 

地　　方　　債 

社　　　　　債 

そ　　の　　他 

合　　　　　計 

株　　　　　　式 

債　　　　　　券 

　　　国　　　債 

　　　地　方　債 

　　　社　　　債 

そ　　の　　他 

合　　　　　　計 

種　類 

17年3月期 

17年3月期 

年度別 

種　類 

年度別 

貸借対照 
表計上額 

時　　価 差　　額 
うち益 うち損 

取得原価 貸借対照 
表計上額 

評価差額 
うち益 うち損 

23,710 

25,209 

21,308 

12,048 

82,277

24,606 

26,047 

22,159 

12,425 

85,240

896 

838 

851 

376 

2,963

896 

838 

851 

379 

2,967

－ 

－ 

0 

3 

3

16年3月期 
貸借対照 
表計上額 

時　　価 差　　額 
うち益 うち損 

5,775 

25,602 

20,319 

14,249 

65,946

5,867 

26,306 

20,973 

14,426 

67,573

91 

704 

653 

177 

1,627

91 

704 

672 

198 

1,667

－ 

－ 

19 

21 

40

19,741 

102,244 

57,271 

21,490 

23,482 

47,587 

169,573

27,722 

105,759 

59,178 

22,111 

24,468 

48,560 

182,042

7,980 

3,514 

1,907 

621 

985 

973 

12,468

8,025 

3,514 

1,907 

621 

985 

1,343 

12,882

44 

－ 

－ 

－ 

－ 

369 

414

16年3月期 
取得原価 貸借対照 

表計上額 
評価差額 

うち益 うち損 

10,440 

74,921 

23,810 

22,932 

28,178 

47,897 

133,260

16,079 

76,421 

24,537 

23,118 

28,765 

48,534 

141,035

5,639 

1,500 

727 

186 

586 

636 

7,775

5,701 

1,872 

797 

322 

752 

832 

8,406

62 

372 

69 

136 

165 

196 

631

満期保有目的の債券 

　非上場の社債 

　その他 

その他有価証券 

　非上場株式（店頭売買株式を除く） 

子会社、子法人等株式 

　子会社、子法人等株式 

種　類 年度別 17年3月期 

 

10,008 

－ 

 

1,408 

 

13

16年3月期 

 

10,228 

－ 

 

1,400 

 

13

有　価　証　券 

種　類 
年度別 17年3月期 

売却額 売却額 売却益 売却益 売却損 売却損 

55,369 423 347

16年3月期 

61,357 686 892

債　券 

　国　債 

　地方債 

　社　債 

その他 

合　　計 

1年以内 1年超 
5年以内 

5年超 
10年以内 10年超 1年以内 

1年超 
5年以内 

5年超 
10年以内 10年超 

17年3月期 

－ 

－ 

－ 

－ 

3,984 

3,984

125,107 

73,881 

27,096 

24,129 

10,332 

135,440

51,283 

6,327 

16,923 

28,032 

8,169 

59,452

9,605 

2,680 

3,301 

3,624 

12,245 

21,851

16年3月期 

2,787 

－ 

－ 

2,787 

4,464 

7,251

69,492 

18,122 

28,258 

23,111 

11,247 

80,740

56,293 

9,736 

17,045 

29,512 

18,246 

74,540

9,774 

2,454 

3,416 

3,902 

2,416 

12,191

（単位：百万円） 

売買目的有価証券  

種　類 
年度別 

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価差額 
17年3月期 16年3月期 

貸借対照表計上額 当期の損益に含まれた評価差額 

△　1250△　2265

１．売買目的有価証券 

（注）１．貸借対照表計上額は、当該会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３．16年3月期の評価差額から繰延税金負債3,141百万円を差し引いた額4,634百万円が「株式等評価差額金」に含まれております。
４．17年3月期の評価差額から繰延税金負債5,037百万円を差し引いた額7,431百万円が「株式等評価差額金」に含まれております。
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新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

時
価
等
情
報 

1．取引の状況に関する事項 

2．取引の時価等に関する事項 
（1）金利関連取引 

（3）株式関連取引　該当ありません。 

（4）債券関連取引　該当ありません。 

（5）商品関連取引　該当ありません。 

（6）クレジットデリバティブ取引　該当ありません。 

（2）通貨関連取引 

デリバティブ取引情報 

（単位：百万円） 

区
分 

取
引
所 

店
　
　
　
　
　
　
頭 

種　　　　　　　　　類 

金 利 先 物  

金 利 先 渡  
契 約  
 
金利スワップ 
 

そ の 他  

　売　　　　建 
　買　　　　建 
　売　　　　建 
　買　　　　建 
受取固定・支払変動 
受取変動・支払固定 
受取変動・支払変動 
　売　　　　建 
　買　　　　建 

16年3月期 17年3月期 
うち１年超 

合　　　　　　　計 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

1,037 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

うち１年超 

△ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
21 
－ 
－ 
－ 
21 △ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
21 
－ 
－ 
－ 
21

△ △ 

16年3月期 
契約額等 時　　価 評価損益 契約額等 時　　価 評価損益 

（単位：百万円） 

区
分 

取
引
所 
店
　
　
　
　
　
　
頭 

種　　　　　　　　　類 

通 貨 先 物 

通貨オプション 

通貨スワップ 

通貨オプション 

そ の 他 

為 替 予 約 

売　　　建 
買　　　建 
売　　　建 
買　　　建 
 
売　　　建 
買　　　建 
売　　　建 
買　　　建 
売　　　建 
買　　　建 

合　　　　　　　計 

取引の内容 
　　当行は、通貨関連では為替予約取引、金利関連では金利スワップ取引、有価証券関連では債券先物取引、債券オプション取引等を利用しています。 
取引に対する取組方針 
　　当行のデリバティブ取引は、お客さまとの取引や市場性リスクヘッジ等の実需に基づくものであり、投機的な取引ではありません。今後もこの取組方針
に変更ありません。 
取引の利用目的 
　　当行は、外貨建債権債務に係る為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引、現物取引の金利変動等のリスクヘッジを目的とした金利スワッ
プ取引及び債券先物取引、債券オプション取引等を行っています。 
取引に係るリスクの内容 
　　当行が利用している為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有しており、金利スワップ取引及び債券先物取引は、市場金利の変動によるリス
クを有しております。なお、当行のデリバティブ取引の契約先については信用度などに留意かつ分散しており、相手方の契約不履行による信用リスクは
ほとんどないと認識しております。 
取引に係るリスク管理体制 
　当行は、リスク管理体制の強化を重要な経営課題としてとらえ、「リスク管理規定」を策定し、かつ組織的な対応に基づき管理を行っております。担
当グループでは、各種規程・報告体制・決裁権限を明文化し、取引担当部内で取引実行部門（フロントオフィス）と事務管理部門（バックオフィス）と
に分離し、相互牽制体制を確立しています。債券先物取引等のディーリングに係る取引については、行内規定により取引量及びポジションを制限してお
ります。また、ヘッジに係るデリバティブ取引については、被ヘッジ資産を原資産として限定的取引であります。日常の取引状態の把握、管理において、 
担当部はポジション残高・オフバランス取引損益等を経営陣に日次、週次で報告しており、経営の判断、意思決定が迅速に行える体制としております。 
金利見直し、損益見通しに係る資産・負債管理については、毎月もしくは必要に応じて適宜ALM委員会を開催してヘッジ状況等を検討しております。 

定量的情報の補足説明 
　　スワップ取引に係る想定元本は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量又は信用リスク量を示すものではありません。 

1．時価の算定
店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

2．上記取引は時価評価を行い評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いており
ます。

（注）

（16年3月期注）
1．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上してお
ります。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び外貨建金
銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表表示
に反映されているものは、上記記載から除いております。
2．時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

3．従来、引直し対象としていた先物為替予約、通貨オプション等は、当会計
年度からは上記に含めて記載しております。なお、「銀行業における外貨建
取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第25号）に基づきヘッジ会計を適用している通貨ス
ワップ取引等については、上記記載から除いております。

（17年3月期注）
1．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上し
ております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査

上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）等に基づ
きヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等
に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映さ
れているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたもの
については、上記記載から除いております。
2．時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

1,254 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

1,222 
－ 
－ 
－ 

△ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
53 
－ 
－ 
－ 
53 △ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
53 
－ 
－ 
－ 
53

△ △ 

16年3月期 17年3月期 
うち１年超 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

3,083 
1,639 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

うち１年超 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
74 
74 
－ 
－ 
－ 
－ 
0

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
74 
74 
－ 
－ 
－ 
－ 
0

16年3月期 
契約額等 時　　価 評価損益 契約額等 時　　価 評価損益 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

1,738 
1,554 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
31 
26 
－ 
－ 
－ 
－ 
4

 
 
 
 
 
 
△ 

 
 
 
 
 
 
△ 

 
 
 
 
 
△ 
 
 
 
 
 
△ 

 
 
 
 
 
△ 
 
 
 
 
 
△ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
31 
26 
－ 
－ 
－ 
－ 
4
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損益の状況  

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

資 金 運 用 勘 定  

　うち　貸出金 

　うち　有価証券 

　うち　コールローン 

資 金 調 達 勘 定  

　うち　預金 

　うち　コールマネー 

16年3月期 

 

17年3月期 

 
平均残高 利　　息 

　 ％ 

利 回 り 

（注）1．（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。
2．国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。
3．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（16年3月期107百万円、17年3月期203百万円）を控除して表示しております。

資 金 運 用 勘 定  

　うち　貸出金 

　うち　商品有価証券 

　うち　有価証券 

　うち　コールローン 

　うち　買入金銭債権 

　うち　預け金 

資 金 調 達 勘 定  

　うち　預金 

　うち　譲渡性預金 

　うち　コールマネー 

　うち　債券貸借取引受入担保金 

　うち　売渡手形 

16年3月期 

 

17年3月期 

 
平均残高 利　　息 利 回 り 

1.98％ 

2.00 

0.66 

2.05 

0.07 

0.64 

0.00 

0.08 

0.07 

0.13 

0.34 

0.04 

0.00

933,857 

661,229 

271 

253,864 

14,328 

1,477 

1,555 

890,165 

877,880 

5,282 

4,286 

1,594 

767

18,520 

13,241 

1 

5,222 

10 

9 

0 

714 

644 

7 

14 

0 

0

　 　 1.99％ 

2.07 

0.64 

2.07 

0.03 

0.16 

0.00 

0.09 

0.09 

0.04 

0.38 

－ 

－ 

927,570 

665,711 

260 

223,455 

23,648 

11,651 

1,480 

879,067 

871,948 

6,719 

25 

－ 

－ 

18,496 

13,804 

1 

4,644 

8 

19 

0 

838 

794 

3 

0 

－ 

－ 

平均残高 利　　息 利 回 り 

（注）1．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（16年3月期675百万円、17年3月期944百万円）を控除して表示しております。
2．国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息は、相殺して記載しております。

（注）1．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（16年3月期568百万円、17年3月期741百万円）を控除して表示しております。
2．（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。

（単位：百万円） 

資　金　運　用　勘　定 

うち　貸 　 出 　 金  

うち　商品有価証券  

うち　有 価 証 券  

うち　コールローン  

うち　買入金銭債権  

うち　預 　 け 　 金  

資　金　調　達　勘　定 

うち　預　　　　　金 

うち　譲 渡 性 預 金  

うち　コールマネー  

うち　債券貸借取引受入担保金 

うち　売 渡 手 形 

16年3月期 17年3月期 

平均残高 

 

　利　　息 利 回 り  

 

平均残高 

 

　利　　息 利 回 り  

 　 ％ 
　 　 1.80 

2.00 

0.66 

1.80 

0.00 

0.64 

0.00 

0.07 

0.07 

0.13 

0.00 

0.04 

0.00

 

659,329 

29,456 

195,812 

13,737 

1,477 

1,555 

886,894 

875,233 

5,282 

3,667 

1,594 

767

(58,818) 
931,001

　  

13,188 

1 

3,538 

0 

9 

0 

660 

617 

7 

0 

0 

0

(63) 
16,803　 ％ 　 　 1.82 

2.07 

0.64 

1.85 

0.00 

0.16 

0.00 

0.09 

0.08 

0.04 

0.00 

－ 

－ 

 

664,922　 

260　 

163,820　 

22,963　 

11,651　 

1,480　 

876,980　 

869,872　 

6,719　 

19　 

－　 

－　 

(59,967) 
925,677

　  

13,788　 

1　 

3,044　 

0　 

19　 

0　 

823　 

779　 

3　 

0　 

－　 

－　 

(81) 
16,938

　 　 

平均残高 利　　息 

61,674 

1,899 

58,052 

591 

 

2,647 

619

1,780 

52 

1,684 

10 

 

26 

14

2.88％ 

2.78 

2.90 

1.76 

0.19 

1.01 

2.39

利 回 り 

(58,818) 
62,089

(63) 
117

　 　 ％ 

　 　 

61,860　 

788　 

59,634　 

685　 

 

2,076　 

6　 

1,639 

15 

1,600 

7 

 

14 

0

2.65％ 

1.95 

2.68 

1.05 

0.15 

0.72 

1.57

(59,967) 
62,054

(81) 
97

（３）合　　計 

（２）国際業務部門 

資金運用・調達勘定の平均残高、利息、利回り 

（１）国内業務部門 
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新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

損
益
の
状
況 

（金額単位：百万円） 
（口数単位：千　口） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

送金為替 

代金取立 

各地へ向けた分 

各地より受けた分 

各地へ向けた分 

各地より受けた分 

16年3月期 

 

17年3月期 

 口　　数 

　 　 

金　　額 口　　数 金　　額 

受取利息 

　うち　貸出金 

　うち　商品有価証券 

　うち　有価証券 

　うち　コールローン 

　うち　買入金銭債権 

　うち　預け金 

支払利息 

　うち　預金 

　うち　譲渡性預金 

　うち　コールマネー 

　うち　債券貸借取引受入担保金 

　うち　売渡手形 

 

16年3月期 

 

17年3月期 

 残高による増減 利率による増減 純 増 減  

97 

115 

0 

594 

0 

16 

0 

9 

4 

0 

0 

0 

0

 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

231 

484 

0 

99 

0 

7 

0 

172 

166 

4 

0 

0 

0

△ 

△ 

 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

134 

600 

0 

494 

0 

9 

0 

162 

161 

3 

0 

0 

0

△ 

△ 

 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

 

残高による増減 利率による増減 純 増 減  

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含め算出しております。

153 

87 

0 

33 

0 

1 

0 

12 

10 

0 

0 

－ 

－ 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

 

△ 

1,034 

566 

0 

254 

0 

14 

0 

320 

308 

0 

0 

－ 

－ 

△ 

△ 

  

△ 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

881 

653 

0 

221 

1 

13 

0 

308 

297 

0 

0 

－ 

－ 

受取利息 

　うち　貸出金 

　うち　有価証券 

　うち　コールローン 

支払利息 

　うち　預金 

　うち　コールマネー 

16年3月期 

 

17年3月期 

 残高による増減 利率による増減 純 増 減  

4 

21 

42 

0 

0 

4 

10

△ 

 

△ 

△ 

145 

15 

126 

4 

20 

7 

4

140 

37 

83 

3 

20 

11 

14

238 

1 

226 

3 

21 

6 

2

 

 

 

 

 

 

△ 

59 

2 

73 

4 

38 

8 

0

  

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

298 

0 

300 

0 

16 

1 

2

残高による増減 利率による増減 純 増 減  

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含め算出しております。

2,224 

2,326 

113 

112

1,711,955 

1,635,700 

166,191 

172,090

　 　 2,234 

2,339 

122 

119

1,627,528 

1,558,406 

177,628 

205,806

（１）国内業務部門 

受取利息・支払利息の分析 

内国為替取扱実績 

（２）国際業務部門 
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損益の状況  

（単位：百万円） 役務取引の状況 

役 務 取 引 等 収 益 

　うち　預金・貸出業務 

　うち　為替業務 

　うち　証券関連業務 

　うち　代理業務 

　うち　保護預り・貸金庫業務 

　うち　保証業務 

役 務 取 引 等 費 用 

　うち　為替業務 

17年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

（単位：百万円） 営業経費の内訳 

給料・手当 
退職給付費用 
福利厚生費 
減価償却費 
土地建物機械賃借料 
営繕費 
消耗品費 
給水光熱費 
旅費 
通信費 
広告宣伝費 
租税公課 
その他 
合計 

5,248 
519 
65 
328 
673 
73 
236 
119 
16 
286 
140 
526 

3,496 
11,731

17年3月期 

5,334 
459 
61 
316 
674 
55 
244 
116 
20 
273 
105 
466 

3,450 
11,579

16年3月期 

（単位：％） 利鞘 

資金運用利回り 
資金調達原価 
総資金利鞘 

17年3月期 

1.80 
1.36 
0.44

2.88 
0.37 
2.51

1.98 
1.37 
0.61

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 

16年3月期 

1.83 
1.38 
0.45

2.65 
0.38 
2.27

1.99 
1.39 
0.60

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 

（単位：百万円） その他業務利益の内訳 

そ の 他 業 務 収 益 
　外国為替売買益 
　商品有価証券売買益 
　国債等債券売却益 
　国債等債券償還益 
　その他 
そ の 他 業 務 費 用  
　商品有価証券売買損 
　国債等債券売却損 
　国債等債券償還損 
　国債等債券償却 
　その他 
そ の 他 業 務 利 益 

17年3月期 

479 
 
8 

368 
20 
81 
384 
－ 

347 
9 
－ 
27 
94

267 
265 
－ 
－ 
2 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

267

746 
265 
8 

368 
22 
81 
384 
－ 

347 
9 
－ 
27 
361

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 

16年3月期 

433 
 

－ 
368 
4 
60 
904 
2 

892 
8 
－ 
1 

△　　470

192 
192 
－ 
－ 
－ 
－ 

190 
－ 
－ 
0 

190 
－ 
1

626 
192 
－ 

368 
4 
60 

1,095 
2 

892 
9 

190 
1 

△　　468

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 

1,991 

780 

856 

169 

119 

28 

37 

988 

138

28 

0 

27 

－ 

－ 

－ 

0 

94 

94

2,019 

780 

884 

169 

119 

28 

37 

1,082 

233

16年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　計 

1,812 

654 

865 

71 

172 

26 

21 

941 

140

32 

0 

31 

－ 

－ 

－ 

1 

60 

60

1,845 

654 

897 

71 

172 

26 

22 

1,002 

201



47

DISCLOSURE 2005
新しい風はこびます 

損
益
の
状
況 

（単位：％） 利益率 

総資産経常利益率 
資本経常利益率 
総資産当期純利益率 
資本当期純利益率 

0.39 
7.25 
0.16 
2.97

17年3月期 

0.29 
5.41 
0.14 
2.62

16年3月期 
 

2．資本経常（当期純）利益率＝ ×100

（注）1．総資産経常（当期純）利益率＝ ×100
経常（当期純）利益

総資産（除く支払承諾見返）平均残高

経常（当期純）利益

資本勘定平均残高

（単位：百万円） 

粗利益 （単位：百万円） 

資 金 運 用 収 益  

資 金 調 達 費 用  

資　金　運　用　収　支 

役 務 取 引 等 収 益  

役 務 取 引 等 費 用  

役 務 取 引 等 収 支  

そ の 他 業 務 収 益  

そ の 他 業 務 費 用  

そ の 他 業 務 収 支  

業 務 粗 利 益  

業 務 粗 利 益 率  

17年3月期 16年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 国際業務部門 合　　　　計 合　　　　計 国内業務部門 

（注） 1．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務
部門に含めております。

2．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であり、下段の計数はこれを控除して表示
してあります。

3．業務粗利益率＝ ×100業務粗利益
資金運用勘定平均残高

△ 

16,803 
660 

16,143 
1,991 
988 

1,003 
479 
384 
94 

17,240 
1.85％ 

△ 

16,938　 
823　 

16,114　 
1,812　 
941　 
870　 
433　 
904　 
470　 

16,514　 
1.78％ 

16,938　 
823　 

16,114　 
1,812　 
941　 
870　 
433　 
904　 
470　 

16,514　 
1.78％ 

1,780 
117 

1,662 
28 
94 
66 
267 
－ 

267 
1,863 
3.02％ 

△ 

1,639　 
97　 

1,542　 
32　 
60　 
28　 
192　 
190　 
1　 

1,516　 
2.45％ 

 
 

17,805 
2,019 
1,082 
937 
746 
384 
361 

19,104 
2.04％ 

63 
18,520 

63 
714

△ 

 
 

17,657　 
1,845　 
1,002　 
842　 
626　 

1,095　 
468　 

18,031　 
1.94％ 

81　 
18,496　 

81　 
838　 

 

単体自己資本比率（国内基準） 

基本的項目 

補完的項目 

リスク・アセット等 

控除項目 
自己資本額 

資本金 
 
新株式払込金 
資本準備金 
その他資本剰余金 
利益準備金 
任意積立金 
次期繰越利益 
その他 
その他有価証券の評価差損（△） 
自己株式払込金 
自己株式（△） 
営業権相当額（△） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 
　　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注1） 
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 
一般貸倒引当金 
負債性資本調達手段等 
　　うち永久劣後債務　　　　　　　　　　　　（注2） 
　　うち期限付劣後債務および期限付優先株　　　（注3） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 
うち自己資本への算入額 
控除項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注4） 
（A）＋（B）－（C） 
資産（オン・バランス）項目 
オフ・バランス取引項目 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 

17年3月期 

8,000 
－ 
－ 

5,430 
－ 

1,949 
31,360 
4,479 

－ 
－ 
－ 

122 
－ 

51,096 
－ 

1,712 
2,767 

－ 
－ 
－ 

4,480 
4,480 

－ 
55,577 
521,588 
9,052 

530,641

16年3月期 

　8,000　 
－　 
－　 

5,430　 
－　 

1,865　 
31,360　 
3,258　 
　－　 
－　 
－　 
80　 
－　 

49,834　 
－　 

1,837　 
3,765　 

－　 
－　 
－　 

5,602　 
5,257　 

－　 
55,092　 
537,446　 
9,855　 

547,302　 

10.47％ 10.06％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（A） 
 
 
 
 
 
 
 
（B） 
（C） 
（D） 
 
 
（E） 
 

　 

項　　　　　　　　　　目 

うち非累積的永久優先株 

単体自己資本比率（国内基準）＝　　　　　　　×100
D 
E

業務純益 （単位：百万円） 

17年3月期 

業 　 務 　 純 　 益  8,585

16年3月期 

8,059

（注）業務純益は、資金運用収支、役務取引等収支、その他業務収支の合計であ
る業務粗利益から貸倒引当金繰入額（一般）と経費（臨時的経費を除く）を差
し引いたもので、銀行の本業での業績を示す収益指標であります。

(注)1.告示第30条第2項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優
先出資証券を含む。）であります。
2.告示第31条第1項第3号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（2）一定の場合を除き、償還されないものであること
（3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（4）利払い義務の延期が認められるものであること
3.告示第31条第1項第4号および第5号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が5年を超えるものに限られております。
4.告示第32条第1項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。
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預金・貸出金業務  

（1）期末残高 

（単位：百万円・％） 

（単位：百万円・％） 

（2）平均残高 

預金・譲渡性預金残高 

（単位：百万円） 預金者別残高 （単位：百万円） 

（単位：百万円） 

財形預金残高 

個　　人 

一般法人 

そ の 他 

合　　計 

16年3月期 
 

17年3月期 
 

残　　　高 構　成　比 残　　　高 

650,730 

204,034 

20,321 

875,087

74.36％ 

23.32 

2.32 

100.00

　 655,540 

194,808 

28,210 

878,560

74.62％ 

22.17　 

3.21　 

100.00　 

構　成　比 財形預金 

16年3月期 

9,70910,168

17年3月期 

　流動性預金 

　　うち有利息預金 

　定期性預金 

　　うち固定自由金利定期預金 

　　うち変動自由金利定期預金 

　その他 

　合計 

譲渡性預金 

総合計 

17年3月期 16年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 

預
　
　
　
　
　
金 

（注）1．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金

固定自由金利定期預金：預入時に満期日迄の利率が確定する自由金利定期預金
変動自由金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金

3．国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。
4．（ ）内は構成比です。

定期預金の残存期間別残高 

3か月未満 

3か月以上　6か月未満 

6か月以上　1年未満 

1年以上　2年未満 

2年以上　3年未満 

3年以上 

合計 

17年3月期 16年3月期 

定期預金 

101,534 

74,576 

159,512 

89,666 

99,223 

9,714 

534,227

90,609 

67,525 

140,958 

54,681 

35,853 

9,485 

399,114

10,824 

7,051 

18,554 

34,984 

63,369 

229 

135,013

124,001 

82,691 

170,275 

80,884 

　86,198 

10,218 

554,268

103,043 

71,405 

142,786 

42,224 

47,907 

10,101 

417,468

20,852 

11,286 

27,488 

38,660 

38,290 

116 

136,695

定期預金 うち固定自由金利定期預金 うち変動自由金利定期預金 うち固定自由金利定期預金 うち変動自由金利定期預金 

　流動性預金 

　　うち有利息預金 

　定期性預金 

　　うち固定自由金利定期預金 

　　うち変動自由金利定期預金 

　その他 

　合計 

譲渡性預金 

総合計 

17年3月期 16年3月期 

国内業務部門 

312,517 

280,008 

559,301 

414,024 

135,572 

3,413 

875,233 

5,282 

880,515

－ 

－ 

93 

 

 

2,553 

2,647 

－ 

2,647

304,311 

275,187 

562,061 

415,880 

135,550 

3,500 

869,872 

6,719 

876,591

（ 34.71） 

 

（ 64.12） 

 

 

（　0.40） 

（ 99.23） 

（　0.77） 

（100.00） 

304,311 

275,187 

562,171 

415,880 

135,550 

5,466 

871,948 

6,719 

878,667

（ 34.64） 

 

（ 63.98） 

 

 

（　0.62） 

（ 99.24） 

（　0.76） 

（100.00） 

－ 

－ 

110 

 

  

1,965 

2,076 

－ 

2,076 

 

 

 

（　5.30） 

 

 

（ 94.70） 

（100.00） 

 

（100.00） 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 国際業務部門 合　　　　計 

預
　
　
　
　
　
金 

320,297 

279,481 

543,967 

399,114 

135,013 

10,821 

875,087 

3,170 

878,257

－ 

－ 

82 

 

 

2,730 

2,812 

－ 

2,812

320,297 

279,481 

543,885 

399,114 

135,013 

8,091 

872,274 

3,170 

875,444

（　　　　） 

 

（　　　　） 

 

 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

36.59 

 

62.13 

 

 

0.92 

99.64 

0.36 

100.00

（　　　　） 

 

（　　　　） 

 

 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

35.49 

 

63.52 

 

 

0.39 

99.40 

0.60 

100.00

312,517 

280,008 

559,395 

414,024 

135,572 

5,967 

877,880 

5,282 

883,162

（　　　　） 

 

（　　　　） 

 

 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

35.39 

 

63.34 

 

 

0.67 

99.40 

0.60 

100.00

 

 

（　　　　） 

 

 

（　　　　） 

（　　　　） 

 

（　　　　） 

 

 

3.54 

 

 

96.46 

100.00 

 

100.00

 

 

（　　　　） 

 

 

（　　　　） 

（　　　　） 

 

（　　　　） 

 

 

2.93 

 

 

97.07 

100.00 

 

100.00

（　　　　） 

 

（　　　　） 

 

 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

36.47 

 

61.94 

 

 

1.23 

99.64 

0.36 

100.00

    　 　  

 

（　3.99） 

 

 

（ 96.01） 

（100.00） 

 

（100.00） 

 

302,984 

266,383 

564,838 

417,468 

136,695 

10,737 

878,560 

4,070 

882,630

（ 34.33） 

 

（ 63.99） 

 

 

（　1.22） 

（ 99.54） 

（　0.46） 

（100.00） 

－ 

－ 

99 

 

  

2,385 

2,484 

－ 

2,484

302,984 

266,383 

564,739 

417,468 

136,695 

8,352 

876,076 

4,070 

880,146

（ 34.42） 

 

（ 64.17） 

 

 

（　0.95） 

（ 99.54） 

（　0.46） 

（100.00） 

（注）本表の定期預金残高には、特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。



49

新しい風はこびます 
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預
金
・
貸
出
金
業
務 

（単位：百万円・％） 貸出金の預金に対する比率 

（単位：百万円） 従業員１人当たり・１店舗当たり残高 

（単位：百万円・％） （2）平均残高 

（単位：百万円・％） （1）期末残高 
貸出金残高 

預　　　金 

貸　出　金 

16年3月期 17年3月期 

従業員１人当たり １店舗当たり残高 従業員１人当たり 

1,127 

845

12,546 

9,410

1,082 

823

12,431 

9,457 

 

１店舗当たり残高 

（注）1．預金には譲渡性預金を含んでおります。
2．従業員数は、嘱託、臨時従業員及び出向者を除く期中平均人員で算出しております。

手　形　貸　付 

証　書　貸　付 

当　座　貸　越 

割　引　手　形 

合　　　　　計 

17年3月期 16年3月期 

国内業務部門 

72,192 

478,190 

75,283 

30,391 

656,058

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

2,588 

93 

－ 

－ 

2,682

74,780 

478,284 

75,283 

30,391 

658,741

78,734 

481,393 

78,078 

31,964 

670,170

（ 11.75） 

（ 71.83） 

（ 11.65） 

（　4.77） 

（100.00） 

1,216 

117 

－ 

－ 

1,334

（ 91.18） 

（　8.82） 

 

 

（100.00） 

79,951 

481,511 

78,078 

31,964 

671,505

（ 11.91） 

（ 71.70） 

（ 11.63） 

（　4.76） 

（100.00） 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 国際業務部門 合　　　　計 

手　形　貸　付 

証　書　貸　付 

当　座　貸　越 

割　引　手　形 

合　　　　　計 

17年3月期 16年3月期 

国内業務部門 

75,074 

476,786 

78,011 

29,456 

659,329

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

11.39 

72.31 

11.83 

4.47 

100.00

（　　　　） 

（　　　　） 

 

 

（　　　　） 

94.20 

5.80 

 

 

100.00

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

11.63 

72.12 

11.80 

4.45 

100.00

1,789 

110 

－ 

－ 

1,899

76,863 

476,897 

78,011 

29,456 

661,229

86,133 

470,809 

77,808 

30,171 

664,922

（ 12.95） 

（ 70.81） 

（ 11.70） 

（　4.54） 

（100.00） 

652 

135 

－ 

－ 

788

（ 82.77） 

（ 17.23） 

 

 

（100.00） 

86,785 

470,944 

77,808 

30,171 

665,711

（ 13.04） 

（ 70.74） 

（ 11.69） 

（　4.53） 

（100.00） 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 国際業務部門 合　　　　計 

（注）1．国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。
2．（ ）内は構成比です。

貸出金（A） 

預　金（B） 

（A）／（B） 

  期中平均 

17年3月期 16年3月期 

国内業務部門 

656,058 

875,444 

74.94 

74.88

2,682 

2,812 

95.37 

71.74

658,741 

878,257 

75.00 

74.87

670,170 

880,146 

76.14 

75.85

1,344 

2,484 

53.71 

37.96

671,505 

882,630 

76.08 

75.76

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 国際業務部門 合　　　　計 

（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。

預
貸
率 

（単位：百万円） 中小企業等に対する貸出金 

　総貸出金残高（A） 

　中小企業等貸出金残高（B） 

（B）／（A） 

16年3月期 17年3月期 

貸出先数 金　　額 貸出先数 

39,314 

39,150 

99.58％ 

658,647 

511,663 

77.68％ 

 

 

％ 

 

 

％ 

41,115　 

40,937　 

99.56％ 

671,387　 

528,042　 

78.65％ 

金　　額 

（注）1．本表の貸出金残高には、特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。
2．中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、飲食店、サービス業は５,000万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、
卸売業は100人、小売業、飲食店は50人、サービス業は100人）以下の会社及び個人であります。

11.00 

72.89 

11.48 

4.63 

100.00

（　　　　） 

（　　　　） 

 

 

（　　　　） 

96.50 

3.50 

 

 

100.00

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

11.35 

72.61 

11.43 

4.61 

100.00
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預金・貸出金業務  

（単位：百万円） 貸出金業種別内訳 

国内店分 
（除く特別国際金融取引勘定分） 

　製造業 

　農業 

　林業 

　漁業 

　鉱業 

　建設業 

　電気・ガス・熱供給・水道業 

　情報通信業 

　運輸業 

　卸売・小売業 

　金融・保険業 

　不動産業 

　各種サービス業 

　地方公共団体 

　その他 

特別国際金融取引勘定分 

　政府等 

合計 

17年3月期 
 

貸出先数 

 
39,314 

1,340 

54 

7 

1 

43 

1,611 

30 

43 

236 

1,513 

31 

302 

1,664 

36 

32,403 

1 

1 

39,315

 
658,647 

103,946 

1,327 

324 

3 

4,928 

55,729 

3,172 

7,492 

17,638 

81,228 

16,453 

27,123 

85,006 

79,663 

174,607 

93 

93 

658,741

 
100.00 

15.78 

0.20 

0.05 

0.00 

0.75 

8.46 

0.48 

1.14 

2.68 

12.33 

2.50 

4.12 

12.91 

12.09 

26.51 

100.00 

100.00

16年3月期 

先 
41,115 

1,414 

59 

9 

2 

47 

1,708 

35 

43 

246 

1,622 

31 

316 

1,750 

47 

33,786 

1 

1 

41,116

 
671,387 

108,099 

1,608 

242 

2 

6,642 

60,773 

3,071 

13,289 

17,579 

81,489 

20,131 

31,652 

86,678 

67,908 

172,217 

117 

117 

671,505

 
100.00 

16.10 

0.24 

0.04 

0.00 

0.99 

9.05 

0.46 

1.98 

2.62 

12.14 

3.00 

4.71 

12.91 

10.11 

25.65 

100.00 

100.00

貸出先数 貸出金残高 構成比（％） 貸出金残高 構成比（％） 

（単位：百万円） 貸出金の担保別内訳 

有価証券 

債権 

商品 

不動産 

その他 

計 

保証 

信用 

合計 

（うち劣後特約付貸出金） 

1,529 

9,096 

－ 

120,122 

44 

130,792 

219,794 

308,154 

658,741 

（－） 

17年3月期 

2,334 

10,658 

－ 

129,468 

72 

142,534 

215,144 

313,826 

671,505 

（－） 

16年3月期 

（単位：百万円） 貸出金の残存期間別残高 

1年以下 

1年超　3年以下 

3年超　5年以下 

5年超　7年以下 

7年超 

期間の定めのないもの 

合計 

17年3月期 

124,509 

65,621 

91,738 

48,899 

252,687 

75,283 

658,741

 

23,517 

37,640 

20,800 

77,192 

75,283

 

42,104 

54,098 

28,099 

175,495 

－ 

貸出金 うち変動金利 うち固定金利 

16年3月期 

130,527 

74,958 

90,652 

51,805 

245,482 

78,078 

671,505

 

24,822 

42,077 

20,566 

88,690 

78,078

 

50,136 

48,574 

31,239 

156,792 

－ 

貸出金 うち変動金利 うち固定金利 

（注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。
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（単位：百万円） 貸出金使途別残高 

設　備　資　金 

運　転　資　金 

合　　　　　計 

17年3月期 

残　　　高 

270,910 

387,830 

658,741

41.13 

58.87 

100.00

構　成　比（％） 

16年3月期 

残　　　高 

275,423 

396,081 

671,505

41.02　 

58.98　 

100.00　 

構　成　比（％） 

（単位：百万円） 特定海外債権残高 

アルジェリア民主人民共和国 

合計（資産の総額に対する割合） 

93 

93（0.00％） 

17年3月期 

117 

117（0.01％） 

16年3月期 

（単位：百万円） 消費者ローン・住宅ローン残高 

消費者ローン 

住宅ローン 

合計 

9,166 

154,282 

163,449

17年3月期 

9,827 

149,941 

159,768

16年3月期 

（単位：百万円） 貸倒引当金の内訳 

一般貸倒引当金 

個別貸倒引当金 

特定海外債権引当勘定 

合計 

2,767 

6,646 

13 

9,427

17年3月期 

3,765 

7,463 

21 

11,250

16年3月期 

998 

817 

8 

1,823

△ 

△ 

△ 

△ 

増減 

（単位：百万円） 貸出金償却額 

貸出金償却額 0

17年3月期 

17

16年3月期 

（単位：百万円） 

金融再生法による開示債権 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 

危 険 債 権  

要 管 理 債 権  

（小　　　　　　計） 

正 常 債 権  

債 権 額 計  

10,291 

9,841 

6,935 

27,069 

641,754 

668,824

17年3月期 

（単位：百万円） 支払承諾見返額の担保別内訳 

有　価　証　券 

債　　　　　権 

商　　　　　品 

不 　 動 　 産 

そ 　 の 　 他 

　 　 計 

保　　　　　証 

信　　　　　用 

合　　　　　計 

－ 

2 

－ 

634 

－ 

636 

3,935 

4,602 

9,174

17年3月期 

－ 

3 

－ 

808 

－ 

812 

4,761 

4,445 

10,018

16年3月期 

（　　　　 ） 

 

9,576 

15,654 

10,686 

35,917 

646,805 

682,722

16年3月期 

（　　　　 ） 

 

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第6条に基づき、当行の貸借対照表の貸出金、外国為替、その他資
産中の未収利息及び仮払金、支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに欄外に注記するとされている有価証券の貸付を行っている場合のその有価証券（使用
貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）について債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として次のとおり区分するものであります。

※1．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、会社更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権をいう。
2．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至ってないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可
能性の高い債権。
3．要管理債権とは、3カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権。
4．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記1から3までに掲げる債権以外のものに区分される債権。



52

証券業務・国際業務  

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

 

（　　　　） 

有価証券の残存期間別残高 

（単位：百万円・％） （１）期末残高 

（単位：百万円・％） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（２）平均残高 

有価証券残高 

国　　　　　債 

地　　方　　債 

社　　　　　債 

株　　　　　式 

そ　　の　　他 

　 うち外国債券 

合　　　　　計 

 

 

 

 

（100.00） 

 

（100.00） 

－ 

－ 

－ 

－ 

57,151 

57,151 

57,151

 

 

 

 

（100.00） 

 

（100.00） 

－ 

－ 

－ 

－ 

60,374 

60,374 

60,374

国際業務部門 合　　　　計 国内業務部門 

82,889 

47,320 

55,786 

29,144 

3,458 

 

218,598

37.92 

21.65 

25.52 

13.33 

1.58 

 

100.00

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

 

（　　　　） 

30,313 

48,720 

59,313 

17,493 

1,703 

 

157,544

（ 19.24） 

（ 30.93） 

（ 37.65） 

（ 11.10） 

（　1.08） 

 

（100.00） 

82,889 

47,320 

55,786 

29,144 

60,609 

57,151 

275,750

30.06 

17.16 

20.23 

10.57 

21.98 

 

100.00

30,313 

48,720 

59,313 

17,493 

62,078 

60,374 

217,918

（ 13.91） 

（ 22.36） 

（ 27.22） 

（　8.03） 

（ 28.48） 

 

（100.00） 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 

17年3月期 16年3月期 

有

価

証

券

 

国　　　　　債 

地　　方　　債 

社　　　　　債 

株　　　　　式 

そ　　の　　他 

　 うち外国債券 

合　　　　　計 

国際業務部門 合　　　　計 国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 国内業務部門 

17年3月期 16年3月期 

17年3月期 16年3月期 

17年3月期 16年3月期 

73,341 

48,145 

59,632 

13,623 

1,069 

 

195,812

37.45 

24.59 

30.45 

6.96 

0.55 

 

100.00

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

 

（　　　　） 

－ 

－ 

－ 

－ 

58,052 

58,052 

58,052

 

 

 

 

（100.00） 

 

（100.00） 

73,341 

48,145 

59,632 

13,623 

59,121 

58,052 

253,864

28.89 

18.96 

23.49 

5.37 

23.29 

 

100.00

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

（　　　　） 

 

（　　　　） 

40,311 

47,700 

62,424 

11,780 

1,604 

 

163,820

（ 24.61） 

（ 29.12） 

（ 38.10） 

（　7.19） 

（　0.98） 

 

（100.00） 

－ 

－ 

－ 

－ 

59,634 

59,634 

59,634

 

 

 

 

（100.00） 

 

（100.00） 

40,311 

47,700 

62,424 

11,780 

61,238 

59,634 

223,455

（ 18.04） 

（ 21.35） 

（ 27.93） 

（　5.27） 

（ 27.41） 

 

（100.00） 

（注）1．貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しております。
2．自己株式を除いて記載しております。
3．（ ）内は構成比です。

（注）自己株式を除いて記載しております。

1年以下 

1年超3年以下 

3年超5年以下 

5年超7年以下 

7年超10年以下 

10年超 

期間の定めのないもの 

合計 

国債 地方債 社債 国債 地方債 社債 

1年以下 

1年超3年以下 

3年超5年以下 

5年超7年以下 

7年超10年以下 

10年超 

期間の定めのないもの 

合計 

株式 その他の証券 うち外国債券 株式 その他の証券 うち外国債券 

2,680 

5,192 

1,134 

4,098 

69,783 

－ 

－ 

82,889

3,301 

8,321 

8,601 

5,147 

21,948 

－ 

－ 

47,320

3,624 

14,825 

13,206 

12,833 

11,296 

－ 

－ 

55,786

2,454 

6,182 

3,553 

1,116 

17,005 

－ 

－ 

30,313

3,416 

8,109 

8,935 

8,552 

19,706 

－ 

－ 

48,720

3,902 

9,354 

20,158 

15,483 

7,628 

2,787 

－ 

59,313

29,144 

29,144

12,245 

3,463 

4,514 

7,296 

1,018 

3,984 

24,629 

57,151

12,245 

3,561 

4,607 

7,296 

3,036 

3,984 

25,877 

60,609

17,493 

17,493

2,416 

15,043 

2,956 

7,157 

3,995 

4,464 

24,338 

60,374

2,416 

15,090 

3,155 

7,252 

3,995 

4,464 

25,702 

62,078

有

価

証

券
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（単位：百万ドル） 外貨建資産残高 

外 貨 建 資 産 48

17年3月期 

24

16年3月期 

（単位：百万ドル） 外国為替取扱高 

仕 向 為 替  

 

被仕向為替 

258 

426 

47 

15 

746

189 

132 

49 

9 

380

17年3月期 16年3月期 

売渡為替 

買入為替 

支払為替 

取立為替 

合　　　　　計 

（単位：百万円・％） 有価証券の預金に対する比率 

有価証券（A） 

預　　金（B） 

（A）／（B） 

  期中平均 

218,598 

875,444 

24.96 

22.23

57,151 

2,812 

2,032.39 

2,193.12

275,750 

878,257 

31.39 

28.74

157,544 

880,146 

17.89 

18.68

60,374 

2,484 

2,430.51 

2,872.54

217,918 

882,630 

24.68 

25.43

17年3月期 16年3月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 

（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。

（単位：百万円） 国債等公共債及び証券投資信託の窓口販売 

国　　　　　債 

地 　 方 　 債  

証券投資信託 

合　　　　　計 

17年3月期 16年3月期 

6,264 

1,000 

7,079 

14,344

6,920 

－ 

1,488 

8,408

（注）（ ）内は商品有価証券の平均残高であります。

（単位：百万円） 公共債ディーリング実績 

商　品　国　債 

商 品 地 方 債 

合　　　　　計 

（平均残高） 17年3月期 16年3月期 

4,268 

12 

4,280

（271） 

（　 0） 

（271） 

2,132 

－ 

2,132

（260） 

（　－） 

（260） 

（平均残高） 

（単位：百万円） 公共債引受額 

国　　　　　債 

地　　方　　債 

政　　保　　債 

合　　　　　計 

17年3月期 16年3月期 

1,697 

1,000 

1,500 

4,197

2,288 

－ 

1,220 

3,508

預
証
率 
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役員・従業員  

役　員 

従業員の状況 

従　　業　　員　　数 

平　　均　　年　　齢 

平　均　勤　続　年　数 

平　均　給　与　月　額　　 

16年3月 

　824人 

41歳 6 月 

19年10月 

　415千円 

17年3月 

778人 

41歳 5 月 

19年7月 

425千円 

（注）1.従業員数には、臨時雇員および嘱託を含んでおりません。 
　　2.平均年齢、平均勤続年数および平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。 
　　3.平均給与月額は、3月中の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与は含まれておりません。 

取締役頭取 

常務取締役 

常務取締役 

常務取締役 

常務取締役 

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

 

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

常勤監査役 

常勤監査役 

監 査 役  

監 査 役  

金　岡　純　二 

福　原　祥　二 

武　隈　光　男 

岡　本　諦　観 

橋　本　一　次 

稲　垣　義　雄 

藤　岡　正　紀 

南　茂　　　敬 

 

（            ） 代表取締役  
リスク管理委員長 
市場金融部長 

（　　　　　）

（ 　 　 　 　 　）

営業企画部長 
地域貢献室長 

（代表取締役） 

 

コンプライアンス委員長 

 

（ 審 査 部 長 ） 

（ 事 務 部 長 ） 

（総合企画部長） 

（債権管理部長） 

（人事企画部長） 

（ローン営業部長） 

（本店営業部長） 

 

 

本　多　正　文 

宮　川　一　誠 

　浅　井　澄　夫 

平　井　彦次郎 

澤　田　清　孝 

中　尾　哲　雄 

梅　沢　直　正 

 

（            ） 総合企画部  
主計・ALM 
担　　　　当 

執 行 役 員  藤　澤　繁　幸 

（注）監査役中尾哲雄及び梅沢直正は、株式会社の監査等に関する商法の特
例に関する法律第18条第1項に定める社外監査役であります。 
（平成17年7月1日現在） 
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役
員
従
業
員
・
組
織
図 

新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005組織図  
新しい風はこびます 
DISCLOSURE 2005

監
査
役
会

 

株

主

総

会

 

取

締

役

会
 

頭

取

 
常
務
取
締
役

 

 

 

 

 

 

● 経 営企画グループ  

● 主計・ＡＬＭグループ 

 

 

 

● 営 業企画グループ  

　 ●お 客 様 相 談 室  

● 営業推進グループ  

（ 営 業 推 進 役 ）  

● 地 域 貢 献 室  

 

● 審 査 グ ル ー プ  

（ 審 査 役 ）  

● 審査企画グループ  

● 企業経営支援グループ 

● 自己査定グループ  

 

● 本 店 営 業 部  

● 支 店 － 出 張 所  

 

● 債 券営業グループ  

● 市場金融グループ  

● 国際業務グループ  

 

● 営業管理・企画グループ 

● 営 業推進グループ  

 

（ 営 業 推 進 役 ）  

 

（ 営 業 推 進 役 ）  

 

 

 

● システム開発グループ 

● 事務管理グループ  

 
（ 検 査 役 ）  

（平成17年6月末現在） 

常務会 
～
 
～
 

監 査 役 室  

リスク管理委員会 

コンプライアンス委員会 

総 合 企 画 部  

東 京 事 務 所  

営 業 企 画 部  

審 査 部  

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市 場 金 融 部  

金融商品サービス部 

ロ ー ン営業部  

債 権 管 理 部  

人 事 企 画 部  

事 務 部  

検 査 部  

委 員 会  



56

ネットワーク（平成17年7月11日現在） 

富山県（57店）　石川県（5店）　新潟県（3店）　岐阜県（2店）　東京都（1店）　愛知県（1店）　大阪府（1店）　 

156

158
158

157

157

249

8

8

41

富山県 魚津支店 

宇奈月支店 

上市支店 

立山支店 太閤山支店 

新湊支店 

氷見支店 

長岡支店 

直江津支店 

糸魚川支店 

大阪支店 

名古屋支店 

東京支店 

七尾支店 

輪島支店 

氷見南支店 

福岡支店 

石動支店 

砺波支店 

大門支店 

滑川支店 

魚津駅前支店 

入善支店 
泊支店 

黒部支店 

神岡支店 

高山支店 

高岡市 

金沢市 

富山市 

高 岡 支 店  

昭和町支店 

清 水 支 店  

高岡中央支店 

中 川 支 店  

大 野 支 店  

イオンFB支店 

金 沢 支 店  

泉 支 店  

東大通支店 

南砺市 

福 野 支 店  

福 光 支 店  

城 端 支 店  

井 波 支 店  

本 店  

本 店 営 業 部  
総曲輪出張所 

富山駅前支店 

堤 町 支 店  

石 金 支 店  

五 福 支 店  

小 泉 支 店  

下 新 支 店  

東 町 支 店  

岩 瀬 支 店  

水 橋 支 店  

堀 支 店  

問屋町支店 

荏 原 支 店  

 

 

月 岡 支 店  

根塚町支店 

針 原 支 店  

呉 羽 支 店  

桜 谷 支 店  

山 室 支 店  

鵜 坂 支 店  

婦 中 支 店  

八 尾 支 店  

大沢野支店 

上 滝 支 店  

北の森支店 

富山南センター支店  

グリーンビルローンセンター支店 

ニ ューセンター支店  

金沢市 

南砺市 

富山市 

高岡市 
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DISCLOSURE 2005

昭和町支店 

高岡支店 

清水支店 

高岡中央支店 

大野支店 

中川支店 

丸の内  

国道8号線 

至氷見 

至金沢 

至砺波 

JR高岡駅 
JR北 陸 本 線  

 高岡古城 
公園 

 

 

泉支店 

金沢支店 

東大通支店 
JR金沢駅 

卯辰山公園 

金沢城跡 

兼六園 片町 
犀 川  

至福井 

 

イオンFB支店 

井波支店 

城端支店 

JR福野駅 

JR城端駅 

 

福光支店 

高岡市 金沢市 

東
海
北
陸
自
動
車
動 

J
R
城
端
線 

J
R
氷
見
線
 

至富山 

J
R
城
端
線
 

J
R
北
陸
本
線
 

新しい風はこびます 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

針原支店 

岩瀬支店 

東町支店 
堤町支店 

本店営業部 

富山駅前支店 

呉羽支店 桜谷支店 

下新支店 

問屋町支店 

荏原支店 

石金支店 

山室支店 

堀支店 

小泉支店 根塚町支店 

鵜坂支店 

上滝支店 

至魚津 

富山地方鉄道 

至高山 

有沢橋 

JR北陸本線 

国道8号線
 

富山湾 

至高岡 

 

 

 

 

グリーンビル 
ローンセンター支店  

富山市 

富
山
港
線 

北
陸
自
動
車
道
 

国
道
４１
号
線 

富
山
地
方
鉄
道 

神
通
川 

常
願
寺
川 

J
R
高
山
本
線
 

月岡支店 

婦中大橋 

八尾支店 

婦中支店 

ニューセンター 
支店  

北の森支店 

水橋支店 

富山南センター 
支店 

南砺市 

JR福光駅 

福野支店 

五福支店 
JR富山駅 

本店営業部総曲輪出張所 

大沢野支店 
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店舗のご案内  

ATM 店舗名 郵便番号 所　在　地 電話番号 ATM 店舗名 郵便番号 所　在　地 電話番号 

富山県（57店） 

石川県（5店） 

新潟県（3店） 

岐阜県（2店） 

東京都（1店） 

愛知県（1店） 

大阪府（1店） 

富山市（29店）  

中新川郡（2店）   

下新川郡（3店）  

魚津市 （2 店）  

黒部市（1店）  

高岡市（7店）  

南砺市（4店） 

射水郡（2店） 

新湊市（1店）  

氷見市（2店） 

砺波市（1店） 

小矢部市（1店） 

西砺波郡（1店）  

昭和町支店 

清 水 支 店  

高岡中央支店  

中 川 支 店  

大 野 支 店  

 

 

太閤山支店 

大 門 支 店  

 

新 湊 支 店  

 

氷 見 支 店  

氷見南支店 

 

砺 波 支 店  

 

石 動 支 店  

福 野 支 店  

福 光 支 店  

井 波 支 店  

城 端 支 店  

福 岡 支 店  

 

 

金 沢 支 店  

泉 支 店  

東大通支店 

七 尾 支 店  

輪 島 支 店  

 

 

糸魚川支店 

直江津支店 

長 岡 支 店  

 

 

神 岡 支 店  

高 山 支 店  

 

 

東 京 支 店  

 

 

名古屋支店 

 
 

大 阪 支 店  〒933-0946 

〒933-0866 

〒933-0929 

〒933-0047 

〒933-0016 

 

 

〒939-0363 

〒939-0232 

 

 

〒934-0027 

 

 

〒935-0017 

〒935-0031 

 

 

〒939-1368 

 

〒932-0057 

〒939-1564 

〒939-1633 

〒932-0232 

〒939-1862 

〒939-0116 

〒920-0918 

〒921-8041 

〒920-0842 

〒926-0047 

〒928-0001 

 

〒941-0068 

〒942-0081 

〒940-0061 

 

 

〒506-1161 

〒506-0011 

 

 

〒101-0033 

 

 

〒460-0011 

 

〒550-0004

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高岡市昭和町3丁目3番20号 

高岡市清水町2丁目3番24号  

高岡市木舟町80番地1  

高岡市東中川町1番34号 

高岡市大野158番地の1 

 

 

射水郡小杉町中太閤山1丁目1番地6 

射水郡大門町大門104番地3 

 

 

新湊市中新湊13番5号   

 

 

氷見市丸の内10番24号  

氷見市柳田2081番地の4 

 

 

砺 波 市 本 町 2 番 2 7 号  

 

小 矢 部 市 本 町 2 番 4 号   

南砺市福野1320番地1 

南砺市福光7367番地 

南砺市山見字京願1739番地17 

南砺市城端158番地1 

西砺波郡福岡町下蓑385番地 

金 沢 市 尾 山 町 1 番 8 号  

金沢市泉2丁目6番7号   

金沢市元町2丁目15番15号 

七 尾 市 大 手 町 5 9 番 地  

輪島市河井町2部95番地 

糸 魚 川 市 本 町 9 番 9 号  

上越市五智1丁目1番27号 

長岡市城内町2丁目2番地1 

 

 

飛騨市神岡町船津1201番地の3 

高山市本町3丁目58番地  

 

 

千代田区神田岩本町2番地 

 

 

名古屋市中区大須3丁目14番62号  

 

大阪市西区靱本町1丁目9番15号  

 

本 店  

本店営業部総曲輪出張所 

富山駅前支店 

堤 町 支 店  

石 金 支 店  

五 福 支 店  

小 泉 支 店  

下 新 支 店  

東 町 支 店  

岩 瀬 支 店  

水 橋 支 店  

堀 支 店  

問屋町支店  

荏 原 支 店  

月岡 支 店  

根塚町支店  

針 原 支 店  

呉 羽 支 店  

桜 谷 支 店  

山 室 支 店  

鵜 坂 支 店  

婦 中 支 店  

八 尾 支 店  

大沢野支店  

上 滝 支 店   

北の森支店  

グリーンビルローンセンター支店 

立 山 支 店  

上 市 支 店  

宇奈月支店 

入 善 支 店  

泊 支 店  

滑 川 支 店  

 

魚 津 支 店   

魚津駅前支店 

黒 部 支 店  

 

高 岡 支 店  

 

 

〒930-8630 

〒930-0002 

〒930-0046 

〒930-0083

〒930-0966 

〒930-0887 

〒939-8083 

〒930-0811 

〒930-0039 

〒931-8355 

〒939-0506 

〒939-8055 

〒930-0834 

〒930-0916 

〒939-8137 

〒939-8205 

〒930-0906 

〒930-0138 

〒930-0892 

〒939-8006 

〒939-2718 

〒939-2706 

〒939-2354

〒939-2252 

〒930-1312 

〒931-8332 

〒939-8212 

〒939-8212 

〒930-0856 

  

〒930-0214 

〒930-0325 

 

〒938-0282 

〒939-0626 

〒939-0744 

 

〒936-0058 

 

〒937-0055 

〒937-0046 

 

〒938-0035 

 

〒933-0813 

〒933-0912 

 

 

 

 

 

 

 

 

富山市総曲輪2丁目2番8号 

富山市総曲輪1丁目7番15号 

 

富山市新富町1丁目4番7号 

富山市堤町通り2丁目2番15号 

富山市石金3丁目1番1号 

富山市五福字才勝1922番地の8 

富山市千代田町9番14号 

富山市東町1丁目5番1号 

富山市東岩瀬町295番地 

富山市水橋町25番地の4 

富 山 市 下 堀 5 4 番 地  

富山市問屋町2丁目11番38号  

富山市向新庄200番27

富 山 市 開 発 2 0 1 番 地  

富山市新根塚町1丁目5番25号 

富山市金泉寺247番地  

富山市呉羽町7162番地の5 

富山市石坂2601番地の1 

富山市婦中町分田88番地の4 

富山市婦中町速星818番地 

富山市八尾町東町2231番地 

富山市上大久保1899番地 

富山市上滝 2 8 8 番地   

富山市森3丁目2番11号 

富山市掛尾町626番地  

富山市掛尾町626番地  

富山市牛島新町5番5号  

  

中新川郡立山町五百石16番地の1 

中新川郡上市町三日市47番地の15 

 

下新川郡宇奈月町字桃原243番地 

下新川郡入善町入膳5430番地 

下新川郡朝日町平柳688番地 

 

 

滑川市下小泉町75番地の4 

魚津市中央通り1丁目7番9号 

 

 

黒部市牧野83番地の1  

 

 

高岡市下伏間江383番地 

高岡市丸の内1番12号  
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（平成17年7月11日現在） 

ＡＴＭ営業時間 
　 9:00～21:00まで営業 
　9:00～20:00 
■ 9:00～19:00 
　9:00～18:00 
　9:00～17:00

● 土・日・祝日営業 
（午前9時～午後5時） 
▲土・日・祝日は定休 
●土のみ営業 

ＡＴＭ土・日・祝日営業 　外国為替取扱店 
　外貨両替取扱店 
　住宅金融公庫取扱店 
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■  

店舗一覧 

富山市西中野本町12番10号 

富山市山室187番地の9 

富山南センター支店 

ニューセンター支店 

魚津市上村木1丁目1番25号 

イオンFB支店 

（0766）21-3130（代） 

（0766）27-1231（代） 

（0765）52-1230（代） 

（0765）24-4433（代） 

（0765）24-1234（代） 

（076）475-3101（代） 

（0765）82-1155（代） 

（0765）72-1188（代） 

（0765）62-1019（代） 

（076）473-1230（代） 

（076）463-1235（代） 

（076）444-8111（代） 

（076）422-6100（代） 

（076）424-1470（代） 

（076）437-5000（代） 

（076）483-1311（代） 

（076）467-2336（代） 

（076）454-3141（代） 

（076）466-2121（代） 

（076）422-1170（代） 

（076）492-1710（代） 

（076）433-0515（代） 

（076）436-1122（代） 

（076）451-2111（代） 

（076）491-2233（代） 

（076）429-5511（代） 

（076）423-8540（代） 

（076）451-1177（代） 

（076）423-2230（代） 

（076）478-2141（代） 

（076）437-7124（代） 

（076）421-2311（代） 

（076）432-3651（代） 

（076）423-8381（代） 

（076）431-8086（代） 

（076）424-1786（代） 

（076）423-7691（代） 

（076）441-4466（代） 

（076）424-1211（大代） 

（076）442-8012（代） 

（0766）23-7337（代） 

（0766）24-2526（代） 

（0766）22-5678（代） 

（0766）24-6363（代） 

（0766）23-2353（代） 

（0766）56-3688（代） 

（0766）52-5507（代） 

（0766）84-4124（代） 

（0766）74-1600（代） 

（0766）91-1200（代） 

（0763）32-3363（代） 

（0766）67-0581（代） 

（0763）22-2151（代） 

（0763）52-1211（代） 

（0763）82-1525（代） 

（0763）62-1204（代） 

（0766）64-5800（代） 

（076）221-6131（代） 

（076）242-1881（代） 

（076）251-5911（代） 

（0767）52-3600（代） 

（0768）22-1114（代） 

（025）552-1711(代) 

（025）543-3771(代) 

（0258）33-4810(代)

（0578）2-1031（代） 

（0577）32-2820（代） 

（03）3256-6311（代） 

（052）261-5871（代）  

（06）6443-4651（代） 

滑川市（1店） 
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DISCLOSURE 2005
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新しい風はこびます 

店
舗
の
ご
案
内
 

店舗外ATM（現金自動預払機）設置場所のご案内  

（83ヵ所） 
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富山市 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

 

富 山 県 庁  

富 山 市 役 所  

大 和 富 山 店  

富 山 西 武 前  

富 山 市 民 プ ラ ザ  

高 志 会 館  

マ リ エ と や ま  

J R 富 山 駅  

ア ー バ ン プ レ イ ス  

富 山 赤 十 字 病 院  

北 日 本 ス ク エ ア  

越 州 村  

富 山 県 立 中 央 病 院  

富 山 大 学  

富 山 市 民 病 院  

ア ピ タ 富 山 店  

ア ピ タ 富 山 東 店  

マ イ プ ラ ザ  

富 山 企 業 団 地  

本 郷 町  

グ リ ー ン モ ー ル 山 室  

富山第一銀行総合事務センター 

北の森ショッピングタウン  

マックスバリュー上飯野店  

水 橋 ミ ュ ー ズ  

富 山 機 械 工 業 セ ン タ ー  

済 生 会 富 山 病 院  

ショッピングシティアピア 
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富山市 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

立山町 

同 

上市町 

滑川市 

同 

同 

同 

魚津市 

同 

同 

黒部市 

同 

同 

同 

同 

入善町 

同 

 

富山県高志リハビリテーション病院 

富山医科薬科大学附属病院 

大 阪 屋 北 新 町 店  

笹 倉  

フ ァ ボ ー レ  

婦 中 鉄 工 業 団 地  

J R 八 尾 駅 前  

富山市大沢野総合行政センター前

グ リ ー ン バ レ ー 大 沢 野  

富 山 国 際 大 学  

富山市大山総合行政センター前

立 山 町 役 場 前  

立 山 ナ ビ オ 前  

マック ス バリュ ー 上 市 店  

エ ー ル 滑 川  

パ ス タ 前  

プ ラ ン ト 3 滑 川 店  

滑 川 市 役 所 前  

魚 津 市 役 所 前  

ア ピ タ 魚 津 店  

ア ッ プ ル ヒ ル  

黒 部 市 役 所  

メ ル シ ー 黒 部  

パ ル フ ェ 黒 部 店 前  

エ ー シ ー シ ー 黒 部 店 前  

ア ピ タ 黒 部 店  

入 善 町 役 場 前  

入 善 コ ス モ 2 1
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宇奈月町 

朝日町 

高岡市 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

小杉町 

同 

同 

同 

大門町 

大島町 

同 

新湊市 

同 

氷見市 

同 

砺波市 

同 

南砺市 

同 

小矢部市 

飛騨市 

宇 奈 月 町 役 場 前  

荒 川  

高 岡 市 民 病 院  

スーパーヒラキストア大坪店前 

ジ ャ ス コ 高 岡 店  

大 和 高 岡 店  

J R 高 岡 駅  

高 岡 駅 前  

高 岡 サ テ ィ 

イ オ ン 高 岡  

太 閤 山 パ ス コ  

いみずのショッピングタウン 

小 杉 町 役 場 前  

ア ル ・ プ ラ ザ 小 杉  

大 門 町 役 場 前  

ア プ リ オ  

イ ー タ ウ ン  

三 精 工 業 前  

西 新 湊  

ハ ッ ピ ー タ ウ ン 氷 見  

氷 見 プ ラ フ ァ  

ア ピ タ 砺 波 店  

ジ ャ ス コ 砺 波 店  

福 野 ア ・ ミ ュ ー  

南 砺 中 央 病 院  

ユ ニ ー 小 矢 部 店  

バ ロ ー 神 岡 店  

（平成17年7月11日現在） 

○土曜日稼働店　◎土・日・祝日稼働店　設置場所により稼働時間が異なります。　ハッピータウン氷見は土・日曜日の稼働です。 

富山第一銀行のホームページです。 

当行の最新の経営情報をはじめ、 

財務データ、サービス内容、商品情報等 

を掲載しております。 

ホームページアドレス 

http://www.first-bank.co.jp/ 
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決算公告（写） 

平成17年3月期決算公告（写） 

　銀行法第20条に基づき、下記の決算公告を行いました。なお、同法第21条第1項及び第2項の規定により、

本決算公告を掲載しています。 


